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Ⅰ 総則 

 

基準条例の制定  

  

従来、指定地域密着型サービスの事業の人員及び運営に関する基準については厚生労働省令により全国一律の

基準等が定められてたが、地域の自主性及び自立性を高めるための改革の推進を図るための関係法律の整備に関す

る法律により、介護保険法が改正され、各地方自治体において、当該基準等を条例で定めることとなった。本市では、

次のとおり当該基準等を定める条例の制定を行っており、市内に所在する指定地域密着型サービス事業者は、市条

例に定められた基準等に従った事業運営を行わなければならない。  

 
 

○伊勢原市指定地域密着型サービスの事業の人員、設備及び運営に関する基準を定める条例 

 https://www.city.isehara.kanagawa.jp/reiki_int/reiki_honbun/c500RG00000573.html 

 

 

○伊勢原市指定地域密着型介護予防サービスの事業の人員、設備及び運営並びに指定地域密着型介護 

予防サービスに係る介護予防のための効果的な支援の方法に関する基準を定める条例 

https://www.city.isehara.kanagawa.jp/reiki_int/reiki_honbun/c500RG00000574.html 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

https://www.city.isehara.kanagawa.jp/reiki_int/reiki_honbun/c500RG00000573.html
https://www.city.isehara.kanagawa.jp/reiki_int/reiki_honbun/c500RG00000574.html
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基準（条例）の性格 

 

１ 基準（条例）は、指定地域密着型サービスの事業がその目的を達成するために必要な最低限度の基準を定めた

ものであり、事業者は、常にその運営の向上に努めなければならない。  

  

２ 事業者が満たすべき基準を満たさない場合には、指定地域密着型サービスの指定は受けられず、また、条例に違

反することが明らかになった場合は、指導等の対象となり、この指導等に従わない場合には、指定を取り消すことがあ

る。  

  

３ 指定地域密着型サービスの事業を行う者又は行おうとする者が満たすべき基準等を満たさない場合には、指定地

域密着型サービスの指定又は更新は受けられず、また、基準に違反することが明らかになった場合、市は次の措置を

とる。  

（１）勧告   

相当の期間を定めて基準を遵守するよう勧告を行う。  

（２）公表  

相当の期間内に勧告に従わなかったときは、事業者名、勧告に至った経緯、当該勧告に対する対応等を 

公表する。       

（３）命令 

正当な理由が無く、当該勧告に係る措置をとらなかったときは、相当の期 間を定めて当該勧告に係る措置を採

るよう命令することができる（事業者名、命令に至った経緯等を公示）。  

命令に従わない場合には、当該指定を取り消すこと又は取り消しを行う前に相当の期間を定めて指定の全部も

しくは一部の効力を停止すること（不適正なサービスが行われていることが判明した場合、当該サービスに関する介

護報酬の請求を停止させること）ができる。 

 

４ 次に掲げる場合には、基準に従った適正な運営ができなくなったものとして直ちに指定を取り消すことができる。  

（１）次に掲げるときその他の事業者が自己の利益を図るために基準に違反したとき  

①指定地域密着型サービスの提供に際して利用者が負担すべき額の支払を適正に受けなかったとき  

②居宅介護支援事業者又はその従業者に対し、利用者に対して特定の事業者によるサービスを利用させることの

代償として、金品その他の財産上の利益を供与したとき  

③居宅介護支援事業者又はその従業者から、事業所の退居者を紹介することの対償として、金品その他の財産

上の利益を収受したとき  

（２）利用者の生命又は身体の安全に危害を及ぼすおそれがあるとき  

（３）その他（１）及び（２）に準ずる重大かつ明白な基準違反があったとき  

 

５ 指定地域密着型サービスの事業の多くの分野において、基準に合致することを前提に自由に事業への参入を認め

ていること等に鑑み、基準違反に対しては厳正な対応を行う。 
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用語の定義 

 

１ 「常勤換算方法」 

当該事業所の従業者の勤務延時間数を当該事業所において常勤の従業者が勤務すべき時間数（32 時間を下

回る場合は 32 時間を基本とする。）で除することにより、当該事業所の従業者の員数を常勤の従業者の員数に換

算する方法をいうものである。この場合の勤務延時間数は、当該事業所の指定に係る事業のサービスに従事する勤務

時間の延べ数であり、例えば、指定小規模多機能型居宅介護事業所と指定認知症対応型共同生活介護事業所を

併設している場合であって、ある従業者が指定小規模多機能型居宅介護事業所の小規模多機能型居宅介護従業

者と指定認知症対応型共同生活介護事業所の介護従業者を兼務する場合、指定小規模多機能型居宅介護事

業所の小規模多機能型居宅介護従業者の勤務延時間数には、指定小規模多機能型居宅介護事業所の小規模

多機能型居宅介護従業者としての勤務時間だけを算入することとなるものであること。  

ただし、雇用の分野における男女の均等な機会及び待遇の確保等に関する法律（昭和 47 年法律第 113 号）

第 13 条第１項に規定する措置（以下「母性健康管理措置」という。）又は育児休業、介護休業等育児又は家族

介護を行う労働者の福祉に関する法律（平成３年法律第 76 号。以下「育児・介護休業法」という。）第 23 条第

１項、同条第３項又は同法第 24 条に規定する所定労働時間の短縮等の措置若しくは厚生労働省「事業場におけ

る治療と仕事の両立支援のためのガイドライン」に沿って事業者が自主的に設ける所定労働時間の短縮措置（以下

「育児、介護及び治療のための所定労働時間の短縮等の措置」という。）が講じられている場合、30 時間以上の勤

務で、常勤換算方法での計算に当たり、常勤の従業者が勤務すべき時間数を満たしたものとし、１として取り扱うことを

可能とする。  

 

２ 「勤務延時間数」  

勤務表上、当該事業に係るサービスの提供に従事する時間又は当該事業に係るサービスの提供のための準備等を

行う時間（待機の時間を含む。）として明確に位置付けられている時間の合計数とする。なお、従業者一人につき、

勤務延時間数に算入することができる時間数は、当該事業所において常勤の従業者が勤務すべき勤務時間数を上

限とすること。  

 

３  「常勤」  

当該事業所における勤務時間が、当該事業所において定められている常勤の従業者が勤務すべき時間数（32 時

間を下回る場合は 32 時間を基本とする。）に達していることをいうものである。ただし、母性健康管理措置又は育児、

介護及び治療のための所定労働時間の短縮等の措置が講じられている者については、利用者の処遇に支障がない体

制が事業所として整っている場合は、例外的に常勤の従業者が勤務すべき時間数を 30 時間として取り扱うことを可能

とする。  

同一の事業者によって当該事業所に併設される事業所（同一敷地内に所在する又は道路を隔てて隣接する事業

所をいう。ただし、管理上支障がない場合は、その他の事業所を含む。）の職務であって、当該事業所の職務と同時

並行的に行われることが差し支えないと考えられるものについては、それぞれに係る勤務時間の合計が常勤の従業者が

勤務すべき時間数に達していれば、常勤の要件を満たすものであることとする。例えば、一の事業者によって行われる指

定訪問介護事業所と指定居宅介護支援事業所が併設されている場合、指定訪問介護事業所の管理者と指定居

宅介護支援事業所の管理者を兼務している者は、その勤務時間の合計が所定の時間に達していれば、常勤要件を

満たすこととなる。 また、人員基準において常勤要件が設けられている場合、従事者が労働基準法（昭和 22 年法

律第 49 号）第 65 条に規定する休業（以下「産前産後休業」という。）、母性健康管理措置、育児・介護休業

法第２条第１号に規定する育児休業（以下「育児休業」という。）、同条第２号に規定する介護休業（以下「介

護休業」という。）、同法第 23 条第２項の育児休業に関する制度に準ずる措置又は同法第 24 条第１項（第２

号に係る部分に限る。）の規定により同項第２号に規定する育児休業に関する制度に準じて講ずる措置による休業

（以下「育児休業に準ずる休業」という。）を取得中の期間において、当該人員基準において求められる資質を有する

複数の非常勤の従事者を常勤の従業者の員数に換算することにより、人員基準を満たすことが可能であることとする。 
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４  「専ら従事する」「専ら提供に当たる」  

原則として、サービス提供時間帯を通じて当該サービス以外の職務に従事しないことをいうものである。この場合のサ

ービス提供時間帯とは、当該従事者の当該事業所における勤務時間をいうものであり、当該従業者の常勤・非常勤の

別を問わない。  
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Ⅱ 認知症対応型通所介護の定義及び基本方針  

 

定義 

 

１ 認知症対応型通所介護（介護保険法第８条第 18 項） 

 「認知症対応型通所介護」とは、居宅要介護者であって、認知症であるものについて、老人福祉法第５条の２第

３項の厚生労働省令で定める施設又は同法第２０条の２の２に規定する老人デイサービスセンターに通わせ、当該

施設において入浴、排せつ、食事等の介護その他の日常生活上の世話であって厚生労働省令で定めるもの※１及び機

能訓練を行うことをいう。 

※１厚生労働省令で定める日常生活上の世話：入浴、排せつ、食事等の介護、生活等に関する相談及び助 

言、健康状態の確認その他の居宅要介護者に必要な日常生活上の世話 

 

２ 介護予防認知症対応型通所介護（介護保険法第８条の 2 第 13 項） 

  「介護予防認知症対応型通所介護」とは、居宅要支援者であって、認知症であるものについて、その介護予防を目

的として、老人福祉法第五条の二第三項の厚生労働省令で定める施設又は同法第二十条の二の二に規定する老

人デイサービスセンターに通わせ、当該施設において、厚生労働省令で定める期間にわたり、入浴、排せつ、食事等の

介護その他の日常生活上の支援であって厚生労働省令で定めるもの※２及び機能訓練を行うことをいう。 

※２厚生労働省令で定める日常生活上の支援は、入浴、排せつ、食事等の介護、生活等に関する相談及び助 

言、健康状態の確認その他の居宅要支援者に必要な日常生活上の支援 

 

基本方針 

 

１ 認知症対応型通所介護 

指定地域密着型サービスに該当する認知症対応型通所介護の事業は、要介護状態となった場合においても、そ

の認知症である利用者(その者の認知症の原因となる疾患が急性の状態にある者を除く。以下同じ。)が可能な限り

その居宅において、その有する能力に応じ自立した日常生活を営むことができるよう生活機能の維持又は向上を目

指し、必要な日常生活上の世話及び機能訓練を行うことにより、利用者の社会的孤立感の解消及び心身の機能

の維持並びに利用者の家族の身体的及び精神的負担の軽減を図るものでなければならない。 

 

２ 介護予防認知症対応型通所介護 

 指定地域密着型介護予防サービスに該当する介護予防認知症対応型通所介護の事業は、その認知症である

利用者(その者の認知症の原因となる疾患が急性の状態にある者を除く。以下同じ。)が可能な限りその居宅におい

て、自立した日常生活を営むことができるよう、必要な日常生活上の支援及び機能訓練を行うことにより、利用者の

心身機能の維持回復を図り、もって利用者の生活機能の維持又は向上を目指すものでなければならない。 

 



9 

単独型・併設型・共用型の定義及び利用定員 

 

単独型 

 

○ 単独型指定認知症対応型通所介護とは、特別養護老人ホーム等（特別養 護、老人ホー 

ム、養護老人ホーム、病院、診療所、介護老人保健施設、介護 医療院、社会福祉施設又

は特定施設をいう。以下同じ。）に併設されていない 指定認知症対応型通所介護をいう。 

○利用定員 単位ごとに 12 人以下 

併設型 ○ 併設型指定認知症対応型通所介護とは、特別養護老人ホーム等に併設されている指定認

知症対応型通所介護をいう。 

○ 利用定員 単位ごとに 12 人以 

共用型 ○共用型指定認知症対応型通所介護とは、指定認知症対応型共同生活介護事業所の居間

又は食堂、地域密着型介護老人福祉施設もしくは地域密着型特定施設の食堂又は共同生

活室において、それらの事業所又は施設の利用者、入居者又は入所者とともに行う指定認知

症対応型通所介護のことをいう。  

○ 利用定員  

・指定認知症対応型共同生活介護 

⇒ユニットごとに１日当たり３人以下  

・地域密着型特定施設又は地域密着型介護老人福祉施設（ユニット型を除く。） 

⇒施設ごとに１日当たり３人以下  

・ユニット型指定地域密着型介護老人福祉施設 

⇒ユニットごとに当該ユニット型 指定地域密着型介護老人福祉施設の入居者数と当該共

用型指定認知症対応 型通所介護の利用者数の合計が１日当たり 12 人以下 
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Ⅲ  人員基準（単独型・併設型）  

 

管理者 

 

１  事業所ごとに配置すること 

 

２  常勤であること 

 

３  専ら管理者の職務に従事する者であること。ただし、事業所の管理上支障がないことを前提に次の場合は兼務が

可能 

（１）当該事業所の他の職務に従事する場合 

（２）同一の事業者によって設置された他の事業所、施設等の管理者又は従業者としての職務に従事する場合であ

って、当該他の事業所、施設等の管理者又は従業者としての職務に従事する時間帯も、当該指定認知症対応

型通所介護事業所の利用者へのサービス提供の場面等で生じる事象を適時かつ適切に把握でき、職員及び業

務の一元的な管理・指揮命令に支障が生じないときに、当該他の事業所、施設等の管理者又は従業者としての

職務に従事する場合（この場合の他の事業所、施設等の事業の内容は問わないが、例えば、管理すべき事業

所数が過剰であると個別に判断される場合や、併設される入所施設において入所者に対しサービス提供を行う看

護・介護職員と兼務する場合（施設における勤務時間が極めて限られている場合を除く。）、事故発生時等の

緊急時において管理者自身が速やかに当該指定認知症対応型通所介護事業所に駆け付けることができない体

制となっている場合などは、管理業務に支障があると考えられる。） 

 

４ 厚生労働大臣が定める研修（認知症対応型サービス事業管理者研修）を修了していること 

 

➢ 管理業務に支障がない場合とは 

 
管理者が兼務する場合に、管理業務に支障がないかどうかは下記の点を考慮して個別に判断しますの

で、兼務を検討している場合は市に事前相談が必要です。また、複数サービスにまたがる兼務を行う場

合、兼務先のサービスの指定権者にも当該兼務が認められるかどうか確認が必要になります。 

・管理者の経歴・経験年数 

・兼務する職種の数 

・管理者としての勤務時間 

・過去の指導・苦情履歴 

・兼務する事業所間の距離 

 

 

 



11 

従業員の員数等 

 

１ 生活相談員 

（１）提供日ごとに配置すること 

（２）常勤・非常勤の別は問わない 

    ※ただし、生活相談員又は介護職員又は看護職員のうち１人以上は常勤職員であることが必要  

（３）資格要件 

   ・社会福祉法第 19 条第１項各号のいずれかに該当する者 

・介護福祉士 

・介護支援専門員 

・介護保険施設又は通所系サービス事業所において、常勤で２年以上（勤務日数 360 日以上）介護等の業

務に従事した者（直接処遇職員に限る。） 

（４）必要な配置数 

事業所のサービス提供時間内に生活相談員が勤務する時間数(以下「勤務延べ時間数」という)の合計数を

事業所のサービス提供時間の時間数で除して得た数が１以上確保されるために必要と認められる数 

 

２ 看護職員又は介護職員 

（１）単位ごとに配置すること 

（２）常勤・非常勤の別は問わない 

    ※ただし、生活相談員又は介護職員又は看護職員のうち１人以上は常勤職員であることが必要 

（３）必要な配置数 

    単位ごとに、次の①及び②の職員をそれぞれ１以上、合計２名以上の配置が必要 

① 専らサービスの提供に当たる看護職員又は介護職員が１以上 

② 事業所のサービス提供時間内に看護職員及び介護職員が勤務する時間数の合計数をサービス提 

供時間数で除して得た数が１以上確保されるために必要と認められる数 

③サービス提供時間中、常時１名以上の看護職員又は介護職員の配置が必要 

 

３ 機能訓練指導員 

（１） 必要な配置数 

１以上 

（２）必要な日数等 

利用者に日常生活を営むのに必要な機能の減退を防止するための機能訓練を適切に実施するために必 

要な日数及び時間数の配置 

（３）常勤・非常勤の別は問わない 

（４）資格要件 

理学療法士、作業療法士、言語聴覚士、看護職員(看護師又は准看護師)、柔道整復師、あん摩マッサー

ジ指圧師、はり師又はきゅう師 
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留意事項 

 

 ③ 従業者の員数（基準第 42条） 

イ 単独型・併設型指定認知症対応型通所介護の単位とは、同時に、一体的に提供される単独型・併

設型指定認知症対応型通所介護をいうものであることから、例えば、次のような場合は、２単位と

して扱われ、それぞれの単位ごとに必要な従業者を確保する必要がある。 

(イ)単独型・併設型指定認知症対応型通所介護が同時に一定の距離を置いた２つの場所で行われ 

これらのサービスの提供が一体的に行われているといえない場合 

(ロ)午前と午後とで別の利用者に対して単独型・併設型指定認知症対応型通所介護を提供する場合 

また、利用者ごとに策定した認知症対応型通所介護計画に位置づけられた内容の認知症対応型通

所介護が一体的に提供されていると認められる場合は、同一単位で提供時間数の異なる利用者に対

して認知症対応型通所介護を行うことも可能である。なお、同時一体的に行われているとは認めら

れない場合は、別単位となることに留意すること。 

ロ ８時間以上９時間未満の単独型・併設型指定認知症対応型通所介護の前後に連続して延長サービ

スを行う場合にあっては、事業所の実情に応じて、適当数の従業者を配置するものとする。 

ハ 利用者の数又は利用定員は、単位ごとの単独型・併設型指定認知症対応型通所介護についての利

用者の数又は利用定員をいうものであり、利用者の数は実人員、利用定員は、あらかじめ定めた利

用者の数の上限をいうものである。従って、例えば、１日のうちの午前の提供時間帯に利用者 10人

に対して単独型・併設型指定認知症対応型通所介護を提供し、午後の提供時間帯に別の利用者 10人

に対して単独型・併設型指定認知症対応型通所介護を提供する場合であって、それぞれの単独型・

併設型指定認知症対応型通所介護の定員が 10人である場合には、当該事業所の利用定員は 10人、

必要となる介護職員の員数は午前午後それぞれにおいて利用者 10人に応じた数ということとなり、

人員算定上午前の利用者の数と午後の利用者の数が合算されるものではない。 

ニ 同一事業所で複数の単位の単独型・併設型指定認知症対応型通所介護を同時に行う場合であって

も、常勤の従業者は事業所ごとに確保すれば足りるものである。（基準第 42条第６項） 

ホ 生活相談員（基準第 42条第１項第１号） 

生活相談員については、特別養護老人ホームの設備及び運営に関する基準（平成 11年厚生省令第

46号）第５条第２項に定める生活相談員に準ずるものである。基準第 42条第１項第１号に定める

「当該単独型・併設型指定認知症対応型通所介護を提供している時間帯の時間数」（以下「提供時間

帯の時間数」という。）とは、当該事業所におけるサービス提供開始時刻から終了時刻まで（サービ

スが提供されていない時間帯を除く）とする。例えば、１単位の単独型・併設型指定認知症対応型

通所介護を実施している事業所の提供時間帯の時間数を６時間とした場合、生活相談員がサービス

提供時間内に勤務している時間数の合計数（以下「勤務延時間数」という。）を、提供時間帯の時間

数である６時間で除して得た数が１以上となるよう確保すればよいことから、生活相談員の員数に

かかわらず６時間の勤務延時間数分の配置が必要となる。また、午前９時から正午、午後１時から

午後６時の２単位の単独型・併設型指定認知症対応型通所介護を実施している事業所の場合、当該

事業所におけるサービス提供時間は午前９時から午後６時（正午から午後１時までを除く。）とな

り、提供時間帯の時間数は８時間となることから、生活相談員の員数にかかわらず８時間の勤務延

時間数分の配置が必要となる。なお、指定認知症対応型通所介護事業所が、利用者の地域での暮ら

しを支えるため、医療機関、他の居宅サービス事業者、地域の住民活動等と連携し、指定認知症対

応型通所介護事業所を利用しない日でも当該利用者の地域生活を支える地域連携の拠点としての機

能を展開できるように、生活相談員の確保すべき勤務延時間数には、「サービス担当者会議や地域ケ

ア会議に出席するための時間」、「利用者宅を訪問し、在宅生活の状況を確認した上で、利用者の家

族も含めた相談・援助のための時間」、「地域の町内会、自治会、ボランティア団体等と連携し、利

用者に必要な生活支援を担ってもらうなどの社会資源の発掘・活用のための時間」など、利用者の

地域生活を支える取組のために必要な時間も含めることができる。ただし、生活相談員は、利用者

の生活の向上を図るため適切な相談・援助等を行う必要があり、これらに支障がない範囲で認めら

れるものである。 

 



13 

ヘ 看護職員又は介護職員（基準第 42条第１項第２号） 

看護職員又は介護職員については、単独型・併設型指定認知症対応型通所介護の単位ごとに２人

以上配置する必要があるが必ずしも看護職員を配置しなければならないものではない。基準第 42条

第１項第２号に定める「当該単独型・併設型指定認知症対応型通所介護を提供している時間数」と

は、当該単独型・併設型指定認知症対応型通所介護の単位における平均提供時間数（利用者ごとの

提供時間数の合計を利用者数で除して得た数）とする。なお、同号に定める「専ら当該単独型・併

設型指定認知症対応型通所介護の提供に当たる看護職員又は介護職員」については、提供時間帯を

通じて専従する必要はないが、当該看護職員又は介護職員は提供時間帯を通じて単独型・併設型指

定認知症対応型通所介護事業所と密接かつ適切な連携を図るものとする。さらに、同条第２項にお

いて単独型・併設型指定認知症対応型通所介護の単位ごとに看護職員又は介護職員を常時１人以上

確保することとされているが、これについては、看護職員又は介護職員が常に確保されるよう必要

な配置を行うよう定めたものであり、例えば、当該単独型・併設型指定認知症対応型通所介護の単

位ごとに確保すべき看護職員又は介護職員の勤務延時間数が提供時間帯の時間数に満たない場合で

あっても、常時１人以上が確保されるよう配置を行う必要があることに留意すること。一方、同条

第３項において看護職員又は介護職員は、利用者の処遇に支障がない場合は他の単独型・併設型指

定認知症対応型通所介護の単位の看護職員又は介護職員として従事することができるとされている

ことから、例えば複数の単位の単独型・併設型指定認知症対応型通所介護を同じ時間帯に実施して

いる場合、単位ごとに看護職員又は介護職員が常に１人以上確保されている限りにおいては、単位

を超えて柔軟な配置が可能である。 

 

ト 機能訓練指導員（基準第 42条第１項第３号） 

機能訓練指導員は、日常生活を営むのに必要な機能の減退を防止するための訓練を行う能力を有

する者とされたが、この「訓練を行う能力を有する者」とは、理学療法士、作業療法士、言語聴覚

士、看護職員、柔道整復師、あん摩マッサージ指圧師、はり師又はきゅう師の資格を有する者（は

り師及びきゅう師については、理学療法士、作業療法士、言語聴覚士、看護職員、柔道整復師又は

あん摩マッサージ指圧師の資格を有する機能訓練指導員を配置した事業所で６月以上機能訓練指導

に従事した経験を有する者に限る。）とする。ただし、利用者の日常生活やレクリエーション、行事

を通じて行う機能訓練については、当該事業所の生活相談員又は介護職員が兼務して行っても差し

支えない。 

 

厚生労働省Ｑ＆Ａ 平成２４年度介護報酬改定に関するＱ＆Ａ（Vol.2）（平成 24年 3月 30日） 

（問） 
人員配置の計算の基となる「提供時間数」については、通所サービス計画上の所要時間に基づく

配置となるのか、それとも実績に基づく配置となるのか。 

（答） 通所サービス計画上の所要時間に基づき配置する。 

 

 

厚生労働省Ｑ＆Ａ 平成２４年度介護報酬改定に関するＱ＆Ａ（Vol.2）（平成 24年 3月 30日） 

（問） 
通所介護事業所の生活相談員がサービス担当者会議に出席するための時間については確保すべき勤

務延時間数に含めることができるか。 

（答） 
通所介護事業所の生活相談員がサービス担当者会議に出席するための時間については、確保すべき

勤務延時間数に含めて差し支えない。認知症対応型通所介護についても同様の取扱いとなる。 
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厚生労働省Ｑ＆Ａ 平成 27年度介護報酬改定に関する Q&A（平成 27年 4月 1日） 

（問） 

生活相談員の勤務延時間に、「地域の町内会、自治会、ボランティア団体等と連携し、利用者に

必要な生活支援を担ってもらうなど社会資源の発掘、活用のための時間」が認められたが、具体

的にはどのようなものが想定されるのか。また、事業所外での勤務に関しては、活動実績などの

記録を保管しておく必要があるか。 

（答） 

１ 例えば、以下のような活動が想定される。 

・事業所の利用者である要介護者等も含んだ地域における買い物支援、移動支援、見守りなどの

体制を構築するため、地域住民等が参加する会議等に参加する場合 

・利用者が生活支援サービスを受けられるよう地域のボランティア団体との調整に出かけていく

場合 

２ 生活相談員の事業所外での活動に関しては、利用者の地域生活を支えるための取組である必

要があるため、事業所において、その活動や取組を記録しておく必要がある。 

 

 

厚生労働省Ｑ＆Ａ 「令和３年度介護報酬改定に関するＱ＆Ａ（Vol.３）（令和３年３月 26日） 

（問） 

生活相談員及び介護職員の配置基準について、「生活相談員又は介護職員のうち１人以上は、常勤

でなければならない」こととなっているが、営業日ごと又は単位ごとに常勤職員を配置する必要が

あるのか。 

（答） 
営業日ごと又は単位ごとに常勤職員を配置する必要はなく、事業所として常勤の生活相談員又は 

介護職員を１名以上確保していれば足りる。 

 

 

厚生労働省Ｑ＆Ａ 
介護制度改革 information vol.127 事務連絡 介護老人福祉施設及び地域密着型サー

ビスに関する Q&A 

（問） 

（認知症対応型通所介護）基準省令第 42 条第 1 項第 2 号の「専ら当該認知症対応型通所介護の提

供に当たる看護職員又は介護職員が 1 以上」に当たる職員は、一般の介護事業所を併設している場

合、その職務に当たることもできるか。 

（答） 

当該職員については､認知症対応型通所介護事業所に勤務しているときにその職務に専従していれ

ばよく、認知症対応型通所介護事業所に勤務していない時間帯に一般の通所介護事業所に勤務する

ことは差し支えない。 
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厚生労働省Ｑ＆Ａ 「令和３年度介護報酬改定に関するＱ＆Ａ（Vol.３）（令和３年３月 26日） 

（問） 
通所介護等事業所において配置が義務づけられている看護職員は、機能訓練指導員を兼ねること

ができるか。 

（答） 

 

① 指定通所介護事業所及び指定地域密着型通所介護事業所（定員が 11 名以上である事業所に限

る）における取扱い 

— 看護職員の配置基準は、指定通所介護（指定地域密着型通所介護）の単位ごとに、専ら当該指

定通所介護（指定地域密着型通所介護）の提供に当たる看護職員が１以上確保されるために必

要と認められる数を置くべきと定められている。 

— 機能訓練指導員の配置基準は、指定通所介護事業所（指定地域密着型通所介護事業所）ごとに

１以上と定められている。 

 看護職員、機能訓練指導員とも配置時間に関する規定はないことから、看護職員としての業務

に従事していない時間帯において、機能訓練指導員として勤務することは差し支えない。 

 

② 指定地域密着型通所介護事業所(定員が 10名以下である事業所に限る)における取扱い 

— 看護職員の配置基準は介護職員と一体のものとして定められており、指定地域密着型通所介護

の単位ごとに、指定地域密着型通所介護を提供している時間帯に、専ら指定地域密着型通所介

護の提供に当たる看護職員又は介護職員が勤務している時間数の合計数を提供単位時間数で除

して得た数が１以上確保されるために必要と認められる数を置くべきと定められている。 

— 機能訓練指導員の配置基準は、指定地域密着型通所介護事業所ごとに１以上と定められてい

る。看護職員又は介護職員に係る配置基準を、看護職員により満たしている事業所にあって

は、看護職員としての業務に従事していない時間帯において、機能訓練指導員として勤務する

ことは差し支えない。（機能訓練指導員として勤務している時間数は、専ら指定地域密着型通

所介護の提供に当たる看護職員としての勤務時間数に含めない。） 

 

③ 認知症対応型通所介護事業所（単独型・併設型事業所に限る。）及び介護予防認知症対応型通

所介護事業所（単独型・併設型事業所に限る。）における取扱い 

— 看護職員の配置基準は介護職員と一体のものとして定められており、以下のａ及びｂを満たす

必要があるとされている。 

 ａ 指定認知症対応型通所介護（指定介護予防認知症対応型通所介護）の単位ごとに、指定認知

症対応型通所介護の提供に当たる看護職員又は介護職員を１以上配置 

 ｂ 指定認知症対応型通所介護（指定認知症対応型通所介護）を提供している時間帯に、専ら指

定認知症対応型通所介護（指定介護予防認知症対応型通所介護）の提供に当たる看護職員又は

介護職員が勤務している時間数の合計数を提供単位時間数で除して得た数が１以上確保される

ために必要と認められる数を配置 

— 機能訓練指導員の配置基準は、指定認知症対応型通所介護事業所（指定介護予防認知症対応型

通所介護事業所）ごとに１以上と定められている。 

  看護職員又は介護職員に係る配置基準を、看護職員により満たしている事業所にあっては、 

— ａの場合は、看護職員、機能訓練指導員とも配置時間に関する規定はないことから、看護職員

としての業務に従事していない時間帯において、機能訓練指導員として勤務することは差し支

えない。 

— ｂの場合は、看護職員としての業務に従事していない時間帯において、機能訓練指導員として

勤務することは差し支えない。（機能訓練指導員として勤務している時間数は、専ら指定認知

症対応型通所介護（指定介護予防認知症対応型通所介護）の提供に当たる看護職員としての勤

務時間数に含めない。）なお、①②③いずれの場合においても、都道府県・市町村において

は、看護職員としての業務と機能訓練指導員の業務のいずれも行う職員が、本来の業務である

利用者の健康管理や観察を行いつつ、機能訓練指導員の業務をなし得るのかについて、事業所

ごとにその実態を十分に確認することが必要である。 
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厚生労働省Ｑ＆Ａ 「令和３年度介護報酬改定に関するＱ＆Ａ（Vol.３）（令和３年３月 26日） 

（問） 
通所介護等事業所において配置が義務づけられている管理者は、機能訓練指導員を兼ねることが

できるか。 

（答） 

 

・管理者の配置基準は、指定通所介護等事業所ごとに専らその職務に従事する常勤の管理者を置

くこと（ただし、指定通所介護等事業所の管理上支障がない場合は、当該指定通所介護等事業

所の他の職務に従事し、又は同一敷地内にある他の事業所、施設等の職務に従事することがで

きる。）となっている。また、機能訓練指導員の配置基準は、指定通所介護等事業所ごとに１

以上と定められている。 

 

・このため、通所介護等事業所において配置が義務づけられている管理者は、指定通所介護等事

業所の管理上支障がない場合、管理者としての職務に加えて、機能訓練指導員の職務に従事す

ることが可能である。 

 

 

 

厚生労働省Ｑ＆Ａ 平成 30年度介護報酬改定に関する Q＆A（Vol.1）（平成 30年 3月 23日） 

（問） 

はり師・きゅう師を機能訓練指導員として雇う際に、実際に、理学療法士、作業療法士、言語聴覚

士、看護職員、柔道整復師又はあん摩マッサージ指圧師の資格を有する機能訓練指導員を配置した

事業所で六月以上機能訓練指導に従事した経験を有することをどのように確認するのか。 

（答） 
例えば、当該はり師・きゅう師が機能訓練指導に従事した事業所の管理者が書面でそれを証して 

いることを確認すれば、確認として十分である。  

 

 

厚生労働省Ｑ＆Ａ 平成 30年度介護報酬改定に関する Q＆A（Vol.1）（平成 30年 3月 23日） 

（問） 

はり師・きゅう師を機能訓練指導員とする際に求められる要件となる、「理学療法士、作業療法

士、言語聴覚士、看護職員、柔道整復師又はあん摩マッサージ指圧師の資格を有する機能訓練指導

員を配置した事業所で六月以上機能訓練指導に従事した経験」について、その実務時間・日数や実

務内容に規定はあるのか。 

（答） 

要件にある以上の内容については細かく規定しないが、当然ながら、当該はり師・きゅう師が機能

訓練指導員として実際に行う業務の頻度・内容を鑑みて、十分な経験を得たと当該施設の管理者が

判断できることは必要となる。 
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Ⅳ  人員基準（共用型）  

 

管理者 

 

１  事業所ごとに配置すること 

 

２  常勤であること 

 

３  専ら管理者の職務に従事する者であること。ただし、事業所の管理上支障がないことを前提に次の場合は兼務が

可能 

（１）当該事業所の他の職務に従事する場合 

（２）本体事業所等の職務に従事する場合 

（３）同一の事業者によって設置された他の事業所、施設等（本体事業所等を除く。）の管理者又は従業者として

の職務に従事する場合であって、当該他の事業所、施設等の管理者又は従業者としての職務に従事する時間

帯も、当該共用型指定認知症対応型通所介護事業所の利用者へのサービス提供の場面等で生じる事象を適

時かつ適切に把握でき、職員及び業務の一元的な管理・指揮命令に支障が生じないときに、当該他の事業所、

施設等の職務に従事する場合（この場合、他の事業所、施設等の事業の内容は問わないが、例えば、管理す

べき事業所数が過剰であると個別に判断される場合や、併設される入所施設において入所者に対しサービス提供

を行う看護職員又は介護職員と兼務する場合（施設における勤務時間が極めて限られている場合を除く。）、

事故発生時等の緊急時において管理者自身が速やかに当該単独型・併設型指定認知症対応型通所介護事

業所に駆け付けることができない体制となっている場合などは、管理業務に支障があると考えられる。） 

（４）（１）及び（２）のいずれにも該当する場合 

（５）（２）及び（３）のいずれにも該当する場合 

４ 厚生労働大臣が定める研修（認知症対応型サービス事業管理者研修）を修了していること 
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従業員の員数等 

 

当該指定共用型指定認知症対応型通所介護事業の利用者の数と共用する下記の施設の利用者の数を合計し

た数について、共用する下記の施設の人員基準を満たすために必要な従業者を確保する必要がある。 

 

①指定認知症対応型共同生活介護の利用者  

②指定地域密着型介護老人福祉施設の入所者  

③指定地域密着型特定施設の入居者 

 

※この場合の利用者数の計算に当たっては、３時間以上４時間未満及び４時間以上５時間未満の報酬を算定し

ている利用者（２時間以上３時間未満の報酬を算定している利用者を含む。）については、利用者数に２分の１を

乗じて得た数とし、５時間以上６時間未満及び６時間以上７時間未満の報酬を算定している利用者については利

用者数に４分の３を乗じて得た数とし、７時間以上８時間未満及び８時間以上９時間未満の報酬を算定している

利用者については、利用者数に１を乗じて得た数として計算した全利用者の延べ数をもとに算出することとし、この計算

により得た数をもとに算定することとする。 
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Ⅳ 設備基準  
 

設備及び備品等 

 

１ 事業所 

認知症対応型通所介護を提供するための設備及び備品を備えた場所をいう。原則として一の建物につき、一の

事業所とするが、利用者の利便のため、利用者に身近な社会資源（既存施設）を活用して、事業所の従業者が

当該既存施設に出向いて認知症対応型通所介護を提供する場合については、これらを事業所の一部とみなして設

備基準を適用するものである。 
 

２ 食堂及び機能訓練室  

単独型・併設型指定認知症対応型通所介護事業所の食堂及び機能訓練室については、３平方メートルに利用

定員を乗じて得た面積以上とすることとされたが、単独型・併設型指定認知症対応型通所介護が原則として同時に

複数の利用者に対し介護を提供するものであることに鑑み、狭隘な部屋を多数設置することにより面積を確保すべき

ではないものである。ただし、単独型・併設型指定認知症対応型通所介護の単位をさらにグループ分けして効果的な

単独型・併設型指定認知症対応型通所介護の提供が期待される場合はこの限りではない。 
 

３ 消火設備その他の非常災害に際して必要な設備 

消火設備その他の非常災害に際して必要な設備とは、消防法その他の法令等に規定された設備を示しており、そ

れらの設備を確実に設置しなければならないものである。 
 

４ 設備に係る共用 

単独型・併設型指定認知症対応型通所介護事業所と指定居宅サービス事業所等を併設している場合に、利

用者へのサービス提供に支障がない場合は、設備基準上両方のサービスに規定があるもの（指定訪問介護事業所

の場合は事務室）は共用が可能である。ただし、単独型・併設型指定認知症対応型通所介護事業所の機能訓

練室等と、単独型・併設型指定認知症対応型通所介護事業所と併設の関係にある病院、診療所、介護老人保

健施設又は介護医療院における指定通所リハビリテーション等を行うためのスペースについて共用する場合にあって

は、以下の条件に適合することをもって、これらが同一の部屋等であっても差し支えないものとする。 

① 当該部屋等において、単独型・併設型指定認知症対応型通所介護事業所の機能訓練室等と指定通所リハ

ビリテーション等を行うためのスペースが明確に区分されていること。 

② 単独型・併設型指定認知症対応型通所介護事業所の機能訓練室等として使用される区分が、単独型・併

設型指定認知症対応型通所介護事業所の設備基準を満たし、かつ、指定通所リハビリテーション等を行うための

スペースとして使用される区分が、指定通所リハビリテーション事業所等の設備基準を満たすこと。 

また、玄関、廊下、階段、送迎車両など、基準上は規定がないが、設置されるものについても、利用者へのサービ

ス提供に支障がない場合は、共用が可能である。なお、設備を共用する場合、基準第 61 条により準用する基準第

33 条第２項において、指定認知症対応型通所介護事業者は、事業所において感染症が発生し、又はまん延しな

いように必要な措置を講じるよう努めなければならないと定めているところであるが、衛生管理等に一層努めること。 

 

 



20 

5   単独型・併設型指定認知症対応型通所介護事業所の設備を利用し、夜間及び深夜に単独型・併設型指定

認知症対応型通所介護以外のサービスを提供する場合 

単独型・併設型指定認知症対応型通所介護の提供以外の目的で、単独型・併設型指定認知症対応型通所

介護事業所の設備を利用し、夜間・深夜に単独型・併設型指定認知症対応型通所介護以外のサービス（以下

「宿泊サービス」という。）を提供する場合には、当該サービスの内容を当該サービスの提供開始前に当該単独型・

併設型指定認知症対応型通所介護事業者に係る指定を行った市町村長（以下「指定権者」という。）に届け出

る必要がある。また、単独型・併設型指定認知症対応型通所介護事業者は宿泊サービスの届出内容に係る介護

サービス情報を都道府県に報告し、都道府県は情報公表制度を活用し宿泊サービスの内容を公表することとする。 

単独型・併設型指定認知症対応型通所介護事業者は届け出た宿泊サービスの内容に変更がある場合は、変

更の事由が生じてから 10 日以内に指定権者に届け出るよう努めることとする。また、宿泊サービスを休止又は廃止

する場合は、その休止又は廃止の日の１月前までに指定権者に届け出るよう努めることとする。 

 

厚生労働省Ｑ＆Ａ 介護保険最新情報 vol.106 運営基準等に係るＱ＆Ａ 

（問） 

居宅サービス運営基準解釈通知で食堂や機能訓練室について狭隘な部屋を多数設置することで

面積を確保するべきではないが、指定通所介護の単位をさらにグループ分けして効果的な指定

通所介護の提供が期待される場合はこの限りでないとされている。 

 例えば、既存の建物を利用するため 1室では食堂及び機能訓練室の面積基準を満たさないが複

数の部屋の面積を合計すれば面積基準を満たすような場合に、通所介護の単位をいくつかにグ

ループ分けし、そのグループごとに職員がついて、マンツーマンに近い形での機能訓練等の実

施を計画している事業者については、「効果的な通所介護の提供」が実現できるとして指定し

て差し支えないと考えるが如何。 

（答） 貴見のとおり 

 

厚生労働省Ｑ＆Ａ 平成２７年度介護報酬改定に関する Q&A(Vol.1) 

（問） 
「消防設備その他の非常災害に際して必要な設備を設ける旨を規定する」とされているが、そ

の具体的内容如何。 

（答） 

1 「消防設備その他の非常災害に際して必要な設備」とは、消防法その他の法令等に規定され

た設備を示しており、それらの設備を確実に設置しなければならない。 

2 なお、認知症高齢者グループホーム等の消防設備に関しては、先般の火災事故を契機とし

て、現在消防庁において「認知症高齢者グループホーム等における防火安全対策検討会」 が

開催されているところであり、その結論に基づき、消防法に基づく規制について所要の改正が

行われる予定である。 
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Ⅴ 運営基準  

 

内容及び手続の説明 

 

１  サービスの提供開始に際し、あらかじめ、利用申込者又はその家族に対し、次の重要事項を記した文書を交付し

て説明を行い、当該提供の開始について利用申込者の同意を得なければならない。  

（１）運営規程の概要  

（２）認知症対応型通所介護従業者の勤務の体制  

（３）その他の利用申込者のサービスの選択に資すると認められる重要事項 

➢ その他の利用申込者のサービスの選択に資すると認められる重要事項とは  

事故発生時の対応、苦情処理の体制、提供するサービスの第三者評価の実施状況(実施の有無、実施し

た)評価機関の名称、評価結果の開示状況)等の利用申込者がサービスを選択するために必要な事項にな

ります。 わかりやすい説明書やパンフレット等の文書を交付して懇切丁寧に説明を行い、当該事業所

からサービス提供を受けることについて同意を得てください。 

 

 

提供拒否の禁止 

 

１  正当な理由なくサービスの提供を拒んではならない。 

（１）原則、利用申込に対しては応じなければならない特に、要介護度や所得の多寡を理由にサービス提供を拒否

することは禁止されている。 

（２）提供を拒むことができる「正当な理由がある場合」とは 

①当該事業所の現員からは利用申込に応じきれない場合 

②利用申込者の居住地が当該事業所の通常の事業の実施地域外である場合 

③その他利用申込者に対し自ら適切なサービスを提供することが困難な場合 

 
 

サービス提供困難時の対応 

 

正当な理由により適切なサービス提供が困難であると認めた場合は速やかに次の措置を講じなければならない。 

 

１ 利用申込者に係る指定居宅介護支援事業者への連絡 

 

２ 適当な他の認知症対応型通所介護等の紹介 

 

３ その他の必要な措置 
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受給資格等の確認 
 

１ 事業者は、サービスの提供を求められた場合は、その者の提示する被保険者証によって、被保険者資格、要介護

認定の有無及び要介護認定の有効期間を確かめるものとする。 

２ 事業者は、被保険者証に認定審査会意見が記載されているときは、当該認定審査会意見に配慮して、サービス

を提供するように努めなければならない。 

 

要介護認定の申請に係る援助 

 

 利用申込があった場合には、要介護・要支援認定の申請が既に行われているかどうかを確認し、申請が行われてい

ない場合は、利用申込者の意思を踏まえて、速やかに当該申請が行われるよう必要な援助を行わなければならない。 

指定居宅介護支援が利用者に対して行われていない等の場合であって必要と認めるときは、要介護・要支援認定の

更新の申請が遅くとも要介護・要支援認定の有効期間満了日の３０日前には行われるよう、必要な援助を行わなけ

ればならない。 

 

 

指定居宅介護支援事業者等との連携 

 

  サービス提供するに当たっては、指定居宅介護支援事業者その他保健医療サービス又は福祉サービスを提供する者

との密接な連携に努めなければならない。 

また、サービス提供の終了に際しては、利用者又はその家族に対して適切な指導を行うとともに、当該利用者に係る

指定居宅介護支援事業者に対する情報の提供及び保健医療サービス又は福祉サービスを提供する者との密接な連

携に努めなければならない。 

 

 

法定代理受領サービスの提供を受けるための援助 

 

 事業者は、サービス提供の開始に際し、利用申込者について居宅サービス計画の作成・届出がなされていないときなど

は、当該利用申込者又はその家族に対し、居宅サービス計画の作成を指定居宅介護支援事業者に依頼する旨を市

町村に対して届け出ること等により、サービスの提供を法定代理受領サービスとして受けることができる旨を説明すること、

指定居宅介護支援事業者に関する情報を提供することその他の法定代理受領サービスを行うために必要な援助を行

わなければならない。 

 

 

居宅サービス計画に沿ったサービスの提供 

 

事業者は、居宅サービス計画が作成されている場合は、当該居宅サービス計画に沿ったサービスを提供しなければな

らない。 
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居宅サービス計画等の変更の援助 

 

事業者は、利用者が居宅サービス計画の変更を希望する場合は、当該利用者に係る指定居宅介護支援事業者

への連絡その他の必要な援助を行わなければならない。 

 

➢ 留意事項 （定期巡回・随時対応型訪問介護看護は認知症対応型通所介護に読み替え） 

指定定期巡回・随時対応型訪問介護看護を法定代理受領サービスとして提供するためには当該指定定期

巡回・随時対応型訪問介護看護が居宅サービス計画に位置付けられている必要があることを踏まえ、指定

定期巡回・随時対応型訪問介護看護事業者は、利用者が居宅サービス計画の変更を希望する場合（利用者

の状態の変化等により追加的なサービスが必要となり、当該サービスを法定代理受領サービスとして行う

等のために居宅サービス計画の変更が必要となった場合で、指定定期巡回・随時対応型訪問介護看護事業

者からの当該変更の必要性の説明に対し利用者が同意する場合を含む。）は、当該利用者に係る指定居宅

介護支援事業者への連絡、サービスを追加する場合に当該サービスを法定代理受領サービスとして利用す

る場合には支給限度額の範囲内で居宅サービス計画を変更する必要がある旨の説明その他の必要な援助を

行わなければならないことを規定したものである。 

 
 

サービス提供の記録 

 

 指定認知症対応型通所介護を提供した際には、提供日、サービス内容、保険給付の額その他必要な事項を利用

者の居宅サービス計画の書面又はサービス利用票等に記載しなければならない。 

指定認知症対応型通所介護を提供した際には、提供した具体的なサービス内容、利用者の心身の状況その他必

要な事項を記録するとともに、利用者から申出があった場合には、文書の交付その他適切な方法により、その情報を利

用者に提供しなければならない。 

 

保険給付の請求のための証明書の交付   

 

 償還払いを選択している利用者から費用の支払い(10 割全額)を受けた場合は、提供したサービスの内容、費用の

額その他利用者が保険給付を保険者に対して請求する上で必要と認められる事項を記載したサービス提供証明書を

利用者に交付しなければならない。 

 
 

心身の状況等の把握 

 

 サービスの提供に当たっては、利用者に係る指定居宅介護支援事業者が開催するサービス担当者会議等を通じ

て、利用者の心身の状況、その置かれている環境、他の保健医療サービス又は福祉サービスの利用状況等の把握に努

めなければならない。
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利用料等の受領 

 

１ 指定認知症対応型通所介護事業者は、法定代理受領サービスに該当する指定認知症対応型通所介護を提

供した際には、その利用者から利用料の一部として、当該指定認知症対応型通所介護に係る認知症対応型通所

介護サービス費用基準額から当該指定認知症対応型通所介護事業者に支払われる地域密着型介護サービス費

の額を控除して得た額の支払を受けるものとする。 

 

2 指定認知症対応型通所介護事業者は、法定代理受領サービスに該当しない指定認知症対応型通所介護を提

供した際にその利用者から支払を受ける利用料の額と、指定認知症対応型通所介護に係る地域密着型介護サー

ビス費用基準額との間に、不合理な差額が生じないようにしなければならない。 

 

3 指定認知症対応型通所介護事業者は、前 2 項の支払を受ける額のほか、次に掲げる費用の額の支払を利用者

から受けることができる。 

(1) 利用者の選定により通常の事業の実施地域以外の地域に居住する利用者に対して行う送迎に要する費用 

(2) 指定認知症対応型通所介護に通常要する時間を超える指定認知症対応型通所介護であって利用者の選定

に係るものの提供に伴い必要となる費用の範囲内において、通常の指定認知症対応型通所介護に係る地域密

着型介護サービス費用基準額を超える費用 

(3) 食事の提供に要する費用 

(4) おむつ代 

(5) 前各号に掲げるもののほか、指定認知症対応型通所介護の提供において提供される便宜のうち、日常生活に

おいても通常必要となるものに係る費用であって、その利用者に負担させることが適当と認められる費用 

 

4  前項第 3 号に掲げる費用については、別に厚生労働大臣が定めるところによるものとする。 

 

5  指定認知症対応型通所介護事業者は、第 3 項の費用の額に係るサービスの提供に当たっては、あらかじめ、利

用者又はその家族に対し、当該サービスの内容及び費用について説明を行い、利用者の同意を得なければならな

い。 
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➢ 留意事項（定期巡回随時対応型訪問介護は認知症対応型通所介護に読み替える） 

 

(１) 利用料等の受領 

① 基準第３条の 19第１項は、指定定期巡回・随時対応型訪問介護看護事業者は、法定代理受領サ

ービスとして提供される指定定期巡回・随時対応型訪問介護看護についての利用者負担として、

地域密着型介護サービス費用基準額の１割、２割又は３割（法第 50条又は第 69条第５項の規定

の適用により保険給付の率が９割、８割又は７割でない場合については、それに応じた割合）の

支払を受けなければならないことを規定したものである。 

 

② 基準第３条の 19第２項は、利用者間の公平及び利用者の保護の観点から、法定代理受領サービ

スでない指定定期巡回・随時対応型訪問介護看護を提供した際に、その利用者から支払を受ける

利用料の額と、法定代理受領サービスである指定定期巡回・随時対応型訪問介護看護に係る費用

の額の間に、一方の管理経費の他方への転嫁等による不合理な差額を設けてはならないこととし

たものである。なお、そもそも介護保険給付の対象となる指定定期巡回・随時対応型訪問介護看

護のサービスと明確に区分されるサービスについては、次のような方法により別の料金設定をし

て差し支えない。 

 

イ 利用者に、当該事業が指定定期巡回・随時対応型訪問介護看護の事業とは別事業であり、当該

サービスが介護保険給付の対象とならないサービスであることを説明し、理解を得ること。 

ロ 当該事業の目的、運営方針、利用料等が、指定定期巡回・随時対応型訪問介護看護事業所の運

営規程とは別に定められていること。 

ハ 指定定期巡回・随時対応型訪問介護看護の事業の会計と区分していること。 

 

③ 基準第３条の 19第４項は、指定定期巡回・随時対応型訪問介護看護事業者は、前項の交通費の

支払を受けるに当たっては、あらかじめ、利用者又はその家族に対してその額等に関して説明を

行い、利用者の同意を得なければならないこととしたものである。 

④ 同条第３項は、指定地域密着型通所介護事業者は、指定地域密着型通所介護の提供に関して、 

 

イ 利用者の選定により通常の事業の実施地域以外の地域に居住する利用者に対して行う送迎に要

する費用 

ロ 指定地域密着型通所介護に通常要する時間を超える指定地域密着型通所介護であって利用者の

選定に係るものの提供に伴い必要となる費用の範囲内において、通常の指定地域密着型通所介護

に係る地域密着型介護サービス費用基準額を超える費用 

ハ 食事の提供に要する費用 

ニ おむつ代 

ホ 前各号に掲げるもののほか、指定地域密着型通所介護の提供において提供される便宜のうち、日

常生活においても通常必要となるものに係る費用であって、その利用者に負担させることが適当と

認められるものについては、前２項の利用料のほかに利用者から支払を受けることができることと

し、保険給付の対象となっているサービスと明確に区分されないあいまいな名目による費用の支払

を受けることは認めないこととしたものである。なお、ハの費用については、居住、滞在及び宿泊

並びに食事の提供に係る利用料等に関する指針（平成 17年厚生労働省告示第 419号。以下「指

針」という。）の定めるところによるものとし、ホの費用の具体的な範囲については、別に通知す

るところによるものとする。 
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認知症対応型通所介護の基本取扱方針 

 

１ 指定認知症対応型通所介護は、利用者の認知症の症状の進行の緩和に資するよう、その目標を設定し、計画

的に行われなければならない。 

 

２ 指定認知症対応型通所介護事業者(単独型・併設型指定認知症対応型通所介護事業者及び共用型指 

定認知症対応型通所介護事業者をいう。以下同じ。)は、自らその提供する指定認知症対応型通所介護の質の

評価を行い、常にその改善を図らなければならない 

 

 

認知症対応型通所介護の具体的取扱方針  

 

１ 指定認知症対応型通所介護は、利用者が住み慣れた地域での生活を継続することができるよう、地域住民との

交流や地域活動への参加を図りつつ、利用者の心身の状況を踏まえ、妥当適切に行うものとする。 

 

２ 指定認知症対応型通所介護は、利用者一人一人の人格を尊重し、利用者がそれぞれの役割を持って日常生活

を送ることができるよう配慮して行うものとする。 

 

３ 指定認知症対応型通所介護の提供に当たっては、認知症対応型通所介護計画に基づき、漫然かつ画一的にな

らないように、利用者の機能訓練及びその者が日常生活を営むことができるよう必要な援助を行うものとする。 

 

４ 認知症対応型通所介護従業者(第 61 条第 1 項又は第 64 条第 1 項の従業者をいう。以下同じ。)は、指定

認知症対応型通所介護の提供に当たっては、懇切丁寧に行うことを旨とし、利用者又はその家族に対し、サービスの

提供方法等について、理解しやすいように説明を行うものとする。 

 

５ 指定認知症対応型通所介護の提供に当たっては、当該利用者又は他の利用者等の生命又は身体を保護する

ため緊急やむを得ない場合を除き、身体的拘束等を行ってはならない。 

 

６ 前号の身体的拘束等を行う場合には、その態様及び時間、その際の利用者の心身の状況並びに緊急やむを得な

い理由を記録しなければならない。 

 

７ 指定認知症対応型通所介護の提供に当たっては、介護技術の進歩に対応し、適切な介護技術をもってサービス

の提供を行うものとする。 

 

８ 指定認知症対応型通所介護は、常に利用者の心身の状況を的確に把握しつつ、相談援助等の生活指導、機

能訓練その他必要なサービスを利用者の希望に添って適切に提供するものとする。 
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➢ 留意事項 

 

指定認知症対応型通所介護の基本取扱方針及び具体的取扱方針については、基準第 50条及び第 51条

の定めるところによるほか、次の点に留意するものとする。 

 

① 指定認知症対応型通所介護は、利用者の認知症の症状の進行の緩和に資するよう、個々の利用者に

応じて作成された認知症対応型通所介護計画に基づいて行われなければならない。ただし、その実施

方法においては、グループごとにサービス提供が行われることを妨げるものではないこと。 

 

② 利用者が日常生活を送る上で自らの役割を持つことにより、達成感や満足感を得、自信を回復する

などの効果が期待されるとともに、利用者にとって自らの日常生活の場であると実感できるよう必要

な援助を行わなければならないこと。 

 

③ 指定認知症対応型通所介護は、事業所内でサービスを提供することが原則であるが、次に掲げる条

件を満たす場合においては、事業所の屋外でサービスを提供することができるものであること。 

 

イ あらかじめ認知症対応型通所介護計画に位置付けられていること 

ロ 効果的な機能訓練等のサービスが提供できること 

 

④ 基準第 51条第４号で定める「サービスの提供方法等」とは、認知症対応型通所介護計画の目標及び

内容や利用日の行事及び日課等も含むものであること。 
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認知症対応型通所介護計画の作成  

 

１ 指定認知症対応型通所介護事業所の管理者は、利用者の心身の状況、希望及びその置かれている環境を踏ま

えて、機能訓練等の目標、当該目標を達成するための具体的なサービスの内容等を記載した認知症対応型通所

介護計画を作成しなければならない。 
 

2 認知症対応型通所介護計画は、既に居宅サービス計画が作成されている場合は、当該居宅サービス計画の内容

に沿って作成しなければならない。 
 

3 指定認知症対応型通所介護事業所の管理者は、認知症対応型通所介護計画の作成に当たっては、その内容に

ついて利用者又はその家族に対して説明し、利用者の同意を得なければならない。 
 

4 指定認知症対応型通所介護事業所の管理者は、認知症対応型通所介護計画を作成した際には、当該認知症

対応型通所介護計画を利用者に交付しなければならない。 

 

5 認知症対応型通所介護従業者は、それぞれの利用者について、認知症対応型通所介護計画に従ったサービスの

実施状況及び目標の達成状況の記録を行う。 
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➢ 留意事項 

 
(２) 認知症対応型通所介護計画の作成 
 

① 基準第 52条で定める認知症対応型通所介護計画については、認知症介護の提供に係る計画等の作

成に関し経験のある者や、認知症介護の提供について豊富な知識及び経験を有する者にそのとりま

とめを行わせるものとし、当該事業所に介護支援専門員の資格を有する者がいる場合は、その者に

当該計画のとりまとめを行わせることが望ましい。 

② 認知症対応型通所介護計画をとりまとめる者は、第３の五の２の(１)の③のヘに規定する研修

（認知症対応型共同生活介護の計画作成担当者が修了すべき研修）を修了していることが望ましい。 

③ 認知症対応型通所介護計画は、サービスの提供に関わる従業者が共同して個々の利用者ごとに作

成するものであること。 

④ 認知症対応型通所介護計画は、居宅サービス計画に沿って作成されなければならないこと。 

なお、認知症対応型通所介護計画を作成後に居宅サービス計画が作成された場合は、当該認知症対

応型通所介護計画が居宅サービス計画に沿ったものであるか確認し、必要に応じて変更するものと

する。 

⑤ 認知症対応型通所介護計画は利用者の心身の状況、希望及びその置かれている環境を踏まえて作

成されなければならないものであり、サービス内容等への利用者の意向の反映の機会を保障するた

め、指定認知症対応型通所介護事業所の管理者は、認知症対応型通所介護計画の作成に当たって

は、その内容等を説明した上で利用者の同意を得なければならず、また、当該認知症対応型通所介

護計画を利用者に交付しなければならない。なお、交付した認知症対応型通所介護計画は、基準第

60条第２項の規定に基づき、２年間保存しなければならない。 

⑥ 認知症対応型通所介護計画の目標及び内容については、利用者又は家族に説明を行うとともに、

その実施状況や評価についても説明を行うものとする。 

⑦ 指定居宅介護支援等の事業の人員及び運営に関する基準（平成 11年厚生省令第 38号）第 13条第

12号において、「介護支援専門員は、居宅サービス計画に位置付けた指定居宅サービス事業者等に

対して、指定居宅サービス等基準において位置付けられている計画の提出を求めるものとする」と

規定していることを踏まえ、居宅サービス計画に基づきサービスを提供している認知症対応型通所

介護事業者は、当該居宅サービス計画を作成している指定居宅介護支援事業者から認知症対応型通

所介護計画の提供の求めがあった際には、当該認知症対応型通所介護計画を提供することに協力す

るよう努めるものとする。 

 

管理者等の責務 

 

１ 指定認知症対応型通所介護事業所の管理者は、当該指定認知症対応型通所介護事業所の従業者の管理

及び指定認知症対応型通所介護の利用の申込みに係る調整、業務の実施状況の把握その他の管理を一元的に

行うものとする。 

2  指定認知症対応型通所介護事業所の管理者は、当該指定認知症対応型通所介護事業所の従業者にこの節

の規定を遵守させるため必要な指揮命令を行うものとする。 

 

➢ 留意事項（※認知症対応型通所介護に読み替え） 

(４) 管理者の責務 

基準第 28条は、指定地域密着型通所介護事業所の管理者の責務を、介護保険法の基本理念を踏まえた 

利用者本位のサービス提供を行うため、利用者へのサービス提供の場面等で生じる事象を適時かつ適切

に把握しながら、従業者及び業務の管理を一元的に行うとともに、従業者に基準の第２章の２第４節の

規定を遵守させるため必要な指揮命令を行うこととしたものである。 
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厚生労働省Ｑ＆Ａ 令和６年度介護報酬改定に関するＱ＆Ａ（Vol.１）（令和６年３月 15日） 

（問） 管理者に求められる具体的な役割は何か。 

（答） 

・「指定居宅サービス等及び指定介護予防サービス等に関する基準について」（平成 11 年９月 17 日

付け老企第 25 号）等の解釈通知においては、管理者の責務を、介護保険法の基本理念を踏まえた

利用者本位のサービス提供を行うため、現場で発生する事象を最前線で把握しながら、職員及び業

務の管理を一元的に行うとともに、職員に指定基準の規定を遵守させるために必要な指揮命令を行

うこととしている。 

 具体的には、「介護事業所・施設の管理者向けガイドライン」等を参考にされたい。 

≪参考≫ 

・「介護事業所・施設の管理者向けガイドライン」（抄）（令和元年度老人保健健康増進等事業「介

護事業所・施設における管理者業務のあり方とサービス提供マネジメントに関する調査研究」（一

般社団法人シルバーサービス振興会）） 

 第１章第２節管理者の役割 

 １．管理者の位置づけ及び役割の重要性 

 ２．利用者との関係 

 ３．介護にともなう民法上の責任関係 

 ４．事業所・施設の考える介護職員のキャリアイメージの共有 

 ５．理念やビジョン、組織の方針や事業計画・目標の明確化及び職員への周知 

 ６．事業計画と予算書の策定 

 ７．経営視点から見た事業展開と、業績向上に向けたマネジメント 

８．記録・報告や面談等を通じた介護職員同士、管理者との情報共有 
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運営規程 

 

指定認知症対応型通所介護事業者は、指定認知症対応型通所介護事業所ごとに、次に掲げる事業の運営につ

いての重要事項に関する規程を定めておかなければならない。 

 

１ 事業の目的及び運営の方針 

２ 従業者の職種、員数及び職務の内容 

３ 営業日及び営業時間 

４ 指定認知症対応型通所介護の利用定員 

５ 指定認知症対応型通所介護の内容及び利用料その他の費用の額 

６ 通常の事業の実施地域 

７ サービス利用に当たっての留意事項 

８ 緊急時等における対応方法 

９ 非常災害対策 

１０ 虐待の防止のための措置に関する事項 

１１ その他運営に関する重要事項 
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➢ 留意事項  

基準第 54条は、指定認知症対応型通所介護の事業の適正な運営及び利用者に対する適切な指定認知

症対応型通所介護の提供を確保するため、同条第１号から第 11号までに掲げる事項を内容とする規程

を定めることを指定認知症対応型通所介護事業所ごとに義務づけたものであるが、特に次の点に留意す

るものとする。 
 

① 営業日及び営業時間（第３号） 

指定認知症対応型通所介護の営業日及び営業時間を記載すること。 

なお、８時間以上９時間未満の認知症対応型通所介護の前後に連続して延長サービスを行う指定認知

症対応型通所介護事業所にあっては、基準第 42条にいう提供時間帯とは別に当該延長サービスを行う

時間を運営規程に明記すること。 

例えば、提供時間帯（８時間）の前に連続して１時間、後に連続して１時間、合計２時間の延長サー

ビスを行う指定認知症対応型通所介護事業所にあっては、当該指定認知症対応型通所介護事業所の営業

時間は 10時間であるが、運営規程には、提供時間帯８時間、延長サービスを行う時間２時間とそれぞ

れ記載するものとすること。 
 
② 指定認知症対応型通所介護の利用定員（第４号） 

利用定員とは、当該指定認知症対応型通所介護事業所において同時に指定認知症対応型通所介護の提

供を受けることができる利用者の数の上限をいうものであること。 
 
③ 指定認知症対応型通所介護の内容及び利用料その他の費用の額（第５号） 

「指定認知症対応型通所介護の内容」については、入浴、食事の有無等のサービスの内容を指すもの

であること。 
 
④ 通常の事業の実施地域（第６号）※認知症対応型通所介護に読み替え 

通常の事業の実施地域は、客観的にその区域が特定されるものとすること。なお、通常の事業の実施

地域は、利用申込に係る調整等の観点からの目安であり、当該地域を越えてサービスが行われることを

妨げるものではないものであること。また、通常の事業の実施地域については、事業者が任意に定める

ものであるが、指定地域密着型サービスである指定定期巡回・随時対応型訪問介護看護については、市

町村が定める日常生活圏域内は、少なくとも通常の事業の実施地域に含めることが適当であること。さ

らに、事業所所在地の市町村の同意を得て事業所所在地以外の他の市町村から指定を受けた場合には、

当該他の市町村の一部の日常生活圏域を事業の実施地域の範囲に加えることもあること 
 
⑤ サービス利用に当たっての留意事項（第７号） 

利用者が指定認知症対応型通所介護の提供を受ける際に、利用者側が留意すべき事項を指すものであ

ること。 
 

⑥ 非常災害対策（第９号）※認知症対応型通所介護に読み替え 

基準第 32条は、指定地域密着型通所介護事業者は、非常災害に際して必要な具体的計画の策定、関

係機関への通報及び連携体制の整備、避難、救出訓練の実施等の対策の万全を期さなければならないこ

ととしたものである。関係機関への通報及び連携体制の整備とは、火災等の災害時に、地域の消防機関

へ速やかに通報する体制をとるよう従業員に周知徹底するとともに、日頃から消防団や地域住民との連

携を図り、火災等の際に消火・避難等に協力してもらえるような体制作りを求めることとしたものであ

る。なお「非常災害に関する具体的計画」とは、消防法施行規則第３条に規定する消防計画（これに準

ずる計画を含む。）及び風水害、地震等の災害に対処するための計画をいう。この場合、消防計画の策

定及びこれに基づく消防業務の実施は、消防法第８条の規定により防火管理者を置くこととされている

指定地域密着型通所介護事業所にあってはその者に行わせるものとする。また、防火管理者を置かなく

てもよいこととされている指定地域密着型通所介護事業所においても、防火管理について責任者を定

め、その者に消防計画に準ずる計画の樹立等の業務を行わせるものとする。 

同条第２項は、指定地域密着型通所介護事業者が前項に規定する避難、救出その他の訓練の実施に当

たって、できるだけ地域住民の参加が得られるよう努めることとしたものであり、そのためには、地域

住民の代表者等により構成される運営推進会議を活用し、日頃から地域住民との密接な連携体制を確保

するなど、訓練の実施に協力を得られる体制づくりに努めることが必要である。訓練の実施に当たって

は、消防関係者の参加を促し、具体的な指示を仰ぐなど、より実効性のあるものとすること。 
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勤務体制の確保 

 

１ 指定認知症対応型通所介護事業者は、利用者に対し適切な指定認知症対応型通所介護を提供できるよう、

指定認知症対応型通所介護事業所ごとに従業者の勤務の体制を定めておかなければならない。 

 

２ 指定認知症対応型通所介護事業者は、指定認知症対応型通所介護事業所ごとに、当該指定認知症対応型

通所介護事業所の従業者によって指定認知症対応型通所介護を提供しなければならない。ただし、利用者の処遇

に直接影響を及ぼさない業務については、この限りでない。 

 

３ 指定認知症対応型通所介護事業者は、認知症対応型通所介護従業者の資質の向上のために、その研修の機

会を確保しなければならない。その際、当該指定認知症対応型通所介護事業者は、全ての認知症対応型通所介

護従業者(看護師、准看護師、介護福祉士、介護支援専門員、法第 8 条第 2 項に規定する政令で定める者等

の資格を有する者その他これに類する者を除く。)に対し、認知症介護に係る基礎的な研修を受講させるために必要

な措置を講じなければならない。 

 

4  指定認知症対応型通所介護事業者は、適切な指定認知症対応型通所介護の提供を確保する観点から、職

場において行われる性的な言動又は優越的な関係を背景とした言動であって業務上必要かつ相当な範囲を超えた

ものにより認知症対応型通所介護従業者の就業環境が害されることを防止するための方針の明確化等の必要な措

置を講じなければならない。 

 

➢ 留意事項（※認知症対応型通所介護に読み替え） 
 

(６) 勤務体制の確保等 

基準第 30条は、利用者に対する適切な指定地域密着型通所介護の提供を確保するため、職員の勤務
体制等について規定したものであるが、このほか次の点に留意するものとする。 

① 指定地域密着型通所介護事業所ごとに、原則として月ごとの勤務表を作成し、地域密着型通所介
護従業者の日々の勤務時間、常勤・非常勤の別、専従の生活相談員、看護職員、介護職員及び機能
訓練指導員の配置、管理者との兼務関係等を明確にすること。 

② 同条第２項は、原則として、当該指定地域密着型通所介護事業所の従業者たる地域密着型通所介
護従業者によって指定地域密着型通所介護を提供するべきであるが、調理、洗濯等の利用者の処遇
に直接影響を及ぼさない業務については、第三者への委託等を行うことを認めるものであること。 

③ 同条第３項前段は、当該指定地域密着型通所介護事業所の従業者の質の向上を図るため、研修機
関が実施する研修や当該事業所内の研修への参加の機会を計画的に確保することとしたものである
こと。また、同項後段は、介護サービス事業者に、介護に直接携わる職員のうち、医療・福祉関係
の資格を有さない者について、認知症介護基礎研修を受講させるために必要な措置を講じることを
義務づけることとしたものであり、これは、介護に関わる全ての者の認知症対応力を向上させ、認
知症についての理解の下、本人主体の介護を行い、認知症の人の尊厳の保障を実現していく観点か
ら実施するものであること。当該義務付けの対象とならない者は、各資格のカリキュラム等におい
て、認知症介護に関する基礎的な知識及び技術を習得している者とすることとし、具体的には、同
条第３項において規定されている看護師、准看護師、介護福祉士、介護支援専門員、実務者研修修
了者、介護職員初任者研修修了者、生活援助従事者研修修了者に加え、介護職員基礎研修課程又は
訪問介護員養成研修課程一級課程・二級課程修了者、社会福祉士、医師、歯科医師、薬剤師、理学
療法士、作業療法士、言語聴覚士、精神保健福祉士、管理栄養士、栄養士、あん摩マッサージ師、
はり師、きゅう師等とする。 
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➢ 留意事項Ⅱ 
 

④ 同条第５項は、雇用の分野における男女の均等な機会及び待遇の確保等に関する法律（昭和 47年法
律第 113号）第 11条第１項及び労働施策の総合的な推進並びに労働者の雇用の安定及び職業生活の充
実等に関する法律（昭和 41年法律第 132号）第 30条の２第１項の規定に基づき、事業主には、職場
におけるセクシュアルハラスメントやパワーハラスメント（以下「職場におけるハラスメント」とい
う。）の防止のための雇用管理上の措置を講じることが義務づけられていることを踏まえ、規定したも
のである。事業主が講ずべき措置の具体的内容及び事業主が講じることが望ましい取組については、
次のとおりとする。なお、セクシュアルハラスメントについては、上司や同僚に限らず、利用者やそ
の家族等から受けるものも含まれることに留意すること。 
 
イ 事業主が講ずべき措置の具体的内容事業主が講ずべき措置の具体的な内容は、事業主が職場にお
ける性的な言動に起因する問題に関して雇用管理上講ずべき措置等についての指針（平成 18年厚生
労働省告示第 615号）及び事業主が職場における優越的な関係を背景とした言動に起因する問題に
関して雇用管理上講ずべき措置等についての指針（令和２年厚生労働省告示第５号。以下「パワー
ハラスメント指針」という。）において規定されているとおりであるが、特に留意されたい内容は以
下のとおりである。 
 
ａ 事業主の方針等の明確化及びその周知・啓発 

職場におけるハラスメントの内容及び職場におけるハラスメントを行ってはならない旨の方針を
明確化し、従業者に周知・啓発すること。 

ｂ 相談（苦情を含む。以下同じ。）に応じ、適切に対応するために必要な体制の整備 
相談に対応する担当者をあらかじめ定めること等により、相談への対応のための窓口をあらかじ
め定め、労働者に周知すること。なお、パワーハラスメント防止のための事業主の方針の明確化
等の措置義務については、女性の職業生活における活躍の推進に関する法律等の一部を改正する
法律（令和元年法律第 24号）附則第３条の規定により読み替えられた労働施策の総合的な推進
並びに労働者の雇用の安定及び職業生活の充実等に関する法律第 30条の２第１項の規定によ
り、中小企業（医療・介護を含むサービス業を主たる事業とする事業主については資本金が 5000
万円以下又は常時使用する従業員の数が 100人以下の企業）は、令和４年４月１日から義務化と
なり、それまでの間は努力義務とされているが、適切な勤務体制の確保等の観点から、必要な措
置を講じるよう努められたい。 
 

ロ 事業主が講じることが望ましい取組について 
パワーハラスメント指針においては、顧客等からの著しい迷惑行為（カスタマーハラスメント）

の防止のために、事業主が雇用管理上の配慮として行うことが望ましい取組の例として、①相談に
応じ、適切に対応するために必要な体制の整備、②被害者への配慮のための取組（メンタルヘルス
不調への相談対応、行為者に対して１人で対応させない等）及び③被害防止のための取組（マニュ
アル作成や研修の実施等、業種・業態等の状況に応じた取組）が規定されている。介護現場では特
に、利用者又はその家族等からのカスタマーハラスメントの防止が求められていることから、イ
（事業主が講ずべき措置の具体的内容）の必要な措置を講じるにあたっては、「介護現場におけるハ
ラスメント対策マニュアル」、「（管理職・職員向け）研修のための手引き」等を参考にした取組を行
うことが望ましい。この際、上記マニュアルや手引きについては、以下の厚生労働省ホームページ
に掲載しているので参考にされたい。 
 

（ｈｔｔｐｓ：／／ｗｗｗ．ｍｈｌｗ．ｇｏ．ｊｐ／ｓｔｆ／ｎｅｗｐａｇｅ＿05120．ｈｔｍｌ） 
加えて、都道府県において、地域医療介護総合確保基金を活用した介護職員に対する悩み相談窓

口設置事業や介護事業所におけるハラスメント対策推進事業を実施している場合、事業主が行う各
種研修の費用等について助成等を行っていることから、事業主はこれらの活用も含め、介護事業所
におけるハラスメント対策を推進することが望ましい。 
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定員の遵守 
   

指定認知症対応型通所介護事業者は、利用定員を超えて指定認知症対応型通所介護の提供を行ってはなら

ない。ただし、災害その他のやむを得ない事情がある場合は、この限りでない。 

 

厚生労働省Ｑ＆Ａ 介護制度改革 information vol.78 平成 18年 4月改定関係 Q＆A(vol.1) 

（問） 
通所介護における定員遵守規定に、「ただし、災害その他のやむを得ない事情がある場合はこの限

りではない」との規定が加えられた趣旨如何。 

（答） 

従前より、災害等やむを得ない事情がある場合には、その都度、定員遵守規定にかかわらず、定

員超過しても減算の対象にしない旨の通知を発出し、弾力的な運用を認めてきたところである

が、これを入所系サービスと同様、そのような不測の事態に備え、あらかじめ、規定する趣旨で

ある。したがって、その運用に当たっては、真にやむを得ない事情であるか、その都度、各自治

体において、適切に判断されたい。 

 
 

利用者に関する市町村への通知 

 

認知症対応型通所介護を受けている利用者が次の各号のいずれかに該当する場合は、遅滞なく、意見を付してそ

の旨を市町村に通知しなければならない。 

１ 正当な理由なしに指定認知症対応型通所介護の利用に関する指示に従わないことにより、介護状態の程度を増

進させたと認められるとき。 

 

２ 偽りその他不正な行為によって保険給付を受け、又は受けようとしたとき。 

 
 

緊急時等の対応 

 

介護従業者は、現に指定認知症対応型通所介護の提供を行っているときに利用者に病状の急変が生じた場合そ

の他必要な場合は、速やかに主治の医師への連絡を行う等の必要な措置を講じなければならない。 

 

➢ 緊急時等の介護従業者の対応について 

サービス提供を行っているときに利用者に病状の急変が生じた場合その他必要な場合は、運営規程に定

められた緊急時の対応方法に基づき速やかに主治医への連絡を行う等の必要な措置を講じなければなら

ないこととしたものである。 
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業務継続計画の策定等 
 

１ 指定認知症対応型通所介護事業者は、感染症や非常災害の発生時において、利用者に対する指定認知症対

応型通所介護の提供を継続的に実施するための、及び非常時の体制で早期の業務再開を図るための計画(以下

「業務継続計画」という。)を策定し、当該業務継続計画に従い必要な措置を講じなければならない。 

 

2 指定認知症対応型通所介護事業者は、認知症対応型通所介護従業者に対し、業務継続計画について周知す

るとともに、必要な研修及び訓練を定期的に実施しなければならない。 

 

3 指定認知症対応型通所介護事業者は、定期的に業務継続計画の見直しを行い、必要に応じて業務継続計画

の変更を行うものとする。 

 

➢ 業務継続計画の記載項目 

各項目の記載内容については、「介護施設・事業所における感染症発生時の業務継続ガイドライン」、

「介護施設・事業所における自然災害発生時の業務継続ガイドライン」を参照されたい。また、想定さ

れる災害等は地域によって異なるものであることから、項目については実態に応じて設定すること。な

お、感染症及び災害の業務継続計画を一体的に策定することを妨げるものではない。さらに、感染症に

係る業務継続計画並びに感染症の予防及びまん延の防止のための指針については、それぞれに対応する

項目を適切に設定している場合には、一体的に策定することとして差し支えない。  

 

１ 感染症に係る業務継続計画  

（１）平時からの備え（体制構築・整備、感染症防止に向けた取組の実施、備蓄品の確保等）  

（２）初動対応  

（３）感染拡大防止体制の確立（保健所との連携、濃厚接触者への対応、関係者との情報共有等）  

２ 災害に係る業務継続計画  

（１）平常時の対応（建物・設備の安全対策、電気・水道等のライフラインが停止した場合の対策、 

必要品の備蓄等）  

（２）緊急時の対応（業務継続計画発動基準、対応体制等）  

（３）他施設及び地域との連携  

 

 

➢ 研修内容 

研修の内容は感染症及び災害に係る業務継続計画の具体的内容を職員間に共有するとともに、平常 

時の対応の必要性や、緊急時の対応にかかる理解の励行を行うものとする。職員教育を組織的に浸透さ

せていくために、定期的（年１回以上）な教育を開催するとともに、新規採用時には別に研修を実施す

ることが望ましい。また、研修の実施内容についても記録すること。なお、感染症の業務継続計画に係

る研修については、感染症の予防及びまん延の防止のための研修と一体的に実施することも差し支えな

い。  

 

➢ 訓練内容 

訓練（シミュレーション）においては、感染症や災害が発生した場合において迅速に行動できるよ 

う、業務継続計画に基づき、事業所内の役割分担の確認、感染症や災害が発生した場合に実践するケア

の演習等を定期的（年１回以上）に実施するものとする。なお、感染症の業務継続計画に係る訓練につ

いては、感染症の予防及びまん延の防止のための訓練と一体的に実施することも差し支えない。  

訓練の実施は、机上を含めその実施手法は問わないものの、机上及び実地で実施するものを適切に組み

合わせながら実施することが適切である。  
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非常災害対策  

 

１ 事業者は非常災害に関する具体的計画を立て、非常災害時の関係機関への通報及び連携体制を整備し、それ

らを定期的に従業者に周知するとともに、定期的に避難、救出その他必要な訓練を行わなければならない。 

 

２ 事業者は、１に規定する訓練の実施に当たって、地域住民の参加が得られるよう努めなければならない。 

 

➢ 関係機関への通報及び連携体制の整備とは  

火災等の災害時に、地域の消防機関へ速やかに通報する体制をとるよう従業員に周知徹底するととも

に、日頃から消防団や地域住民との連携を図り、火災等の際に消火・避難等に協力してもらえるような

体制作りが必要です。 

 

➢ 「非常災害に関する具体的計画」とは  

消防法施行規則第三条に規定する消防計画（これに準ずる計画を含む。）及び風水害、地震等の災害

に対処するための計画をいう。この場合、消防計画の策定及びこれに基づく消防業務の実施は、消防法

第八条の規定により防火管理者を置くこととされている事業所にあっては、その者が行ってください。  

また、防火管理者を置かなくてもよいこととされている指定小規模多機能型居宅介護事業所において

も、防火管理について責任者を定め、その者に消防計画に準ずる計画の樹立等の業務を行ってくださ

い。  

 

➢ 地域住民の参加  

地域住民の代表者等により構成される運営推進会議を活用し、日頃から地域住民との密接な連携体制

を確保するなど、訓練の実施に協力を得られる体制づくりに努めることが必要である。訓練の実施に当

たっては、消防関係者の参加を促し、具体的な指示を仰ぐなど、より実効性のあるものとすること。 
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衛生管理等  

 

１ 指定認知症対応型通所介護事業者は、利用者の利用する施設、食器その他の設備又は飲用に供する水につい

て、衛生的な管理に努め、又は衛生上必要な措置を講じなければならない。 

 

2 指定認知症対応型通所介護事業者は、当該指定認知症対応型通所介護事業所において感染症が発生し、又

はまん延しないように、次の各号に掲げる措置を講じなければならない。 

(1) 当該指定認知症対応型通所介護事業所における感染症の予防及びまん延の防止のための対策を検討する

委員会(テレビ電話装置等を活用して行うことができるものとする。)をおおむね 6 月に 1 回以上開催するとともに、

その結果について、認知症対応型通所介護介護従業者に周知徹底を図ること。 

(2) 当該指定認知症対応型通所介護事業所における感染症の予防及びまん延の防止のための指針を整備するこ

と。 

(3) 当該指定認知症対応型通所介護事業所において、認知症対応型通所介護従業者に対し、感染症の予防

及びまん延の防止のための研修及び訓練を定期的に実施すること。 

➢ 感染症の予防及びまん延の防止のための対策を検討する委員会  

感染症の予防及びまん延の防止のための対策を検討する委員会であり、感染対策の知識を有する者を

含む、幅広い職種により構成することが望ましく、特に、感染症対策の知識を有する者については外部

の者も含め積極的に参画を得ることが望ましい。構成メンバーの責任及び役割分担を明確にするととも

に、感染対策を担当する者を決めておくことが必要である。感染対策委員会は、利用者の状況など事業

所の状況に応じ、おおむね６月に１回以上、定期的に開催するとともに、感染症が流行する時期等を勘

案して必要に応じ随時開催する必要がある。なお、感染対策委員会は、他の会議体を設置している場

合、これと一体的に設置・運営することとして差し支えない。また、事業所に実施が求められるもので

あるが、他のサービス事業者との連携等により行うことも差し支えない。  

 

➢ 感染症の予防及びまん延の防止のための指針  

「感染症の予防及びまん延の防止のための指針」には、平常時の対策及び発生時の対応を規定する。  

平常時の対策としては、事業所内の衛生管理（環境の整備等）、ケアにかかる感染対策（手洗い、標準

的な予防策）等、発生時の対応としては、発生状況の把握、感染拡大の防止、医療機関や保健所、市町

村における事業所関係課等の関係機関との連携、行政等への報告等が想定される。また、発生時におけ

る事業所内の連絡体制や上記の関係機関への連絡体制を整備し、明記しておくことも必要である。  

なお、それぞれの項目の記載内容の例については、「介護現場における感染対策の手引き」を参照され

たい。  

 

➢ 感染症の予防及びまん延の防止のための研修及び訓練  

「感染症の予防及びまん延の防止のための研修」の内容は、感染対策の基礎的内容等の適切な知識を

普及・啓発するとともに、当該事業所における指針に基づいた衛生管理の徹底や衛生的なケアの励行を

行うものとする。職員教育を組織的に浸透させていくためには、当該事業所が定期的な教育（年１回以

上）を開催するとともに、新規採用時には感染対策研修を実施することが望ましい。また、研修の実施

内容についても記録することが必要である。なお、研修の実施は、厚生労働省「介護施設・事業所の職

員向け感染症対策力向上のための研修教材」等を活用するなど、事業所内で行うものでも差し支えな

く、当該事業所の実態に応じ行うこと。  

また、平時から、実際に感染症が発生した場合を想定し、発生時の対応について、訓練（シミュレーシ

ョン）を定期的（年１回以上）に行うことが必要である。訓練においては、感染症発生時において迅速

に行動できるよう、発生時の対応を定めた指針及び研修内容に基づき、事業所内の役割分担の確認や、

感染対策をした上でのケアの演習などを実施するものとする。訓練の実施は机上を含ものとすること。 
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掲示 

 

１ 事業者は事業所の見やすい場所に、運営規程の概要、従業者の勤務の体制その他の利用申込者のサービスの

選択に資すると認められる重要事項を掲示しなければならない。 

 

２ 事業者は、重要事項を記載した書面を事業所に備え付け、かつ、これをいつでも関係者に自由に閲覧させることに

より、前項の規定による掲示に代えることができる。 

 

３ 事業者は、原則として、重要事項をウェブサイトに掲載しなければならない。（※令和７年３月３１日までの間、

１年間の経過措置あり） 

➢ 留意事項 

ウェブサイトとは、法人のホームページ等又は介護サービス情報公表システムのことをいう。 

重要事項の掲示及びウェブサイトへの掲載を行うにあたり、次に掲げる点に留意する必要がある。 

・事業所の見やすい場所とは、重要事項を伝えるべき介護サービスの利用申込者、利用者又はその家族に

対して見やすい場所のことであること。 

・従業者の勤務体制については、職種ごと、常勤・非常勤ごと等の人数を掲示する趣旨であり、従業者の

氏名まで掲示することを求めるものではないこと。 

 

 

 

秘密保持等 

 

１ 事業所の従業者は正当な理由がなく、その業務上知り得た利用者又はその家族の秘密を漏らしてはならない。 
 

２ 事業者は、当該事業所の従業者であった者が、正当な理由がなく、その業務上知り得た利用者又はその家族の

秘密を漏らすことがないよう、必要な措置を講じなければならない。 
 

３ 事業者は、サービス担当者会議等において、利用者の個人情報を用いる場合は利用者の同意を、利用者の家族

の個人情報を用いる場合は当該家族の同意を、あらかじめ文書により得ておかなければならない。 

 

➢ 必要な措置とは 

具体的には、事業所の従業者が、従業者でなくなった後においてもこれらの秘密を保持すべき旨を、小規模多機

能型居宅介護従業者やその他の従業者との雇用時等に取り決め、例えば違約金についての定めを置くなどの措置を

講じてください。  

 

➢ サービス提供開始時に、個人情報を用いる場合の同意を利用者及び家族から得ること 

サービス担当者会議等において、課題分析情報等を通じて利用者の有する問題点や解決すべき課題等の個人

情報を、介護支援専門員や他のサービスの担当者と共有するためには、事業者は、あらかじめ、文書により利用者又

はその家族から同意を得る必要があります。 この同意は、サービス提供開始時に利用者及びその家族から包括的な

同意を得ておくことで足ります。  
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広告 

 

事業者は、指事業所について広告をする場合においては、その内容が虚偽又は誇大なものとしてはならない。 

 

居宅介護支援事業者に対する利益供与の禁止 

 

居宅介護支援の公正中立性を確保するために、事業者は、指定居宅介護支援事業者又はその従業者に対し、利

用者に特定の事業者によるサービスを利用させることの対償として、金品その他の財産上の利益を収受してはならない。 
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苦情処理 

 

１ 事業者は、提供した指定認知症対応型通所介護に係る利用者又はその家族からの苦情に迅速かつ適切に対応

するために、当該苦情を受け付けるための窓口を設置する等の必要な措置を講じなければならない。 

 

➢ 必要な措置とは 

必要な措置とは、具体的には、相談窓口、苦情処理の体制及び手順等当該事業所における苦情を処理するた

めに講ずる措置の概要について明らかにし、利用申込者又はその家族にサービスの内容を説明する文書に苦情に対

する対応の内容についても併せて記載するとともに、事業所に掲示し、かつ、ウェブサイトに掲載すること等である。 

 

２ 事業者は、苦情を受け付けた場合には、当該苦情の内容等を記録しなければならない。 

 

➢ 苦情の内容等の記録の保存期間は５年間 

利用者及びその家族からの苦情に対し、事業者が組織として迅速かつ適切に対応するため、当該苦情（事業者が

提供したサービスとは関係ないものを除く。）の受付日、その内容等を記録に残してください。 また、苦情がサービスの

質の向上を図る上での重要な情報であるとの認識に立ち、苦情の内容を踏まえ、サービスの質の向上に向けた取組を

行うことが必要です。 なお、苦情の内容等の記録は５年間保存してください。 

 

３ 事業者は、提供した指定認知症対応型通所介護に関し、法第 23 条の規定により市町村が行う文書その他の

物件の提出若しくは提示の求め又は当該市町村の職員からの質問若しくは照会に応じ、及び利用者又はその家族

からの苦情に関して市町村が行う調査に協力するとともに、市町村から指導又は助言を受けた場合においては、当該

指導又は助言に従って必要な改善を行わなければならない。  

 

４ 事業者は、市町村からの求めがあった場合には、苦情に上記３の改善の内容を当該市町村に報告しなければなら

ない。  

 

５ 事業者は、提供した指定認知症対応型通所介護に係る利用者又はその家族からの苦情に関して国民健康保険

団体連合会(国民健康保険法(昭和 33 年法律第 192 号)第 45 条第５項に規定する国民健康保険団体連合

会をいう。以下同じ。)が行う法第 176 条第１項第３号の調査に協力するとともに、国民健康保険団体連合会から

同号の指導又は助言を受けた場合においては、当該指導又は助言に従って必要な改善を行わなければならない。  

 

６ 事業者は、国民健康保険団体連合会からの求めがあった場合には、前項の改善の内容を当該国民健康保険団

体連合会に報告しなければならない。 
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地域との連携等  

 

１ 指定認知症対応型通所介護事業者は、指定認知症対応型通所介護の提供に当たっては、利用者、利用者の

家族、地域住民の代表者、指定認知症対応型通所介護事業所が所在する市の職員又は当該指定認知症対応

型通所介護事業所が所在する区域を管轄する地域包括支援センターの職員、認知症対応型通所介護について

知見を有する者等により構成される協議会(テレビ電話装置等を活用して行うことができるものとする。ただし、利用者

等が参加する場合にあっては、テレビ電話装置等の活用について当該利用者等の同意を得なければならない。)(以

下この項において「運営推進会議」という。)を設置し、おおむね 6 月に 1 回以上、運営推進会議に対し活動状況を

報告し、運営推進会議による評価を受けるとともに、運営推進会議から必要な要望、助言等を聴く機会を設けなけ

ればならない。 

 

2  指定認知症対応型通所介護事業者は、前項の報告、評価、要望、助言等についての記録を作成するとともに、

当該記録を公表しなければならない。 

 

3  指定認知症対応型通所介護事業者は、その事業の運営に当たっては、地域住民又はその自発的な活動等との

連携及び協力を行う等の地域との交流を図らなければならない。 

 

4  指定認知症対応型通所介護事業者は、その事業の運営に当たっては、提供した指定認知症対応型通所介護

に関する利用者からの苦情に関して、市等が派遣する者が相談及び援助を行う事業その他の市が実施する事業に

協力するよう努めなければならない。 

 

５ 指定認知症対応型通所介護事業者は、指定認知症対応型通所介護事業所の所在する建物と同一の建物に

居住する利用者に対して指定認知症対応型通所介護を提供する場合には、当該建物に居住する利用者以外の

者に対しても指定認知症対応型通所介護の提供を行うよう努めなければならない。 
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➢ (10) 地域との連携等（※地域密着型通所介護は認知症対応型通所介護に読み替え） 

 

①  基準第 34条第１項に定める運営推進会議は、指定地域密着型通所介護事業所が、利用者、市町村職

員、地域住民の代表者等に対し、提供しているサービス内容等を明らかにすることにより、事業所に

よる利用者の「抱え込み」を防止し、地域に開かれたサービスとすることで、サービスの質の確保を

図ることを目的として設置するものであり、各事業所が自ら設置すべきものである。この運営推進会

議は、事業所の指定申請時には、既に設置されているか、確実な設置が見込まれることが必要となる

ものである。また、地域の住民の代表者とは、町内会役員、民生委員、老人クラブの代表等が考えら

れる。運営推進会議は、テレビ電話装置等を活用して行うことができるものとする。ただし、利用者

又はその家族（以下この①において「利用者等」という。）が参加する場合にあっては、テレビ電話装

置等の活用について当該利用者等の同意を得なければならない。なお、テレビ電話装置等の活用に当

たっては、個人情報保護委員会・厚生労働省「医療・介護関係事業者における個人情報の適切な取扱

いのためのガイダンス」、厚生労働省「医療情報システムの安全管理に関するガイドライン」等を遵守

すること。なお、指定地域密着型通所介護事業所と他の地域密着型サービス事業所を併設している場

合においては、１つの運営推進会議において、両事業所の評価等を行うことで差し支えない。また、

運営推進会議の効率化や、事業所間のネットワーク形成の促進等の観点から、次に掲げる条件を満た

す場合においては、複数の事業所の運営推進会議を合同で開催して差し支えない。 

 

イ 利用者等については匿名とするなど、個人情報・プライバシーを保護すること。 

ロ 同一の日常生活圏域内に所在する事業所であること。ただし、事業所間のネットワーク形成の 

促進が図られる範囲で、地域の実情に合わせて、市町村区域の単位等内に所在する事業所であって 

も差し支えないこと。 

 

②  運営推進会議における報告等の記録は、基準第 36条第２項の規定に基づき、２年間保存しなければ

ならない。 

 

③  基準第 34条第３項は、指定地域密着型通所介護の事業が地域に開かれた事業として行われるよう、

指定地域密着型通所介護事業者は、地域の住民やボランティア団体等との連携及び協力を行う等の地

域との交流に努めなければならないこととしたものである。 

 

④ 基準第３条の 37第３項は、基準第３条第２項の趣旨に基づき、介護サービス相談員を派遣する事業

を積極的に受け入れる等、市町村との密接な連携に努めることを規定したものである。なお、「市町村

が実施する事業」には、介護サービス相談員派遣事業のほか、広く市町村が老人クラブ、婦人会その他

の非営利団体や住民の協力を得て行う事業が含まれるものである。 

 

⑤  同条第４項は、高齢者向け集合住宅等と同一の建物に所在する指定地域密着型通所介護事業所が当

該高齢者向け集合住宅等に居住する要介護者に指定地域密着型通所介護を提供する場合、当該高齢者

向け集合住宅等に居住する要介護者のみを対象としたサービス提供が行われないよう、第３条の８の

正当な理由がある場合を除き、地域包括ケア推進の観点から地域の要介護者にもサービス提供を行わ

なければならないことを定めたものである。なお、こうした趣旨を踏まえ、地域の実情に応じて市町

村が条例等を定める場合や、地域密着型サービス運営委員会等の意見を踏まえて指定の際に条件を付

す場合において、例えば、当該事業所の利用者のうち、一定割合以上を当該集合住宅以外の利用者と

するよう努める、あるいはしなければならない等の規定を設けることは差し支えないものである。こ

の際、自立支援や重度化防止等につながるようなサービス提供がなされているか等、サービスの質が

担保されているかが重要であることに留意すること。 
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厚生労働省Ｑ＆Ａ 
介護制度改革 information vol.127 事務連絡 介護老人福祉施設及び地域密着型

サービスに関する Q&A 

（問） 

運営推進会議の構成員について、「利用者、利用者の家族、地域の代表者、市町村の職員又は地域

包括支援センターの職員、小規模多機能型居宅介護について知見を有する社等」とあるが、これら

の者は必ず構成員とする必要があるのか。 

また、同一人が「利用者の家族」と「地域の代表者(町内会役員等）」、「地域住民の代表者(民生委

員等）」と「知見を有する者」などを兼ねることは可能か。 

（答） 

1 運営推進会議は、各地域密着型サービス事業所が、利用者、市町村職員、地域の代表者等に対

し、提供しているサービス内容等を明らかにすることにより､事業所による利用者の｢抱え込み｣を

防止するとともに、地域との連携が確保され、かつ地域に開かれたサービスとすることで、サービ

スの質の確保を図ることを目的として設置するものであり､原則として、上記の者を構成員とする

必要がある。 

2 「利用者の家族」については､利用者の家族として事業運営を評価し、必要な要望等を行うもの

であり､利用者の声を代弁するといった役割もあるため、他の構成員とは立揚が異なることから、

兼務することは想定していないが、「地域住民の代表者」と「知見を有する者」との兼務は あり

得ると考えられる。 
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事故発生時の対応 

 

１ 事業者は、利用者に対する指定認知症対応型通所介護の提供により事故が発生した場合は、市町村、当該利

用者の家族、当該利用者に係る指定居宅介護支援事業者等に連絡を行うとともに、必要な措置を講じなければな

らない。 

 

２ 事業者は、事故の状況及び事故に際して採った処置について記録しなければならない。 

 

３ 事業者は、利用者に対する指定認知症対応型通所介護の提供により賠償すべき事故が発生した場合は、損害

賠償を速やかに行わなければならない。  

 

４ 事業者は指定認知症対応型通所介護以外のサービスの提供により事故が発生した場合は、上記１，２の規定

に準じた必要な措置を講じなければならない。  

 

➢ (11) 事故発生時の対応（※地域密着型通所介護は認知症対応型通所介護に読み替え） 

 

基準第 35条は、利用者が安心して指定地域密着型通所介護の提供を受けられるよう、事故発生時の

速やかな対応を規定したものである。指定地域密着型通所介護事業者は、利用者に対する指定地域密着

型通所介護の提供により事故が発生した場合は、市町村、当該利用者の家族、当該利用者に係る居宅介

護支援事業者等に対して連絡を行う等の必要な措置を講じるべきこととするとともに、当該事故の状況

及び事故に際して採った処置について記録しなければならないこととしたものである。 

また、利用者に対する指定地域密着型通所介護の提供により賠償すべき事故が発生した場合は、損害

賠償を速やかに行わなければならないこととしたものである。 

なお、基準第 36条第２項の規定に基づき、事故の状況及び事故に際して採った処置についての記録

は、２年間（伊勢原市は５年間）保存しなければならない。 

 

このほか、以下の点に留意するものとする。 

 

① 利用者に対する指定地域密着型通所介護の提供により事故が発生した場合の対応方法については、

あらかじめ指定地域密着型通所介護事業者が定めておくことが望ましいこと。 

 

② 指定地域密着型通所介護事業者は、賠償すべき事態において速やかに賠償を行うため、損害賠償保

険に加入しておくか、又は賠償資力を有することが望ましいこと。 

 

③ 指定地域密着型通所介護事業者は、事故が発生した際にはその原因を解明し、再発生を防ぐための

対策を講じること。なお、夜間及び深夜に指定地域密着型通所介護以外のサービスの提供により事故

が発生した場合は、以上を踏まえた同様の対応を行うこととする。 
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虐待の防止 

 

事業者は、虐待の発生又はその再発を防止するため、次の各号に掲げる措置を講じなければならない。 

 

１ 事業所における虐待の防止のための対策を検討する委員会（テレビ電話装置等を活用して行うことができるものと

する。）を定期的に開催するとともに、その結果について、従業者に周知徹底を図ること。 

 

２ 事業所における虐待の防止のための指針を整備すること。 

 

３ 従業者に対し虐待の防止のための研修を定期的に実施すること。 

 

４ 前三号に掲げる措置を適切に実施するための担当者を置くこと。 

 

➢ 虐待防止に関する措置 

虐待は、法の目的の一つである高齢者の尊厳の保持や、高齢者の人格の尊重に深刻な影響を及ぼす可能 

性が極めて高く、事業者は虐待の防止のために必要な措置を講じなければならない。虐待を未然に防止する

ための対策及び発生した場合の対応等については、「高齢者虐待の防止、高齢者の養護者に対する支援等に

関する法律」（平成 17年法律第 124号。以下「高齢者虐待防止法」という。）に規定されているところであ

り、その実効性を高め、利用者の尊厳の保持・人格の尊重が達成されるよう、次に掲げる観点から虐待の防

止に関する措置を講じるものとする。 

 

１ 虐待の未然防止 

事業者は高齢者の尊厳保持・人格尊重に対する配慮を常に心がけながらサービス提供にあたる必要があ

り、第３条の一般原則に位置付けられているとおり、研修等を通じて、従業者にそれらに関する理解を促

す必要がある。同様に、従業者が高齢者虐待防止法等に規定する養介護事業の従業者としての責務・適切

な対応等を正しく理解していることも重要である。 

 

２ 虐待等の早期発見 

事業所の従業者は、虐待等又はセルフ・ネグレクト等の虐待に準ずる事案を発見しやすい立場にあるこ

とから、これらを早期に発見できるよう、必要な措置（虐待等に対する相談体制、市町村の通報窓口の周

知等）がとられていることが望ましい。また、利用者及びその家族からの虐待等に係る相談、利用者から

市町村への虐待の届出について、適切な対応をすること。 

 

３ 虐待等への迅速かつ適切な対応 

虐待が発生した場合には、速やかに市町村の窓口に通報される必要があり、事業者は当該通報の手続が

迅速かつ適切に行われ、市町村等が行う虐待等に対する調査等に協力するよう努めることとする。 
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➢ 虐待等の防止・早期発見に加え、虐待等が発生した場合はその再発を確実に防止するために次に掲げる   
事項を実施するものとする。 

 
１ 虐待の防止のための対策を検討する委員会（第１号） 
「虐待の防止のための対策を検討する委員会」（以下「虐待防止検討委員会」という。）は、虐待等の発生の
防止・早期発見に加え、虐待等が発生した場合はその再発を確実に防止するための対策を検討する委員会
であり、管理者を含む幅広い職種で構成する。構成メンバーの責務及び役割分担を明確にするとともに、
定期的に開催することが必要である。また、事業所外の虐待防止の専門家を委員として積極的に活用する
ことが望ましい。一方、虐待等の事案については、虐待等に係る諸般の事情が、複雑かつ機微なものであ
ることが想定されるため、その性質上、一概に従業者に共有されるべき情報であるとは限られず、個別の
状況に応じて慎重に対応することが重要である。なお、虐待防止検討委員会は、他の会議体を設置してい
る場合、これと一体的に設置・運営することとして差し支えない。また、事業所に実施が求められるもの
であるが、他のサービス事業者との連携により行うことも差し支えない。また、虐待防止検討委員会は、
テレビ電話装置等を活用して行うことができるものとする。この際、個人情報保護委員会・厚生労働省
「医療・介護関係事業者における個人情報の適切な取扱いのためのガイダンス」、厚生労働省「医療情報シ
ステムの安全管理に関するガイドライン」等を遵守すること。虐待防止検討委員会は、具体的には、次の
ような事項について検討することとする。その際、そこで得た結果（事業所における虐待に対する体制、
虐待等の再発防止策等）は、従業者に周知徹底を図る必要がある。 

 
（１）虐待防止検討委員会その他事業所内の組織に関すること 
（２）虐待の防止のための指針の整備に関すること 
（３）虐待の防止のための職員研修の内容に関すること 
（４）虐待等について、従業者が相談・報告できる体制整備に関すること 
（５）従業者が虐待等を把握した場合に市への通報が迅速かつ適切に行われるための方法に関すること 
（６）虐待等が発生した場合、その発生原因等の分析から得られる再発の確実な防止策に関すること 
（７）前号の再発の防止策を講じた際に、その効果についての評価に関すること 
 
２ 虐待の防止のための指針（第２号） 

事業者が整備する「虐待の防止のための指針」には、次のような項目を盛り込むこととする。 
 
（１）事業所における虐待の防止に関する基本的考え方 
（２）虐待防止検討委員会その他事業所内の組織に関する事項 
（３）虐待の防止のための職員研修に関する基本方針 
（４）虐待等が発生した場合の対応方法に関する基本方針 
（５）虐待等が発生した場合の相談・報告体制に関する事項 
（６）成年後見制度の利用支援に関する事項 
（７）虐待等に係る苦情解決方法に関する事項 
（８）利用者等に対する当該指針の閲覧に関する事項 
（９）その他虐待の防止の推進のために必要な事項 
 
３ 虐待の防止のための従業者に対する研修（第３号） 

従業者に対する虐待の防止のための研修の内容としては、虐待等の防止に関する基礎的内容等の適切な
知識を普及・啓発するものであるとともに、事業所における指針に基づき、虐待の防止の徹底を行うもの
とする。職員教育を組織的に徹底させていくためには、事業者が指針に基づいた研修プログラムを作成
し、定期的な研修（年１回以上）を実施するとともに、新規採用時には必ず虐待の防止のための研修を実
施することが重要である。また、研修の実施内容についても記録することが必要である。研修の実施は、
事業所内での研修で差し支えない。 

 
４ 虐待の防止に関する措置を適切に実施するための担当者（第４号） 

虐待を防止するための体制として、１から３までに掲げる措置を適切に実施するため、担当者を置くこ
とが必要である。当該担当者としては、虐待防止検討委員会の責任者と同一の従業者が務めることが望ま
しい。なお、同一事業所内での複数担当の兼務（※）や他の事業所・施設等との担当の兼務については、
担当者としての職務に支障がなければ差し支えない。ただし、日常的に兼務先の各事業所内の業務に従事
しており、利用者や事業所の状況を適切に把握している者など、各担当者としての職務を遂行する上で支
障がないと考えられる者を選任すること。 

 
（※）身体的拘束等適正化担当者、褥瘡予防対策担当者（看護師が望ましい。）、感染対策担当者（看護師が

望ましい。）、事故の発生又はその再発を防止するための措置を適切に実施するための担当者、虐待の発
生又はその再発を防止するための措置を適切に実施するための担当者 
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会計の区分 

 

事業者は、事業所ごとに経理を区分するとともに、指定認知症対応型通所介護の事業の会計とその他の事業の会

計を区分しなければならない。 

➢ 具体的な会計処理の方法等次の通知をご参照ください。  
○介護保険の給付対象事業における会計の区分について(平成 13年３月 28日 老振発第 18号) 
○介護保険・高齢者保健福祉事業に係る社会福祉法人会計基準の取扱いについて 

(平成 24年３月 29日 老高発 0329第１号)  
○指定介護老人福祉施設等に係る会計処理等の取扱いについて(平成 12年３月 10日 老計第８号) 

 

記録の整備 

 

１ 指定認知症対応型通所介護事業者は、従業者、設備、備品及び会計に関する諸記録を整備しておかなければ

ならない。 

 

2  指定認知症対応型通所介護事業者は、利用者に対する指定認知症対応型通所介護の提供に関する次に掲げ

る記録を整備し、その完結の日から 5 年間保存しなければならない。 

 

(1) 認知症対応型通所介護計画 

(2) 提供した具体的なサービスの内容等の記録 

(3) 身体的拘束等の態様及び時間、その際の利用者の心身の状況並びに緊急やむを得ない理由の記録 

(4)  利用者の不正行為等に係る市への通知の記録 

(5) 苦情の内容等の記録 

(6) 事故の状況及び事故に際して採った処置についての記録 

(7)  運営推進会議における報告、評価、要望、助言等の記録 

 

➢ 留意事項 

「その完結の日」とは、個々の利用者につき、契約の終了（契約の解約・解除、他の施設への入所、利

用者の死亡、利用者の自立を含む。）により一連のサービス提供が終了した日をとし、運営推進会議の記

録については、運営推進会議を開催し、同条第２項に規定する報告、評価、要望、助言等の記録を公表

した日とする。 
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電磁的記録等 

 

１ 事業者及びサービスの提供に当たる者は、作成、保存その他これらに類するもののうち、条例の規定において書面

（書面、書類、文書、謄本、抄本、正本、副本、複本その他文字、図形等人の知覚によって認識することができる

情報が記載された紙その他の有体物をいう。以下この条において同じ。）で行うことが規定されている又は想定される

ものについては、書面に代えて、当該書面に係る電磁的記録により行うことができる。 

 

２ 指定地域密着型サービス事業者及び指定地域密着型サービスの提供に当たる者は、交付、説明、同意、承諾、

締結その他これらに類するもの（以下「交付等」という。）のうち、条例の規定において書面で行うことが規定されてい

る又は想定されるものについては、当該交付等の相手方の承諾を得て、書面に代えて、電磁的方法（電子的方

法、磁気的方法その他人の知覚によって認識することができない方法をいう。）によることができる。 
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➢ 電磁的記録について 

事業者の書面の保存等に係る負担の軽減を図るため、条例で規定する書面（被保険者証に関するもの

を除く。）の作成、保存等を次に掲げる電磁的記録により行うことができることとしている。 

(１)電磁的記録による作成は、事業者等の使用に係る電子計算機に備えられたファイルに記録する方 

法または磁気ディスク等をもって調製する方法によること。 

(２)電磁的記録による保存は、以下のいずれかの方法によること。 

①作成された電磁的記録を事業者等の使用に係る電子計算機に備えられたファイル又は磁気ディス

ク等をもって調製するファイルにより保存する方法 

②書面に記載されている事項をスキャナ等により読み取ってできた電磁的記録を事業者等の使用に

係る電子計算機に備えられたファイル又は磁気ディスク等をもって調製するファイルにより保存

する方法 

(３)その他、条例第 203条第 1項及び予防基準第 91条第１項において電磁的記録により行うことがで 

きるとされているものは、(１)及び(２)に準じた方法によること。 

(４)また、電磁的記録により行う場合は、個人情報保護委員会・厚生労働省「医療・介護関係事業者 

における個人情報の適切な取扱いのためのガイダンス」、厚生労働省「医療情報システムの安全管理 

に関するガイドライン」等を遵守すること。 

 
➢ 電磁的方法について 

条例第 203条第 2項及び予防基準第 91条第２項は、利用者及びその家族等（以下「利用者等」とい

う。）の利便性向上並びに事業者等の業務負担軽減等の観点から、事業者等は、書面で行うことが規定さ

れている又は想定される交付等（交付、説明、同意、承諾、締結その他これに類するものをいう。）につ

いて、事前に利用者等の承諾を得た上で、次に掲げる電磁的方法によることができることとしたもので

ある。 

(１) 電磁的方法による交付は、条例第 9条第 2項から第 6項まで及び予防条例第 11条第 2項から第

6項までの規定に準じた方法によること。 

(２) 電磁的方法による同意は、例えば電子メールにより利用者等が同意の意思表示をした場合等が

考えられること。なお、「押印についてのＱ＆Ａ（令和２年６月 19日内閣府・法務省・経済産業

省）」を参考にすること。 

(３) 電磁的方法による締結は、利用者等・事業者等の間の契約関係を明確にする観点から、書面に

おける署名又は記名・押印に代えて、電子署名を活用することが望ましいこと。なお、「押印につ

いてのＱ＆Ａ（令和２年６月 19日内閣府・法務省・経済産業省）」を参考にすること。 

(４) その他、条例第 203条第 2項及び予防基準第 91条第２項において電磁的方法によることができ

るとされているものは、(１)から(３)までに準じた方法によること。ただし、基準若しくは予防

基準又はこの通知の規定により電磁的方法の定めがあるものについては、当該定めに従うこと。 

(５) また、電磁的方法による場合は、個人情報保護委員会・厚生労働省「医療・介護関係事業者に

おける個人情報の適切な取扱いのためのガイダンス」、厚生労働省「医療情報システムの安全管理

に関するガイドライン」等を遵守すること。 
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Ⅵ  認知症対応型通所介護の介護報酬 

 

基本報酬  

 

１ 伊勢原市の地域区分（５級地）  
１０．５５円（１単位の単価）  
 

２ 認知症対応型通所介護の基本報酬  

（１）単独型 

介護度 
所要時間３時間以上４時間 

未満の場合 

所要時間４時間以上５時間 

未満の場合 

所要時間５時間以上６時間 

未満の場合 

要支援１ ４７５単位／回 ４９７単位／回 ７４１単位／回 

要支援２ ５２６単位／回 ５５１単位／回 ８２８単位／回 

要介護１ ５４３単位／回 ５６９単位／回 ８５８単位／回 

要介護２ ５９７単位／回 ６２６単位／回 ９５０単位／回 

要介護３ ６５３単位／回 ６８４単位／回 １０４０単位／回 

要介護４ ７０８単位／回 ７４１単位／回 １１３２単位／回 

要介護５ ７６２単位／回 ７９９単位／回 １２２５単位／回 

介護度 
所要時間６時間以上７時間 

未満の場合 

所要時間７時間以上８時間 

未満の場合 

所要時間８時間以上９時間 

未満の場合 

要支援１ ７６０単位／回 ８６１単位／回 ８８８単位／回 

要支援２ ８５１単位／回 ９６１単位／回 ９９１単位／回 

要介護１ ８８０単位／回 ９９４単位／回 １０２６単位／回 

要介護２ ９７４単位／回 １１０２単位／回 １１３７単位／回 

要介護３ １０６６単位／回 １２１０単位／回 １２４８単位／回 

要介護４ １１６１単位／回 １３１９単位／回 １３６２単位／回 

要介護５ １２５６単位／回 １４２７単位／回 １４７２単位／回 
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（２）併設型 

介護度 
所要時間３時間以上４時間 

未満の場合 

所要時間４時間以上５時間 

未満の場合 

所要時間５時間以上６時間 

未満の場合 

要支援１ ４２９単位／回 ４４９単位／回 ６６７単位／回 

要支援２ ４７６単位／回 ４９８単位／回 ７４３単位／回 

要介護１ ４９１単位／回 ５１５単位／回 ７７１単位／回 

要介護２ ５４１単位／回 ５６６単位／回 ８５４単位／回 

要介護３ ５８９単位／回 ６１８単位／回 ９３６単位／回 

要介護４ ６３９単位／回 ６６９単位／回 １０１６単位／回 

要介護５ ６８８単位／回 ７２０単位／回 １０９９単位／回 

介護度 
所要時間６時間以上７時間 

未満の場合 

所要時間７時間以上８時間 

未満の場合 

所要時間８時間以上９時間 

未満の場合 

要支援１ ６８４単位／回 ７７３単位／回 ７９８単位／回 

要支援２ ７６２単位／回 ８６４単位／回 ８９１単位／回 

要介護１ ７９０単位／回 ８９４単位／回 ９２２単位／回 

要介護２ ８７６単位／回 ９８９単位／回 １０２０単位／回 

要介護３ ９６０単位／回 １０８６単位／回 １１２０単位／回 

要介護４ １０４２単位／回 １１８３単位／回 １２２１単位／回 

要介護５ １１２７単位／回 １２７８単位／回 １３２１単位／回 
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（３）共用型 

介護度 
所要時間３時間以上４時間 

未満の場合 

所要時間４時間以上５時間 

未満の場合 

所要時間５時間以上６時

間未満の場合 

要支援１ ２４８単位／回 ２６０単位／回 ４１３単位／回 

要支援２ ２６２単位／回 ２７４単位／回 ４３６単位／回 

要介護１ ２６７単位／回 ２７９単位／回 ４４５単位／回 

要介護２ ２７７単位／回 ２９０単位／回 ４６０単位／回 

要介護３ ２８６単位／回 ２９９単位／回 ４７７単位／回 

要介護４ ２９５単位／回 ３０９単位／回 ４９３単位／回 

要介護５ ３０５単位／回 ３１９単位／回 ５１０単位／回 

介護度 
所要時間６時間以上７時間 

未満の場合 

所要時間７時間以上８時間 

未満の場合 

所要時間８時間以上９時

間未満の場合 

要支援１ ４２４単位／回 ４８４単位／回 ５００単位／回 

要支援２ ４４７単位／回 ５１３単位／回 ５２９単位／回 

要介護１ ４５７単位／回 ５２３単位／回 ５４０単位／回 

要介護２ ４７２単位／回 ５４２単位／回 ５５９単位／回 

要介護３ ４８９単位／回 ５６０単位／回 ５７８単位／回 

要介護４ ５０６単位／回 ５７８単位／回 ５９７単位／回 

要介護５ ５２２単位／回 ５９８単位／回 ６１８単位／回 
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➢ 所要時間による区分の取扱い（地域密着型通所介護は認知症対応型通所介護に読み替え） 

 

所要時間による区分については、現に要した時間ではなく、地域密着型通所介護計画に位置付けられた

内容の地域密着型通所介護を行うための標準的な時間によることとされたところであり、単に、当日のサ

ービス進行状況や利用者の家族の出迎え等の都合で、当該利用者が通常の時間を超えて事業所にいる場合

は、地域密着型通所介護のサービスが提供されているとは認められないものであること。したがって、こ

の場合は当初計画に位置付けられた所要時間に応じた所定単位数が算定されるものであること（このよう

な家族等の出迎え等までの間の「預かり」サービスについては、利用者から別途利用料を徴収して差し支

えない。）。また、ここでいう地域密着型通所介護を行うのに要する時間には、送迎に要する時間は含まれ

ないものであるが、送迎時に実施した居宅内での介助等（着替え、ベッド・車椅子への移乗、戸締まり

等）に要する時間は、次のいずれの要件も満たす場合、１日 30分以内を限度として、地域密着型通所介

護を行うのに要する時間に含めることができる。 

① 居宅サービス計画及び地域密着型通所介護計画に位置付けた上で実施する場合 

② 送迎時に居宅内の介助等を行う者が、介護福祉士、実務者研修修了者、介護職員基礎研修課程修了

者、１級課程修了者、介護職員初任者研修修了者（２級課程修了者を含む。）、看護職員、機能訓練指導

員又は当該事業所における勤続年数と同一法人の経営する他の介護サービス事業所、医療機関、社会福

祉施設等においてサービスを利用者に直接提供する職員としての勤続年数の合計が３年以上の介護職員

である場合 

これに対して、当日の利用者の心身の状況や降雪等の急な気象状況の悪化等により、実際の地域密着型

通所介護の提供が地域密着型通所介護計画上の所要時間よりもやむを得ず短くなった場合には地域密着型

通所介護計画上の単位数を算定して差し支えない。なお、地域密着型通所介護計画上の所要時間よりも大

きく短縮した場合には、地域密着型通所介護計画を変更のうえ、変更後の所要時間に応じた単位数を算定

すること。なお、同一の日の異なる時間帯に複数の単位（指定地域密着型サービス基準第 20条に規定す

る指定地域密着型通所介護の単位をいう。以下同じ。）を行う事業所においては、利用者が同一の日に複

数の指定地域密着型通所介護の単位を利用する場合には、それぞれの地域密着型通所介護の単位について

所定単位数が算定されること。 
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Ⅶ 加算 

 

感染症又は災害の発生を理由とする利用者数の減少が一定以上生じている場合の加算 

 

１ 単位数 

  所定単位数の１００分の３／回 

 

２ 加算要件 

感染症又は災害（厚生労働大臣が認めるものに限る。）の発生を理由とする利用者数の減少が生じ、当該月

の利用者数の実績が当該月の前年度における月平均の利用者数よりも１００分の５以上減少している場合に、

電子情報処理組織を使用する方法により、市町村長に対し、老健局長が定める様式による届出を行った単独型・

併設型指定認知症対応型通所介護事業所又は共用型指定認知症対応型通所介護事業所において、指定認

知症対応型通所介護を行った場合には、利用者数が減少した月の翌々月から３月以内に限り、１回につき所定

単位数の１００分の３に相当する単位数を所定単位数に加算する。ただし、利用者数の減少に対応するための

経営改善に時間を要することその他の特別の事情があると認められる場合は、当該加算の期間が終了した月の翌月

から３月以内に限り、引き続き加算することができる。る。  

 ※詳細は「通所介護等において感染症又は災害の発生を理由とする利用者数の減少が一定以上生じている場合

の評価に係る基本的な考え方並びに事務処理手順及び様式例の提示について（老認発 0316第４号、老老発 0316

第３号）」を参照 

 

厚生労働省Ｑ＆Ａ ３％加算・規模区分の特例（利用延人員数の減少理由） 

令和６年度介護報酬改定に関するＱ＆Ａ（Vol.１）（令和６年３月 15日）」 

（問） 

基本報酬への３％加算（以下「３％加算」という。）や事業所規模別の報酬区分の決定に係る特例

（以下「規模区分の特例」という。）では、現に感染症や災害の影響と想定される利用延人員数の

減少が一定以上生じている場合にあっては、減少の具体的な理由は問わないのか。 

（答） 

対象となる旨を厚生労働省から事務連絡によりお知らせした感染症又は災害については、利用延

人員数の減少が生じた具体的な理由は問わず、当該感染症又は災害の影響と想定される利用延人

員数の減少が一定以上生じている場合にあっては、３％加算や規模区分の特例を適用することと

して差し支えない。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

56 

 

厚生労働省Ｑ＆Ａ ３％加算・規模区分の特例（感染症による休業要請時の取扱い） 

令和６年度介護報酬改定に関するＱ＆Ａ（Vol.１）（令和６年３月 15日） 

（問） 

各月の利用延人員数及び前年度の１月当たりの平均利用延人員数は、通所介護、地域密着型通所

介護及び（介護予防）認知症対応型通所介護については、「指定居宅サービスに要する費用の額の

算定に関する基準（訪問通所サービス、居宅療養管理指導及び福祉用具貸与に係る部分）及び指

定居宅介護支援に要する費用の額の算定に関する基準の制定に伴う実施上の留意事項について」

（平成 12 年３月１日老企第 36 号）（以下「留意事項通知」という。）第２の７（４）及び（５）

を、通所リハビリテーションについては留意事項通知第２の８（２）及び（８）を準用し算定す

ることとなっているが、感染症の感染拡大防止のため、都道府県等からの休業の要請を受けた事

業所にあっては、休業要請に従って休業した期間を、留意事項通知の「正月等の特別な期間」と

して取り扱うことはできるか。 

（答） 

・留意事項通知において「一月間（暦月）、正月等の特別な期間を除いて毎日事業を実施した月に

おける平均利用延人員数については、当該月の平均利用延人員数に七分の六を乗じた数によるも

のとする。」としているのは、「正月等の特別な期間」においては、ほとんど全ての事業所がサー

ビス提供を行っていないものと解されるためであり、この趣旨を鑑みれば、都道府県等からの休

業の要請を受け、これに従って休業した期間や、自主的に休業した期間を「正月等の特別な期

間」として取り扱うことはできない。 

・なお、通所介護、通所リハビリテーションにあっては、留意事項通知による事業所規模区分の

算定にあたっても、同様の取扱いとすることとする。 

 

 

厚生労働省Ｑ＆Ａ ３％加算・規模区分の特例（介護予防サービスと一体的に実施している場合） 

令和３年度介護報酬改定に関するＱ＆Ａ（Vol.１）（令和３年３月 19日） 

（問） 

各月の利用延人員数及び前年度の１月当たりの平均利用延人員数は、認知症対応型通所介護につ

いては、留意事項通知第２の７（４）及び（５）を準用し算定することとなっているが、指定認

知症対応型通所介事業者が指定介護予防認知症対応型通所介護事業者の指定をあわせて受けてい

る場合であって両事業を一体的に実施している場合、指定介護予防認知症対応型通所介護事業所

における平均利用延人員数を含むのか。 

（答） 貴見のとおり。 

 

 

厚生労働省Ｑ＆Ａ ３％加算・規模区分の特例（加算算定延長の可否） 

令和３年度介護報酬改定に関するＱ＆Ａ（Vol.１）（令和３年３月 19日） 

（問） 

３％加算については、加算算定終了の前月においてもなお、利用延人員数が５％以上減少してい

る場合は、加算算定の延長を希望する理由を添えて、加算算定延長の届出を行うこととなってい

るが、どのような理由があげられている場合に加算算定延長を認めることとすればよいのか。都

道府県・市町村において、届出を行った通所介護事業所等の運営状況等を鑑み、判断することと

して差し支えないのか。 

（答） 
通所介護事業所等から、利用延人員数の減少に対応するための経営改善に時間を要すること等の

理由が提示された場合においては、加算算定の延長を認めることとして差し支えない。 
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厚生労働省Ｑ＆Ａ ３％加算・規模区分の特例（規模区分の特例の年度内での算定可能回数） 

令和６年度介護報酬改定に関するＱ＆Ａ（Vol.１）（令和６年３月 15日） 

（問） 

規模区分の特例適用の届出は年度内に１度しか行うことができないのか。例えば、一度利用延人

員数が減少し規模区分の特例を適用した場合において、次月に利用延人員数が回復し、規模区分

の特例の適用を終了した事業所があったとすると、当該事業所はその後再び利用延人員数が減少

した場合でも、再度特例の適用の届出を行うことはできないのか。 

（答） 

通所介護（大規模型Ⅰ、大規模型Ⅱ）、通所リハビリテーション事業所（大規模型）については、

利用延人員数の減少が生じた場合においては、感染症又は災害（規模区分の特例の対象となる旨

を厚生労働省から事務連絡によりお知らせしたものに限る。）が別事由であるか否かに関わらず、

年度内に何度でも規模区分の特例適用の届出及びその適用を行うことが可能である。また、同一

のサービス提供月において、３％加算の算定と規模区分の特例の適用の両方を行うことはできな

いが、同一年度内に３％加算の算定と規模区分の特例の適用の両方を行うことは可能であり、例

えば、以下も可能である。（なお、同時に３％加算の算定要件と規模区分の特例の適用要件のいず

れにも該当する場合は、規模区分の特例を適用することとなっていることに留意すること。） 

 －年度当初に３％加算算定を行った事業所について、３％加算算定終了後に規模区分の特例適用

の届出及びその適用を行うこと。（一度３％加算を算定したため、年度内は３％加算の申請しか行

うことができないということはない。） 

 －年度当初に規模区分の特例適用を行った事業所について、規模区分の特例適用終了後に３％加

算算定の届出及びその算定を行うこと。（一度規模区分の特例を適用したため、年度内は規模区分

の特例の適用しか行うことができないということはない。） 

 

 

厚生労働省Ｑ＆Ａ ３％加算・規模区分の特例（届出様式（例）の取扱い） 

令和３年度介護報酬改定に関するＱ＆Ａ（Vol.１）（令和３年３月 19日） 

（問） 

「通所介護等において感染症又は災害の発生を理由とする利用者数の減少が一定以上生じている

場合の評価に係る基本的な考え方並びに事務処理手順及び様式例の提示について」（老認発 0316

第４号・老老発 0316第３号令和３年３月 16日厚生労働省老健局認知症施策・地域介護推進課長、

老人保健課長連名通知。以下「本体通知」という。）において、各事業所における３％加算算定・

規模区分の特例の適用に係る届出様式（例）が示されているが、届出にあたっては必ずこの様式

（例）を使用させなければならないのか。都道府県や市町村において独自の様式を作成すること

は可能か。 

（答） 

・本体通知における届出様式（例）は、今回の取扱いについて分かりやすくお伝えする観点や事

務手続きの簡素化を図る観点からお示ししたものであり、都道府県・市町村におかれては、でき

る限り届出様式（例）を活用されたい。 

・なお、例えば、届出様式（例）に加えて通所介護事業所等からなされた届出が適正なものであ

るか等を判断するために必要な書類等を求めることは差し支えない。 
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厚生労働省Ｑ＆Ａ ３％加算・規模区分の特例（届出がなされなかった場合の取扱い） 

令和６年度介護報酬改定に関するＱ＆Ａ（Vol.１）（令和６年３月 15日） 

（問） 

３％加算算定・規模区分の特例の適用に係る届出は、利用延人員数の減少が生じた月の翌月 15 日

までに届出を行うこととされているが、同日までに届出がなされなかった場合、加算算定や特例

の適用を行うことはできないのか。 

（答） 
貴見のとおり。他の加算と同様、算定要件を満たした月（利用延人員数の減少が生じた月）の翌

月 15日までに届出を行わなければ、３％加算の算定や規模区分の特例の適用はできない。 

 
 

厚生労働省Ｑ＆Ａ 
３％加算・規模区分の特例（他事業所の利用者を臨時的に受け入れた場合の利

用延人員数の算定） 

令和６年度介護報酬改定に関するＱ＆Ａ（Vol.１）（令和６年３月 15日） 

（問） 

感染症又は災害の影響による他の事業所の休業やサービス縮小等に伴って、当該事業所の利用者

を臨時的に受け入れた結果、利用者数が増加した事業所にあっては、各月の利用延人員数及び前

年度１月当たりの平均利用延人員数の算定にあたり、やむを得ない理由により受け入れた利用者

について、その利用者を明確に区分した上で、平均利用延人員数に含まないこととしても差し支

えないか。 

（答） 

・差し支えない。本体通知においてお示ししているとおり、各月の利用延人員数及び前年度の１

月当たりの平均利用延人員数の算定にあたっては、通所介護、地域密着型通所介護及び（介護予

防）認知症対応型通所介護については、「指定居宅サービスに要する費用の額の算定に関する基準

（訪問通所サービス、居宅療養管理指導及び福祉用具貸与に係る部分）及び指定居宅介護支援に

要する費用の額の算定に関する基準の制定に伴う実施上の留意事項について」（平成 12 年３月１

日老企第 36 号）（以下「留意事項通知」という。）第２の７（５）を、通所リハビリテーションに

ついては留意事項通知第２の８（２）を準用することとしており、同項中の「災害その他やむを

得ない理由」には、当該感染症又は災害の影響も含まれるものである。なお、感染症又は災害の

影響により休業やサービス縮小等を行った事業所の利用者を臨時的に受け入れた後、当該事業所

の休業やサービス縮小等が終了してもなお受け入れを行った利用者が３％加算の算定や規模区分

の特例を行う事業所を利用し続けている場合、当該利用者については、平均利用延人員数に含め

ることとする。 

・また、通所介護、通所リハビリテーションにあっては、留意事項通知による事業所規模区分の

算定にあたっても、同様の取扱いとすることとする。 

 

 

厚生労働省Ｑ＆Ａ ３％加算・規模区分の特例（利用者又はその家族への説明・同意の取得） 

令和３年度介護報酬改定に関するＱ＆Ａ（Vol.１）（令和３年３月 19日） 

（問） 

３％加算や規模区分の特例を適用するにあたり、通所介護事業所等において利用者又はその家族

への説明や同意の取得を行う必要はあるか。また、利用者又はその家族への説明や同意の取得が

必要な場合、利用者又はその家族への説明を行ったことや、利用者又はその家族から同意を受け

たことを記録する必要はあるか。 

（答） 

３％加算や規模区分の特例を適用するにあたっては、通所介護事業所等が利用者又はその家族へ

の説明や同意の取得を行う必要はない。なお、介護支援専門員が居宅サービス計画の原案の内容

（サービス内容、サービス単位／金額等）を利用者又はその家族に説明し同意を得ることは必要

である。 
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厚生労働省Ｑ＆Ａ ３％加算・規模区分の特例（適用対象者の考え方） 

令和３年度介護報酬改定に関するＱ＆Ａ（Vol.１）（令和３年３月 19日） 

（問） 
３％加算や規模区分の特例を適用する場合は、通所介護事業所等を利用する全ての利用者に対し

適用する必要があるのか。 

（答） 

３％加算や規模区分の特例は、感染症や災害の発生を理由として利用延人員数が減少した場合

に、状況に即した安定的なサービス提供を可能とする観点から設けられたものであり、この趣旨

を鑑みれば、当該通所介護事業所等を利用する全ての利用者に対し適用することが適当である。 

 

 

 

厚生労働省Ｑ＆Ａ ３％加算・規模区分の特例（３％加算の年度内での算定可能回数） 

令和６年度介護報酬改定に関するＱ＆Ａ（Vol.１）（令和６年３月 15日） 

（問） 

感染症又は災害の影響により利用延人員数が減少した場合、３％加算算定の届出は年度内に１度

しか行うことができないのか。例えば、一度利用延人員数が減少し３％加算算定の届出を行い加

算を算定した場合において、次月に利用延人員数が回復し、３％加算の算定を終了した事業所が

あったとすると、当該事業所はその後再び利用延人員数が減少した場合でも、再度３％加算を算

定することはできないのか。 

（答） 

感染症や災害（３％加算の対象となる旨を厚生労働省から事務連絡によりお知らせしたものに限

る。）によって利用延人員数の減少が生じた場合にあっては、基本的に一度３％加算を算定した際

とは別の感染症や災害を事由とする場合にのみ、再度３％加算を算定することが可能である。 

 

 

厚生労働省Ｑ＆Ａ ３％加算・規模区分の特例（３％加算や規模区分の特例の終期） 

令和６年度介護報酬改定に関するＱ＆Ａ（Vol.１）（令和６年３月 15日） 

（問） 

３％加算や規模区分の特例の対象となる感染症又は災害については、これが発生した場合、対象

となる旨が厚生労働省より事務連絡で示されることとなっているが、対象となった後、同感染症

又は災害による３％加算や規模区分の特例が終了する場合も事務連絡により示されるのか。 

（答） 
３％加算及び規模区分の特例の終期については、対象となる感染症や災害により、これによる影

響が継続する地域、期間が異なることから、その都度検討を行い対応をお示しする。 
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延長加算 

 

１ 単位数・加算要件 

電子情報処理組織を使用する方法により、市町村長に対し、老健局長が定める様式による届出を行った単独型・

併設型指定認知症対応型通所介護事業所又は共用型指定認知症対応型通所介護事業所において、日常生活

上の世話を行った後に引き続き所要時間８時間以上９時間未満の指定認知症対応型通所介護を行った場合又は

所要時間８時間以上９時間未満の指定認知症対応型通所介護を行った後に引き続き日常生活上の世話を行った

場合であって、当該指定認知症対応型通所介護の所要時間と当該指定認知症対応型通所介護の前後に行った日

常生活上の世話の所要時間を通算した時間（以下この注において「算定対象時間」という。）が９時間以上となった

場合は、次に掲げる区分に応じ、次に掲げる単位数を所定単位数に加算する。 

 

加算区分 単位数 

９時間以上１０時間未満の場合 ５０単位／回 

１０時間以上１１時間未満の場合  １００単位／回 

１１時間以上１２時間未満の場合 １５０単位／回 

１２時間以上１３時間未満の場合 ２００単位／回 

１３時間以上１４時間未満の場合 ２５０単位／回 

 

➢ ８時間以上９時間未満の地域密着型通所介護の前後に連続して延長サービスを行った場合の加算の取扱
（※地域密着型通所介護は認知症対応型通所介護に読み替え） 

延長加算は、所要時間８時間以上９時間未満の地域密着型通所介護の前後に連続して日常生活上の世話を

行う場合について、５時間を限度として算定されるものであり、例えば、 

 

① ９時間の地域密着型通所介護の後に連続して５時間の延長サービスを行った場合 

② ９時間の地域密着型通所介護の前に連続して２時間、後に連続して３時間、合計５時間の延長サービス 

を行った場合には、５時間分の延長サービスとして 250 単位が算定される。また、当該加算は地域密着型

通所介護と延長サービスを通算した時間が９時間以上の部分について算定されるものであるため、例え

ば、 

③ ８時間の地域密着型通所介護の後に連続して５時間の延長サービスを行った場合には、地域密着型通所

介護と延長サービスの通算時間は 13時間であり、４時間分（＝13時間－９時間）の延長サービスとして 200

単位が算定される。なお、延長加算は、実際に利用者に対して延長サービスを行うことが可能な体制にあ

り、かつ、実際に延長サービスを行った場合に算定されるものであるが、当該事業所の実情に応じて、適当

数の従業者を置いている必要があり、当該事業所の利用者が、当該事業所を利用した後に、引き続き当該事

業所の設備を利用して宿泊する場合や、宿泊した翌日において当該事業所の地域密着型通所介護の提供を受

ける場合には算定することはできない。 
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厚生労働省Ｑ＆Ａ 延長加算 

介護保険最新情報 vol.151 介護報酬に係る Q&A 

（問） 延長加算に係る延長時間帯における人員配置について 

（答） 

延長サービスにおける日常生活上の世話とは､通常のサービスに含まれるものではなく､いわゆる

預かりサービスなどを、事業所の実情に応じて適当数の従業員を置いて行うものである。 

よって、延長加算の時間帯は人員基準上の提供時間帯に該当しない。複数の単位の利用者を同一

の職員が対応することもできる。 

 
 

厚生労働省Ｑ＆Ａ 延長加算 

介護保険最新情報 vol.151 介護報酬に係る Q&A 

（問） 延長加算に係る届出について 

（答） 

延長加算については､「実際に利用者に対して延長サービスが行うことが可能な場合」に届出でき

ると規定されている。よって、延長サービスに係る従業者の配置状況が分かる書類などを添付す

る必要はない。 

 

 

厚生労働省Ｑ＆Ａ 延長加算 

介護保険最新情報 vol.151 介護報酬に係る Q&A 

（問） 通所サービスの前後に併設医療機関等を受診した場合の延長加算について 

（答） 

通所サービスと併設医療機関における受診は別の時間帯に行われる別のサービスであることか

ら、通所サービス後の受診後の時間帯に延長サービスを行った場合も､当該延長サービスは通所サ

ービスに係る延長サービスをみなされず、当該加算を算定できない。 

 （参考）延長加算の算定の可否 

 例①は通所サービス後の延長サービスに限り算定できる。例②は通所サービス前の延長サービス

に限り算定できる。 

 

 例①延長加算× 診察 通所サービス 延長加算○ の順 

 例②延長加算○ 通所サービス 診察 延長加算× の順 
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厚生労働省Ｑ＆Ａ 延長加算 

平成２４年度介護報酬改定に関するＱ＆Ａ(Vol.1)（平成 24年 3月 16日） 

（問） 延長加算の所要時間はどのように算定するのか。 

（答） 

延長加算は､実際に利用者に対して延長サービスを行うことが可能な事業所において､実際に延長

サービスを行ったときに､当該利用者について算定できる。通所サービスの所要時間と延長サービ

スの所要時間の通算時間が、例えば通所介護の場合であれば 9 時間以上となるときに 1 時間ごと

に加算するとしているが､ごく短時間の延長サービスを算定対象とすることは当該加算の趣旨を踏

まえれば不適切である。 

 

 

厚生労働省Ｑ＆Ａ 延長加算 

平成 27年度介護報酬改定に関する Q&A（平成 27年 4月 1日） 

（問） 
９時間の通所介護等の前後に送迎を行い、居宅内介助等を実施する場合も延長加算は算定可能

か。 

（答） 延長加算については、算定して差し支えない。 

 

 

厚生労働省Ｑ＆Ａ 延長加算 

平成 27年度介護報酬改定に関する Q&A（平成 27年 4月 1日） 

（問） 

宿泊サービスを利用する場合等については延長加算の算定が不可とされたが、指定居宅サービス

等の基準省令 96 条第３項第２号に規定する利用料は、宿泊サービスとの区分がされていれば算定

することができるか。 

（答） 
通所介護等の営業時間後に利用者を宿泊させる場合には、別途宿泊サービスに係る利用料を徴収

していることから、延長に係る利用料を徴収することは適当ではない。 

 

 

厚生労働省Ｑ＆Ａ 延長加算 

平成 27年度介護報酬改定に関する Q&A（平成 27年 4月 1日） 

（問） 
通所介護等の利用者が自宅には帰らず、別の宿泊場所に行くまでの間、延長して介護を実施した

場合、延長加算は算定できるか。 

（答） 算定できる。 
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厚生労働省Ｑ＆Ａ 延長加算 

平成 27年度介護報酬改定に関する Q&A（平成 27年 4月 1日） 

（問） 

「宿泊サービス」を利用した場合には、延長加算の算定はできないこととされているが、以下の

場合には算定可能か。 

① 通所介護事業所の営業時間の開始前に延長サービスを利用した後、通所介護等を利用しその

当日より宿泊サービスを利用した場合 

② 宿泊サービスを利用した後、通所介護サービスを利用し通所介護事業所の営業時間の終了後

に延長サービスを利用した後、自宅に帰る場合 

（答） 同一日に宿泊サービスの提供を受ける場合は、延長加算を算定することは適当ではない。 

 

 

厚生労働省Ｑ＆Ａ 延長加算 

平成 27年度介護報酬改定に関する Q＆A（Vol.4）（平成 27年７月 31日） 

（問） 

通所介護の延長加算は、利用者が当該通所介護事業所の設備を利用して宿泊する場合は算定不可

とされているが、通所介護として行う、歯科衛生士による口腔機能向上サービスが延長時間帯に

必要となる場合も加算の対象とならないのか。 

（答） 

延長加算については、当該通所介護事業所の設備を利用して宿泊する場合は算定できないことが

原則であるが、あらかじめ通所介護計画に位置付けられたサービスであり、かつ、通常のサービ

ス提供時間帯のみでは提供することができず、延長時間帯において提供することが不可欠な場合

（食事提供に伴い、通所介護計画に定められた口腔機能向上サービスを通常の時間帯内に終える

ことができない場合（※））には、実際に延長サービスを行った範囲内で算定して差し支えないこ

ととする。 

 （※）指定通所介護事業所において、口腔機能が低下している利用者又はそのおそれがある利用

者に対して、夕食後に言語聴覚士、歯科衛生士等が口腔機能向上サービスを実施する場合であっ

て、夕食の時間との関係からサービス提供時間内に当該口腔機能向上サービスを終了することが

困難で延長サービスとなる場合には、算定することができる。 

 

 

厚生労働省Ｑ＆Ａ 延長加算 

令和３年度介護報酬改定に関するＱ＆Ａ（Vol.３）（令和３年３月 26日） 

（問） 所要時間が８時間未満の場合でも、延長加算を算定することはできるか 

（答） 
延長加算は、所要時間８時間以上９時間未満の指定通所介護等を行った後に引き続き日常生活上

の世話を行った場合等に算定するものであることから、算定できない。 
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厚生労働省Ｑ＆Ａ 延長加算 

令和３年度介護報酬改定に関するＱ＆Ａ（Vol.３）（令和３年３月 26日） 

（問） 
サービス提供時間の終了後から延長加算に係るサービスが始まるまでの間はどのような人員配置

が必要となるのか。 

（答） 

延長加算は、所要時間８時間以上９時間未満の指定通所介護等を行った後に引き続き日常生活上

の世話を行った場合等に算定するものであることから、例えば通所介護等のサービス提供時間を

８時間 30 分とした場合、延長加算は８時間以上９時間未満に引き続き、９時間以上から算定可能

である。サービス提供時間終了後に日常生活上の世話をする時間帯（９時間に到達するまでの 30

分及び９時間以降）については、サービス提供時間ではないことから、事業所の実情に応じて適

当数の人員を配置していれば差し支えないが、安全体制の確保に留意すること。 

 

 

厚生労働省Ｑ＆Ａ 延長加算 

令和３年度介護報酬改定に関するＱ＆Ａ（Vol.３）（令和３年３月 26日） 

（問） 延長サービスに係る利用料はどのような場合に徴収できるのか。 

（答） 

通常要する時間を超えた場合の延長サービスに係る利用料については、サービス提供時間が９時

間未満である場合において行われる延長サービスやサービス提供時間が 14 時間以上において行わ

れる延長サービスについて徴収できるものである。また、サービス提供時間が 14 時間未満である

場合において行われる延長サービスについて、延長加算にかえて徴収することができる。（同一時

間帯について延長加算に加えて利用料を上乗せして徴収することはできない。）なお、当該延長加

算を算定しない場合においては、延長サービスに係る届出を行う必要はない。 

 

 （参考）延長加算及び延長サービスに係る利用料徴収の例 

① サービス提供時間が８時間であって、６時間延長サービスを実施する場合 

→８時間までの間のサービス提供に係る費用は、所要時間区分が８時間以上９時間未満の場合と

して算定し、９時間以降 14時間までの間のサービス提供に係る費用は、延長加算を算定する。 

② サービス提供時間が８時間であって、７時間延長サービスを実施する場合 

→８時間までの間のサービス提供に係る費用は、所要時間区分が８時間以上９時間未満の場合と

して算定し、９時間以降 14時間までの間のサービス提供に係る費用は、延長加算を算定し、14 時

間以降 15 時間までの間のサービス提供に係る費用は、延長サービスに係る利用料として徴収す

る。 
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入浴介助加算 

 

１ 単位数 

入浴介助加算（Ⅰ） 入浴介助加算（Ⅱ） 

４０単位／日 ５５単位／日 

 
※別に厚生労働大臣が定める基準に適合しているものとして、電子情報処理組織を使用する方法により、

市町村長に対し、老健局長が定める様式による届出を行い、かつ、当該基準による入浴介助を行った場

合は、１日につき上記に掲げる単位数を所定単位数に加算する。ただし、上記に掲げるいずれかの加算を
算定している場合においては、上記に掲げるその他の加算は算定しない。 

 

２ 加算要件 

厚生労働大臣が定める基準 
加算

（Ⅰ） 

加算

（Ⅱ） 

（１） 入浴介助を適切に行うことができる人員及び設備を有して行われる入浴介助であるこ

と。 
○ ○ 

（２） 入浴介助に関わる職員に対し、入浴介助に関する研修等を行うこと。 ○ ○ 

（３） 医師、理学療法士、作業療法士、介護福祉士若しくは介護支援専門員又は利用

者の動作及び浴室の環境の評価を行うことができる福祉用具専門相談員、機能訓

練指導員、地域包括支援センターの職員その他住宅改修に関する専門的知識及

び経験を有する者（以下「医師等」という。）が利用者の居宅を訪問し、浴室におけ

る当該利用者の動作及び浴室の環境を評価し、かつ、当該訪問において、当該居

宅の浴室が、当該利用者自身又はその家族等の介助により入浴を行うことが難しい

環境にあると認められる場合は、訪問した医師等が、指定居宅介護支援事業所若

しくは指定特定福祉用具販売事業所の福祉用具専門相談員と連携し、福祉用具

の貸与若しくは購入又は住宅改修等の浴室の環境整備に係る助言を行うこと。ただ

し、医師等による利用者の居宅への訪問が困難な場合には、医師等の指示の下、

介護職員が利用者の居宅を訪問し、情報通信機器等を活用して把握した浴室にお

ける当該利用者の動作及び浴室の環境を踏まえ、医師等が当該評価及び助言を

行っても差し支えないものとする。 

 ○ 

（４） 当該指定通所介護事業所、指定地域密着型通所介護事業所、指定認知症対応

型通所介護事業所又は指定介護予防認知症対応型通所介護事業所の機能訓

練指導員、看護職員、介護職員、生活相談員その他の職種の者が共同して、医師

等との連携の下で、利用者の身体の状況、訪問により把握した当該居宅の浴室の

環境等を踏まえて個別の入浴計画を作成すること。ただし、個別の入浴計画に相当

する内容を通所介護計画に記載することをもって、個別の入浴計画の作成に代えるこ

とができる。 

 ○ 

（５） （４）の入浴計画に基づき、個浴（個別の入浴をいう。以下同じ。）又は利用者

の居宅の状況に近い環境（利用者の居宅の浴室の手すりの位置や、使用する浴槽

の深さ及び高さ等に合わせて、当該事業所の浴室に福祉用具等を設置することによ

り、利用者の居宅の浴室の状況を再現しているものをいう。）で、入浴介助を行うこ

と。 

 ○ 
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(10) 入浴介助加算について（※認知症対応型通所介護に読み替え） 

 

ア 入浴介助加算（Ⅰ）について 

① 入浴介助加算（Ⅰ）は、入浴中の利用者の観察を含む介助を行う場合について算定されるものである

（大臣基準告示第 14 号の５）が、この場合の「観察」とは、自立生活支援のための見守り的援助のことで

あり、利用者の自立支援や日常生活動作能力などの向上のために、極力利用者自身の力で入浴し、必要に応

じて介助、転倒予防のための声かけ、気分の確認などを行うことにより、結果として、身体に直接接触する

介助を行わなかった場合についても、加算の対象となるものであること。なお、この場合の入浴には、利用

者の自立生活を支援する上で最適と考えられる入浴手法が、部分浴（シャワー浴含む）等である場合は、こ

れを含むものとする。 

② 入浴介助に関する研修とは、入浴介助に関する基礎的な知識及び技術を習得する機会を指すものとす

る。 

③ 地域密着型通所介護計画上、入浴の提供が位置付けられている場合に、利用者側の事情により、入浴を

実施しなかった場合については、加算を算定できない。 

 

イ 入浴介助加算（Ⅱ）について 

① ア①から③までを準用する。この場合において、ア①の「入浴介助加算（Ⅰ）」は、「入浴介助加算

（Ⅱ）」に読み替えるものとする。 

② 入浴介助加算（Ⅱ）は、利用者が居宅において、自身で又は家族若しくは居宅で入浴介助を行うことが

想定される訪問介護員等（以下(８)において「家族・訪問介護員等」という。）の介助によって入浴ができ

るようになることを目的とし、以下ａ～ｃを実施することを評価するものである。なお、入浴介助加算

（Ⅱ）の算定に関係する者は、利用者の状態に応じ、自身で又は家族・訪問介護員等の介助により尊厳を保

持しつつ入浴ができるようになるためには、どのような介護技術を用いて行うことが適切であるかを念頭に

置いた上で、ａ～ｃを実施する。 

ａ 医師、理学療法士、作業療法士、介護福祉士若しくは介護支援専門員又は利用者の動作及び浴室の環境

の評価を行うことができる福祉用具専門相談員、機能訓練指導員、地域包括支援センターの職員その他住宅

改修に関する専門的知識及び経験を有する者（以下、「医師等」という。）が利用者の居宅を訪問（個別機能

訓練加算を取得するにあたっての訪問等を含む。）し、利用者の状態をふまえ、浴室における当該利用者の

動作及び浴室の環境を評価する。その際、当該利用者の居宅を訪問し評価した者が、入浴に係る適切な介護

技術に基づいて、利用者の動作を踏まえ、利用者自身で又は家族・訪問介護員等の介助により入浴を行うこ

とが可能であると判断した場合、指定地域密着型通所介護事業所に対しその旨情報共有する。また、当該利

用者の居宅を訪問し評価した者が、指定地域密着型通所介護事業所の従業者以外の者である場合は、書面等

を活用し、十分な情報共有を行うよう留意すること。 

（※）当該利用者の居宅を訪問し評価した者が、入浴に係る適切な介護技術に基づいて、利用者の動作を踏

まえ、利用者自身で又は家族・訪問介護員等の介助により入浴を行うことが難しいと判断した場合は、指定

居宅介護支援事業所の介護支援専門員又は指定福祉用具貸与事業所若しくは指定特定福祉用具販売事業所の

福祉用具専門相談員と連携し、利用者及び当該利用者を担当する介護支援専門員等に対し、福祉用具の貸与

若しくは購入又は住宅改修等の浴室の環境整備に係る助言を行う。 

なお、医師等が訪問することが困難な場合には、医師等の指示の下、介護職員が居宅を訪問し、情報通信機

器等を活用して把握した浴室における利用者の動作及び浴室の環境を踏まえ、医師等が評価及び助言を行う

こともできることとする。ただし、情報通信機器等の活用については、当該利用者等の同意を得なければな

らないこと。また、個人情報保護委員会・厚生労働省「医療・介護関係事業者における個人情報の適切な取

扱いのためのガイダンス」、厚生労働省「医療情報システムの安全管理に関するガイドライン」等を遵守す

ること。 

ｂ 指定地域密着型通所介護事業所の機能訓練指導員等が共同して、利用者の居宅を訪問し評価した者との

連携の下で、当該利用者の身体の状況や訪問により把握した利用者の居宅の浴室の環境等を踏まえた個別の

入浴計画を作成する。なお、個別の入浴計画に相当する内容を地域密着型通所介護計画の中に記載する場合

は、その記載をもって個別の入浴計画の作成に代えることができるものとする。 

ｃ ｂの入浴計画に基づき、個浴その他の利用者の居宅の状況に近い環境にて、入浴介助を行う。なお、利

用者の居宅の浴室の状況に近い環境については、大浴槽等においても、手すりなど入浴に要する福祉用具等

を活用し、浴室の手すりの位置や使用する浴槽の深さ及び高さ等を踏まえることで、利用者の居宅の浴室環

境の状況を再現していることとして差し支えないこととする。また、入浴介助を行う際は、関係計画等の達

成状況や利用者の状態をふまえて、自身で又は家族・訪問介護員等の介助によって入浴することができるよ

うになるよう、必要な介護技術の習得に努め、これを用いて行われるものであること。なお、必要な介護技

術の習得にあたっては、既存の研修等を参考にすること。 
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厚生労働省Ｑ＆Ａ 入浴介助加算 

令和６年度介護報酬改定に関するＱ＆Ａ（Vol.１）（令和６年３月 15日） 

（問） 

入浴介助加算(Ⅱ)は、利用者が居宅において利用者自身で又は家族等の介助により入浴を行うこ

とができるようになることを目的とするものであるが、この場合の「居宅」とはどのような場所

が想定されるのか。 

（答） 

・利用者の自宅（高齢者住宅（居室内の浴室を使用する場合のほか、共同の浴室を使用する場合

も含む。）を含む。）のほか、利用者の親族の自宅が想定される。なお、自宅に浴室がない等、具

体的な入浴場面を想定していない利用者や、本人が希望する場所で入浴するには心身機能の大幅

な改善が必要となる利用者にあっては、以下①～⑤をすべて満たすことにより、当面の目標とし

て通所介護等での入浴の自立を図ることを目的として、同加算を算定することとしても差し支え

ない。 

①通所介護等事業所の浴室において、医師、理学療法士、作業療法士、介護福祉士若しくは介護

支援専門員又は利用者の動作及び浴室の環境の評価を行うことができる福祉用具専門相談員、機

能訓練指導員、地域包括支援センターの職員その他住宅改修に関する専門的知識及び経験を有す

る者が利用者の動作を評価する。 

②通所介護等事業所において、自立して入浴することができるよう必要な設備（入浴に関する福

祉用具等）を備える。 

③通所介護等事業所の機能訓練指導員等が共同して、利用者の動作を評価した者等との連携の下

で、当該利用者の身体の状況や通所介護等事業所の浴室の環境等を踏まえた個別の入浴計画を作

成する。なお、個別の入浴計画に相当する内容を通所介護計画の中に記載する場合は、その記載

をもって個別の入浴計画の作成に代えることができるものとする。 

④個別の入浴計画に基づき、通所介護等事業所において、入浴介助を行う。 

⑤入浴設備の導入や心身機能の回復等により、通所介護等以外の場面での入浴が想定できるよう

になっているかどうか、個別の利用者の状況に照らし確認する。 

・なお、通所リハビリテーションについても同様に取り扱う。 

 

 

厚生労働省Ｑ＆Ａ 入浴介助加算 

令和６年度介護報酬改定に関するＱ＆Ａ（Vol.１）（令和６年３月 15日） 

（問） 

入浴介助加算(Ⅱ)について、医師、理学療法士、作業療法士、介護福祉士若しくは介護支援専門

員又は利用者の動作及び浴室の環境の評価を行うことができる福祉用具専門相談員、機能訓練指

導員、地域包括支援センターの職員その他住宅改修に関する専門的知識及び経験を有する者が利

用者の居宅を訪問し、浴室における当該利用者の動作及び浴室の環境を評価することとなってい

るが、この「住宅改修に関する専門的知識及び経験を有する者」とはどのような者が想定される

か。 

（答） 
福祉・住環境コーディネーター２級以上の者等が想定される。なお、通所リハビリテーションに

ついても同様に取扱う。 
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厚生労働省Ｑ＆Ａ 入浴介助加算 

令和３年度介護報酬改定に関するＱ＆Ａ（Vol.８）（令和３年４月 26日） 

（問） 

入浴介助加算(Ⅱ)については、算定にあたって利用者の居宅を訪問し、浴室における当該利用者

の動作及び浴室の環境を評価することとなっているが、この評価は算定開始後も定期的に行う必

要があるのか。 

（答） 
当該利用者の身体状況や居宅の浴室の環境に変化が認められた場合に再評価や個別の入浴計画の

見直しを行うこととする。 

 

 

厚生労働省Ｑ＆Ａ 入浴介助加算 

令和３年度介護報酬改定に関するＱ＆Ａ（Vol.８）（令和３年４月 26日）」 

（問） 

入浴介助加算(Ⅱ)については、個浴その他の利用者の居宅の状況に近い環境（手すりなど入浴に

要する福祉用具等を活用し利用者の居宅の浴室の環境を個別に模したもの）にて、入浴介助を行

うこととなっているが、例えばいわゆる大浴槽に福祉用具等を設置すること等により利用者の居

宅の浴室の状況に近い環境を再現することとしても差し支えないのか。 

（答） 

例えば、利用者の居宅の浴室の手すりの位置や浴槽の深さ・高さ等にあわせて、可動式手すり、

浴槽内台、すのこ等を設置することにより、利用者の居宅の浴室の状況に近い環境が再現されて

いれば、差し支えない。 

 

 

厚生労働省Ｑ＆Ａ 入浴介助加算 

令和３年度介護報酬改定に関するＱ＆Ａ（Vol.８）（令和３年４月 26日）」 

（問） 

同一事業所において、入浴介助加算(Ⅰ)を算定する者と入浴介助加算(Ⅱ)を算定する者が混在し

ても差し支えないか。また、混在しても差し支えない場合、「指定居宅サービスに要する費用の額

の算定に関する基準、指定居宅介護支援に要する費用の額の算定に関する基準、指定施設サービ

ス等に要する費用の額の算定に関する基準、指定介護予防サービスに要する費用の額の算定に関

する基準、指定介護予防支援に要する費用の額の算定に関する基準、指定地域密着型サービスに

要する費用の額の算定に関する基準及び指定地域密着型介護予防サービスに要する費用の額の算

定に関する基準の制定に伴う介護給付費算定に係る体制等に関する届出等における留意点につい

て」（平成 12 年３月８日老企第 41 号）に定める「介護給付費算定に係る体制等状況一覧表（居

宅サービス・施設サービス・居宅介護支援）」等はどのように記載させればよいか。 

（答） 
前段については、差し支えない。後段については、「加算Ⅱ」と記載させることとする。 

 （「加算Ⅱ」と記載した場合であっても、入浴介助加算(Ⅰ)を算定することは可能である。） 

 

 

 

 

 



 

69 

厚生労働省Ｑ＆Ａ 入浴介助加算 

令和６年度介護報酬改定に関するＱ＆Ａ（Vol.１）（令和６年３月 15日）」の送付について 

（問） 入浴介助に関する研修とは具体的にはどのような内容が想定されるのか。 

（答） 

・具体的には、脱衣、洗髪、洗体、移乗、着衣など入浴に係る一連の動作において介助対象者に

必要な入浴介助技術や転倒防止、入浴事故防止のためのリスク管理や安全管理等が挙げられる

が、これらに限るものではない。 

・なお、これらの研修においては、内部研修・外部研修を問わず、入浴介助技術の向上を図るた

め、継続的に研修の機会を確保されたい。 

 

 

厚生労働省Ｑ＆Ａ 入浴介助加算 

令和６年度介護報酬改定に関するＱ＆Ａ（Vol.１）（令和６年３月 15日）」の送付について 

（問） 
情報通信機器等を活用した訪問する者（介護職員）と評価をする者（医師等）が画面を通して同

時進行で評価及び助言を行わないといけないのか。 

（答） 

情報通信機器等を活用した訪問や評価方法としては、必ずしも画面を通して同時進行で対応する

必要はなく、医師等の指示の下、当該利用者の動作については動画、浴室の環境については写真

にするなど、状況に応じて動画・写真等を活用し、医師等に評価してもらう事で要件を満たすこ

ととしている。 
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厚生労働省Ｑ＆Ａ 入浴介助加算 

令和３年度介護報酬改定に関するＱ＆Ａ（Vol.８）（令和３年４月 26日） 

（問） 

入浴介助加算(Ⅱ)では、個別の入浴計画に基づき、個浴その他の利用者の居宅の状況に近い環境

にて、入浴介助を行うこととなっているが、この場合の入浴介助とは具体的にどのような介助を

想定しているのか。 

（答） 

利用者の入浴に係る自立を図る観点から、入浴に係る一連の動作のうち、利用者が自身の身体機

能のみを活用し行うことができる動作については、引き続き実施できるよう見 守り的援助を、介

助を行う必要がある動作については、利用者の状態に応じた身体介助を行う。なお、入浴介助加

算(Ⅱ)の算定にあたっての関係者は、利用者の尊厳の保持に配慮し、その状態に応じ、利用者自

身で又は家族等の介助により入浴ができるようになるよう、常日頃から必要な介護技術の習得に

努めるものとする。 

 ＜参考：利用者の状態に応じた身体介助の例＞ 

※ 以下はあくまでも一例であり、同加算算定に当たって必ず実施しなければならないものではな

い。 

 

座位保持ができるかつ浴槽をまたぐ動作が難しい利用者が浴槽に出入りする場合 

利用者の動作 介護者の動作 

 シャワーチェア（座面の高さが浴槽の高さと

同等のもの）、浴槽用手すり、浴槽内いすを準

備する。 

シャワーチェアに座る。  

シャワーチェアから腰を浮かせ、浴槽の縁に

腰掛ける。 

介助者は、利用者の足や手の動作の声かけを

する。必要に応じて、利用者の上半身や下肢

を支える。 

足を浴槽に入れる。 介助者は利用者の体を支え、足を片方ずつ浴

槽に入れる動作の声かけをする。必要に応じ

て、利用者の上半身を支えたり、浴槽に足を

いれるための持ち上げ動作を支える。 

ゆっくり腰を落とし、浴槽内いすに腰掛け

て、湯船につかる。 

声かけをし、必要に応じて、利用者の上半身

を支える。 

浴槽用手すりにつかまって立つ。 必要に応じて、利用者の上半身を支える。 

浴槽の縁に腰掛け、浴槽用手すりをつかみ、

足を浴槽から出す。 

必要に応じて、浴槽台を利用し、利用者の上

半身を支えたり、浴槽に足を入れるための持

ち上げ動作を支える。 

浴槽の縁から腰を浮かせ、シャワーチェアに

腰掛ける。 

必要に応じて、利用者の上半身や下肢を支え

る。 

シャワーチェアから立ち上がる。  
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若年性認知症利用者受入加算 

 

１ 単位数 

６０単位／日 

   

２ 加算要件 

受け入れた若年性認知症利用者（介護保険法施行令第２条第６号に規定する初老期における認知症によって

要介護者又は要支援者となった者をいう。）ごとに個別の担当者を定めていること。  

 

➢ 留意事項 

受け入れた若年性認知症利用者ごとに個別に担当者を定め、その者を中心に、当該利用者の特性やニーズに

応じたサービス提供を行うこと。 

 

厚生労働省Ｑ＆Ａ 若年性認知症利用者受入加算 

平成 21年 4月改定関係 Q＆A(vol.1)  

（問） 一度本加算制度の対象者となった場合、６５歳以上になっても対象のままか。 

（答） ６５歳の誕生日の前々日までは対象である。 

 

 

厚生労働省Ｑ＆Ａ 若年性認知症利用者受入加算 

平成 21年 4月改定関係 Q＆A(vol.1)  

（問） 担当者とは何か。定めるにあたって担当者の資格要件はあるか。 

（答） 
若年性認知症利用者を担当する者のことで、施設や事業所の介護職員の中から定めていただきた

い。人数や資格等の要件は問わない。 
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個別機能訓練加算  

 

１ 単位数 

（１）個別機能訓練加算Ⅰ （２）個別機能訓練加算Ⅱ 

２７単位／日 ２０単位／月 

 

※指定認知症対応型通所介護を行う時間帯に１日１２０分以上、専ら機能訓練指導員の職務に従事する理学

療法士、作業療法士、言語聴覚士、看護職員、柔道整復師、あん摩マッサージ指圧師、はり師又はきゅう師（はり師

及びきゅう師については、理学療法士、作業療法士、言語聴覚士、看護職員、柔道整復師又はあん摩マッサージ指

圧師の資格を有する機能訓練指導員を配置した事業所で６月以上機能訓練指導に従事した経験を有する者に限

る。）を１名以上配置しているものとして、電子情報処理組織を使用する方法により、市町村長に対し、老健局長が

定める様式による届出を行った指定認知症対応型通所介護の利用者に対して、機能訓練指導員、看護職員、介護

職員、生活相談員その他の職種の者が共同して、利用者ごとに個別機能訓練計画を作成し、当該計画に基づき、計

画的に機能訓練を行っている場合には、個別機能訓練加算（Ⅰ）として、１日につき２７単位を所定単位数に加

算する。また、個別機能訓練加算（Ⅰ）を算定している場合であって、かつ、個別機能訓練計画の内容等の情報を

厚生労働省に提出し、機能訓練の実施に当たって、当該情報その他機能訓練の適切かつ有効な実施のために必要

な情報を活用した場合は、個別機能訓練加算（Ⅱ）として、１月につき２０単位を所定単位数に加算する。 

  



 

73 

➢ 留意事項 

 

① 個別機能訓練加算は、理学療法士、作業療法士、言語聴覚士、看護職員、柔道整復師、あ

ん摩マッサージ指圧師、はり師又はきゅう師（はり師及びきゅう師については、理学療法

士、作業療法士、言語聴覚士、看護職員、柔道整復師又はあん摩マッサージ指圧師の資格を

有する機能訓練指導員を配置した事業所で６月以上機能訓練指導に従事した経験を有する者

に限る。）（以下４において「理学療法士等」という。）が個別機能訓練計画に基づき、計画的

に行った機能訓練（以下「個別機能訓練」という。）について算定する。 

 

② 個別機能訓練は、１日 120分以上、専ら機能訓練指導員の職務に従事する理学療法士等を１

名以上配置して行うものであること。この場合において、例えば、１週間のうち特定の曜日

だけ理学療法士等を配置している場合は、その曜日におけるサービスのみが当該加算の算定

対象となる。ただし、この場合、理学療法士等が配置される曜日はあらかじめ定められ、利

用者や居宅介護支援事業者に周知されている必要がある。なお、認知症対応型通所介護事業

所の看護職員が加算に係る機能訓練指導員の職務に従事する場合には、当該職務の時間は、

認知症対応型通所介護事業所における看護職員としての人員基準の算定に含めない。 

 

③ 個別機能訓練を行うに当たっては、機能訓練指導員、看護職員、介護職員、生活相談員そ

の他の職種の者が共同して、利用者ごとにその目標、実施方法等を内容とする個別機能訓練

計画を作成し、これに基づいて行った個別機能訓練の効果、実施方法等について評価等を行

う。なお、認知症対応型通所介護においては、個別機能訓練計画に相当する内容を認知症対

応型通所介護計画の中に記載する場合は、その記載をもって個別機能訓練計画の作成に代え

ることができるものとすること。 

 

④ 個別機能訓練を行う場合は、開始時及びその３か月後に１回以上利用者に対して個別機能

訓練計画の内容を説明する。利用者に対する説明は、テレビ電話装置等を活用して行うこと

ができるものとすること。ただし、テレビ電話装置等の活用について当該利用者の同意を得

なければならないこと。なお、テレビ電話装置等の活用に当たっては、個人情報保護委員

会・厚生労働省「医療・介護関係事業者における個人情報の適切な取扱いのためのガイダン

ス」、厚生労働省「医療情報システムの安全管理に関するガイドライン」等を遵守すること。 

 

⑤ 個別機能訓練に関する記録（実施時間、訓練内容、担当者等）は、利用者ごとに保管さ

れ、常に当該事業所の個別機能訓練の従事者により閲覧が可能であるようにすること。 

 

⑥ 個別機能訓練加算（Ⅱ）を取得する場合、厚生労働省への情報の提出については、ＬＩＦ

Ｅを用いて行うこととする。ＬＩＦＥへの提出情報、提出頻度等については、「科学的介護情

報システム（ＬＩＦＥ）関連加算に関する基本的考え方並びに事務処理手順及び様式例の提

示について」を参照されたい。サービスの質の向上を図るため、ＬＩＦＥへの提出情報及び

フィードバック情報を活用し、利用者の状態に応じた個別機能訓練計画の作成（Ｐｌａｎ）、

当該計画に基づく個別機能訓練の実施（Ｄｏ）、当該実施内容の評価（Ｃｈｅｃｋ）、その評

価結果を踏まえた当該計画の見直し・改善（Ａｃｔｉｏｎ）の一連のサイクル（ＰＤＣＡサ

イクル）により、サービスの質の管理を行うこと。提出された情報については、国民の健康

の保持増進及びその有する能力の維持向上に資するため、適宜活用されるものである 
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厚生労働省Ｑ＆Ａ 個別機能訓練加算 

平成 30年度介護報酬改定に関する Q＆A（Vol.1）（平成 30年 3月 23日） 

（問） 

はり師・きゅう師を機能訓練指導員とする際に求められる要件となる、「理学療法士、作業療法

士、言語聴覚士、看護職員、柔道整復師又はあん摩マッサージ指圧師の資格を有する機能訓練指導

員を配置した事業所で六月以上機能訓練指導に従事した経験」について、その実務時間・日数や実

務内容に規定はあるのか。 

（答） 

要件にある以上の内容については細かく規定しないが、当然ながら、当該はり師・きゅう師が機能

訓練指導員として実際に行う業務の頻度・内容を鑑みて、十分な経験を得たと当該施設の管理者が

判断できることは必要となる。 

 

 

厚生労働省Ｑ＆Ａ 個別機能訓練加算 

平成 30年度介護報酬改定に関する Q＆A（Vol.1）（平成 30年 3月 23日） 

（問） 

はり師・きゅう師を機能訓練指導員として雇う際に、実際に、理学療法士、作業療法士、言語聴覚

士、看護職員、柔道整復師又はあん摩マッサージ指圧師の資格を有する機能訓練指導員を配置した

事業所で六月以上機能訓練指導に従事した経験を有することをどのように確認するのか。 

（答） 
例えば、当該はり師・きゅう師が機能訓練指導に従事した事業所の管理者が書面でそれを証してい

ることを確認すれば、確認として十分である。 
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栄養アセスメント加算   

    

１ 単位数・加算要件 

５０単位／月 

※次に掲げるいずれの基準にも適合しているものとして、電子情報処理組織を使用する方法により、市町村長に対

し、老健局長が定める様式による届出を行った単独型・併設型指定認知症対応型通所介護事業所又は共用型

指定認知症対応型通所介護事業所が、利用者に対して、管理栄養士が介護職員等と共同して栄養アセスメント

（利用者ごとの低栄養状態のリスク及び解決すべき課題を把握することをいう。以下この注において同じ。）を行っ

た場合は、栄養アセスメント加算として、１月につき５０単位を所定単位数に加算する。ただし、当該利用者が栄

養改善加算の算定に係る栄養改善サービスを受けている間及び当該栄養改善サービスが終了した日の属する月

は、算定しない。  

基 準 

（１） 当該事業所の従業者として又は外部との連携により管理栄養士を１名以上配置していること。 

（２） 利用者ごとに、管理栄養士、看護職員、介護職員、生活相談員その他の職種の者が共同して栄養

アセスメントを実施し、当該利用者又はその家族に対してその結果を説明し、相談等に必要に応じ対

応すること。 

（３） 利用者ごとの栄養状態等の情報を厚生労働省に提出し、栄養管理の実施に当たって、当該情報そ

の他栄養管理の適切かつ有効な実施のために必要な情報を活用していること。 

（４） 定員超過利用・人員基準欠如に該当していないこと。 
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➢ 留意事項 
 

① 栄養アセスメント加算の算定に係る栄養アセスメントは、利用者ごとに行われるケアマネジメントの一

環として行われることに留意すること。 

 

② 当該事業所の職員として、又は外部（他の介護事業所（栄養アセスメント加算の対象事業所に限る。）、

医療機関、介護保険施設（栄養マネジメント強化加算の算定要件として規定する員数を超えて管理栄養士

を置いているもの又は常勤の管理栄養士を１名以上配置しているものに限る。）又は公益社団法人日本栄

養士会若しくは都道府県栄養士会が設置し、運営する「栄養ケア・ステーション」）との連携により、管

理栄養士を１名以上配置して行うものであること。 

 

③ 栄養アセスメントについては、３月に１回以上、イからニまでに掲げる手順により行うこと。あわせ

て、利用者の体重については、１月毎に測定すること。 

 

イ 利用者ごとの低栄養状態のリスクを、利用開始時に把握すること。 

ロ 管理栄養士、看護職員、介護職員、生活相談員その他の職種の者が共同して、利用者ごとの摂食・ 

嚥下機能及び食形態にも配慮しつつ、解決すべき栄養管理上の課題の把握を行うこと。 

ハ イ及びロの結果を当該利用者又はその家族に対して説明し、必要に応じ解決すべき栄養管理上の課題 

に応じた栄養食事相談、情報提供等を行うこと。 

ニ 低栄養状態にある利用者又はそのおそれのある利用者については、介護支援専門員と情報共有を行

い、栄養改善加算に係る栄養改善サービスの提供を検討するように依頼すること。 

 

④ 原則として、当該利用者が栄養改善加算の算定に係る栄養改善サービスを受けている間及び当該栄養改 

善サービスが終了した日の属する月は、栄養アセスメント加算は算定しないが、栄養アセスメント加算

に基づく栄養アセスメントの結果、栄養改善加算に係る栄養改善サービスの提供が必要と判断された場

合は、栄養アセスメント加算の算定月でも栄養改善加算を算定できること。 

 

⑤ 厚生労働省への情報の提出については、ＬＩＦＥを用いて行うこととする。ＬＩＦＥへの提出情報、提

出頻度等については、「科学的介護情報システム（ＬＩＦＥ）関連加算に関する基本的考え方並びに事務

処理手順及び様式例の提示について」を参照されたい。サービスの質の向上を図るため、ＬＩＦＥへの提

出情報及びフィードバック情報を活用し、利用者の状態に応じた栄養管理の内容の決定（Ｐｌａｎ）、当

該決定に基づく支援の提供（Ｄｏ）、当該支援内容の評価（Ｃｈｅｃｋ）、その評価結果を踏まえた栄養管

理の内容の見直し・改善（Ａｃｔｉｏｎ）の一連のサイクル（ＰＤＣＡサイクル）により、サービスの質

の管理を行うこと。提出された情報については、国民の健康の保持増進及びその有する能力の維持向上に

資するため、適宜活用されるものである。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

77 

厚生労働省Ｑ＆Ａ 栄養アセスメント加算について 

令和３年度介護報酬改定に関するＱ＆Ａ（Vol.６）（令和３年４月 15日） 

（問） 
要件として定められた情報を「やむを得ない場合を除き、すべて提出すること」とされている

が、「やむを得ない場合」とはどのような場合か。 

（答） 

「やむを得ない場合」とは以下のような状況が含まれると想定される。 

・通所サービスの利用者について、情報を提出すべき月において、当該月の中旬に評価を行う予

定であったが、緊急で月初に入院することとなり、当該利用者について情報の提出ができなかっ

た場合・全身状態が急速に悪化した入所者について、必須項目である体重等が測定できず、一部

の情報しか提出できなかった場合 

・システムトラブル等により情報の提出ができなかった場合 

やむを得ない「システムトラブル等」には以下のようなものが含まれる。 

→LIFEシステム本体や介護ソフトの不具合等のやむを得ない事情によりデータ提出が困難な場合 

→介護ソフトのバージョンアップ（LIFE の仕様に適応したバージョンへの更新）が間に合わない

ことで期限までのデータ提出が困難な場合 

→LIFE システムにデータを登録・提出するパソコンが故障し、パソコンやデータの復旧が間に合

わない等、データ提出が困難となった場合 

 等のやむを得ない場合においては、事業所・施設の利用者又は入所者全員に当該加算を算定する

ことは可能である。 

ただし、情報の提出が困難であった理由については、介護記録等に明記しておく必要がある。 

 

 

厚生労働省Ｑ＆Ａ 栄養アセスメント加算について 

令和３年度介護報酬改定に関するＱ＆Ａ（Vol.10）（令和３年６月９日） 

（問） 
利用者が、複数の通所事業所等を利用している場合、栄養アセスメント加算の算定事業者はどの

ように判断するのか。 

（答） 

利用者が、複数の通所事業所等を利用している場合は、栄養アセスメントを行う事業所につい

て、 

・サービス担当者会議等で、利用者が利用している各種サービスと栄養状態との関連性や実施時

間の実績、利用者又は家族の希望等も踏まえて検討した上で、 

・介護支援専門員が事業所間の調整を行い、決定することとし、 

 原則として、当該事業所が継続的に栄養アセスメントを実施すること。 
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栄養改善加算  
    

１ 単位数・加算要件 

２００単位／回 

※次に掲げるいずれの基準にも適合しているものとして、電子情報処理組織を使用する方法により、市町村長に対

し、老健局長が定める様式による届出を行い、かつ、低栄養状態にある利用者又はそのおそれのある利用者に対し

て、栄養改善サービスを行った場合は、栄養改善加算として、３月以内の期間に限り１月に２回を限度として１

回につき２００単位を所定単位数に加算する。ただし、栄養改善サービスの開始から３月ごとの利用者の栄養状

態の評価の結果、低栄養状態が改善せず、栄養改善サービスを引き続き行うことが必要と認められる利用者につい

ては、引き続き算定することができる。 

 

基 準 

（１） 当該事業所の従業者として又は外部との連携により管理栄養士を１名以上配置していること。 

（２） 利用者の栄養状態を利用開始時に把握し、管理栄養士等が共同して、利用者ごとの摂食・嚥（え

ん）下機能及び食形態にも配慮した栄養ケア計画を作成していること。 

（３） 利用者ごとの栄養ケア計画に従い、必要に応じて当該利用者の居宅を訪問し、管理栄養士等が栄

養改善サービスを行っているとともに、利用者の栄養状態を定期的に記録していること。 

（４） 利用者ごとの栄養ケア計画の進捗状況を定期的に評価していること。 

（５） 定員超過利用・人員基準欠如に該当していないこと。 
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➢ 留意事項 
① 栄養改善加算の算定に係る栄養改善サービスの提供は、利用者ごとに行われるケアマネジメントの一環
として行われることに留意すること。 

② 当該事業所の職員として、又は外部（他の介護事業所（栄養改善加算の対象事業所に限る。）、医療機
関、介護保険施設（栄養マネジメント強化加算の算定要件として規定する員数を超えて管理栄養士を置い
ているもの又は常勤の管理栄養士を１名以上配置しているものに限る。）又は公益社団法人日本栄養士会
若しくは都道府県栄養士会が設置し、運営する「栄養ケア・ステーション」）との連携により、管理栄養
士を１名以上配置して行うものであること。 

③ 栄養改善加算を算定できる利用者は、次のイからホのいずれかに該当する者であって、栄養改善サービ
スの提供が必要と認められる者とすること。 
イ ＢＭＩが 18.5未満である者 
ロ １～６月間で３％以上の体重の減少が認められる者又は「地域支援事業の実施について」（平成 18年
６月９日老発第 0609001号厚生労働省老健局長通知）に規定する基本チェックリストの№(11)の項目が
「１」に該当する者 

ハ 血清アルブミン値が 3.5ｇ／ｄｌ以下である者 
ニ 食事摂取量が不良（75％以下）である者 
ホ その他低栄養状態にある又はそのおそれがあると認められる者 

なお、次のような問題を有する者については、前記イからホのいずれかの項目に該当するかどうか、適
宜確認されたい。 
 
・口腔及び摂食・嚥下機能の問題（基本チェックリストの口腔機能に関連する(13)、(14)、(15)のいずれ
かの項目において「１」に該当する者などを含む。） 

・生活機能の低下の問題 
・褥瘡に関する問題 
・食欲の低下の問題 
・閉じこもりの問題（基本チェックリストの閉じこもりに関連する(16)、(17)のいずれかの項目において 
「１」に該当する者などを含む。） 
・認知症の問題（基本チェックリストの認知症に関連する(18)、(19)、(20)のいずれかの項目において
「１」に該当する者などを含む。） 
・うつの問題（基本チェックリストのうつに関連する(21)から(25)の項目において、２項目以上「１」に
該当する者などを含む。） 

 
④ 栄養改善サービスの提供は、以下のイからヘまでに掲げる手順を経てなされる。 
イ 利用者ごとの低栄養状態のリスクを、利用開始時に把握すること。 
ロ 利用開始時に、管理栄養士が中心となって、利用者ごとの摂食・嚥下機能及び食形態にも配慮しつ
つ、栄養状態に関する解決すべき課題の把握（以下「栄養アセスメント」という。）を行い、管理栄養
士、看護職員、介護職員、生活相談員その他の職種の者が共同して、栄養食事相談に関する事項（食事
に関する内容の説明等）、解決すべき栄養管理上の課題等に対し取り組むべき事項等を記載した栄養ケ
ア計画を作成すること。作成した栄養ケア計画については、栄養改善サービスの対象となる利用者又は
その家族に説明し、その同意を得ること。なお、地域密着型通所介護においては、栄養ケア計画に相当
する内容を地域密着型通所介護計画の中に記載する場合は、その記載をもって栄養ケア計画の作成に代
えることができるものとすること。 

ハ 栄養ケア計画に基づき、管理栄養士等が利用者ごとに栄養改善サービスを提供すること。その際、栄
養ケア計画に実施上の問題点があれば直ちに当該計画を修正すること。 

ニ 栄養改善サービスの提供に当たり、居宅における食事の状況を聞き取った結果、課題がある場合は、
当該課題を解決するため、利用者又はその家族の同意を得て、当該利用者の居宅を訪問し、居宅での食
事状況・食事環境等の具体的な課題の把握や、主として食事の準備をする者に対する栄養食事相談等の
栄養改善サービスを提供すること。 

ホ 利用者の栄養状態に応じて、定期的に、利用者の生活機能の状況を検討し、おおむね３月ごとに体重
を測定する等により栄養状態の評価を行い、その結果を当該利用者を担当する介護支援専門員や主治の
医師に対して情報提供すること。 

ヘ 指定地域密着型サービス基準第 37条において準用する第３条の 18に規定するサービスの提供の記録
において利用者ごとの栄養ケア計画に従い管理栄養士が利用者の栄養状態を定期的に記録する場合は、
当該記録とは別に栄養改善加算の算定のために利用者の栄養状態を定期的に記録する必要はないものと
すること。 

 
⑤ おおむね３月ごとの評価の結果、③のイからホまでのいずれかに該当する者であって、継続的に管理栄
養士等がサービス提供を行うことにより、栄養改善の効果が期待できると認められるものについては、継
続的に栄養改善サービスを提供する。 
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厚生労働省Ｑ＆Ａ 栄養改善加算 

介護制度改革 information vol.78 平成 18年 4月改定関係 Q＆A(vol.1) 

（問） 管理栄養士を配置することが算定要件になっているが、常勤・非常勤の別を問わないのか。 

（答） 

管理栄養士の配置については、常勤に限るものではなく、非常勤でも構わないが、非常勤の場合に

は、利用者の状況の把握・評価、計画の作成、多職種協働によるサービスの提供等の業務が遂行で

きるような勤務体制が必要である。（なお、居宅サービスの介護・リハビリテーションにおける栄

養改善加算についても同様の取扱いである｡） 

 
 

厚生労働省Ｑ＆Ａ 栄養改善加算 

介護制度改革 information vol.78 平成 18年 4月改定関係 Q＆A(vol.1) 

（問） 
管理栄養士は給食管理業務を委託している業者の管理栄養士でも認められるのか。労働者派遣法に

より派遣された管理栄養士ではどうか。 

（答） 

当該加算に係る栄養管理の業務は、介護予防通所介護・通所リハビリテーション事業者に雇用され

た管理栄養士（労働者派違法に基づく紹介予定派遣により派遣された管理栄養士を含む｡）が行う

ものであり、御指摘の給食管理業務を委託している業者の管理栄養士では認められない。なお、食

事の提供の観点から給食管理業務を委託している業者の管理栄養士の協力を得ることは差し支えな

い。（居宅サービスの通所介護・通所リハビリテーションにおける栄養改善加算についても同様の

取扱いである｡） 

 
 

厚生労働省Ｑ＆Ａ 栄養改善加算 

介護制度改革 information vol.78 平成 18年 4月改定関係 Q＆A(vol.1) 

（問） 管理栄養士ではなく、栄養士でも適切な個別メニューを作成することができれば認められるのか。 

（答） 

適切なサービス提供の観点から、加算の算定には、管理栄養士を配置し、当該者を中心に、多職種

協働により行うことが必要である。（なお、居宅サービスの介護・リハビリテーションにおける栄

養改善加算についても同様の取扱いである｡） 

 
 

厚生労働省Ｑ＆Ａ 栄養改善加算 

介護制度改革 information vol.78 平成 18年 4月改定関係 Q＆A(vol.1) 

（問） 管理栄養士ではなく、栄養士でも適切な個別メニューを作成することができれば認められるのか。 

（答） 

適切なサービス提供の観点から、加算の算定には、管理栄養士を配置し、当該者を中心に、多職種

協働により行うことが必要である。（なお、居宅サービスの介護・リハビリテーションにおける栄

養改善加算についても同様の取扱いである｡） 
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厚生労働省Ｑ＆Ａ 栄養改善加算 

介護保険最新情報 vol.69 平成 21年 4月改定関係 Q＆A(vol.1) 

（問） 

当該加算が算定できる者の要件について、その他低栄養状態にある又はそのおそれがあると認めら

れる者とは具体的内容如何。また、食事摂取量が不良の者（７５％以下）とはどういった者を指す

のか。 

（答） 

その他低栄養状態にある又はそのおそれがあると認められる者とは、以下のような場合が考えられ

る。 

・ 医師が医学的な判断により低栄養状態にある又はそのおそれがあると認める場合。 

・ イ～ニの項目に掲げられている基準を満たさない場合であっても、認定調査票の「えん下」、「食

事摂取」、「口腔清潔」、「特別な医療について」などの項目や、特記事項、主治医意見書などから、

低栄養状態にある又はそのおそれがあると、サービス担当者会議において認められる場合。 

なお、低栄養状態のおそれがあると認められる者とは、現状の食生活を続けた場合に、低栄養状態

になる可能性が高いと判断される場合を想定している。 

また、食事摂取が不良の者とは、以下のような場合が考えられる 

・ 普段に比較し、食事摂取量が７５％以下である場合。 

・ １日の食事回数が２回以下であって、１回あたりの食事摂取量が普段より少ない場合。 

 
 

厚生労働省Ｑ＆Ａ 栄養改善加算 

介護保険最新情報 vol.79 平成 21年 4月改定関係 Q＆A(vol.2) 

（問） 
栄養改善サービスに必要な同意には、利用者又はその家族の自署又は押印は必ずしも必要ではない

と考えるが如何。 

（答） 

栄養改善サービスの開始などの際に、利用者又はその家族の同意を口頭で確認した場合には、栄養

ケア計画などに係る記録に利用者又はその家族が同意した旨を記載すればよく、利用者又はその家

族の自署又は押印は必須ではない。 

 
 

厚生労働省Ｑ＆Ａ 栄養改善加算 

令和３年度介護報酬改定に関するＱ＆Ａ（Vol.３）（令和３年３月 26日） 

（問） 
それぞれ別の通所介護・通所リハビリテーション事業所にしている場合、それぞれの事業所で同時

に栄養改善加算又は口腔機能向上加算を算定することはできるのか。 

（答） 

御指摘の件については、ケアマネジメントの過程で適切に判断されるものと認識しているが、①算

定要件として、それぞれの加算に係る実施内容等を勘案の上、１事業所における請求回数に限度を

設けていること、②２事業所において算定した場合の利用者負担等も勘案すべきことから、それぞ

れの事業所で栄養改善加算又は口腔機能向上加算を算定することは基本的には想定されない。 
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ADL 維持等加算  
  

１ 単位数 

ＡＤＬ維持等加算（Ⅰ）  ＡＤＬ維持等加算（Ⅱ） 

３０単位／月 ６０単位／月 

 

※別に厚生労働大臣が定める基準に適合しているものとして、電子情報処理組織を使用する方法により、市町村長

に対し、老健局長が定める様式による届出を行った単独型・併設型指定認知症対応型通所介護事業所又は共

用型指定認知症対応型通所介護事業所において、利用者に対して指定認知症対応型通所介護を行った場合

は、評価対象期間（ＡＤＬ維持等加算の算定を開始する月の前年の同月から起算して１２月までの期間）の

満了日の属する月の翌月から１２月以内の期間に限り、当該基準に掲げる区分に従い、１月につき次に掲げる単

位数を所定単位数に加算する。ただし、次に掲げるいずれかの加算を算定している場合においては、次に掲げるその

他の加算は算定しない。 

 

２ 加算要件 

厚生労働大臣が定める基準 
加算区分 

Ⅰ Ⅱ 

（１） 評価対象者（当該事業所又は当該施設の利用期間（（２）において

「評価対象利用期間」という。）が６月を超える者をいう。以下この号にお

いて同じ。）の総数が１０人以上であること。 

○ ○ 

（２） 評価対象者全員について、評価対象利用期間の初月（以下「評価対象

利用開始月」という。）と、当該月の翌月から起算して６月目（６月目に

サービスの利用がない場合については当該サービスの利用があった最終の

月）においてＡＤＬを評価し、その評価に基づく値（以下「ＡＤＬ値」と

いう。）を測定し、測定した日が属する月ごとに厚生労働省に当該測定を

提出していること。 

○ ○ 

（３） 評価対象者の評価対象利用開始月の翌月から起算して６月目の月に測

定したＡＤＬ値から評価対象利用開始月に測定したＡＤＬ値を控除し

て得た値を用いて一定の基準に基づき算出した値（以下「ＡＤＬ利得」と

いう。）の平均値が一以上であること。 

○  

（４）  評価対象者のＡＤＬ利得の平均値が３以上であること。 
 ○ 
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➢ 留意事項 
 

① ＡＤＬの評価は、一定の研修を受けた者により、Ｂａｒｔｈｅｌ Ｉｎｄｅｘを用いて行うものとす

る。 

② 大臣基準告示第 16 号の２イ(２)における厚生労働省へのＡＤＬ値の提出は、ＬＩＦＥを用いて行うこ

ととする。ＬＩＦＥへの提出情報、提出頻度等については、「科学的介護情報システム（ＬＩＦＥ）関連

加算に関する基本的考え方並びに事務処理手順及び様式例の提示について」を参照されたい。サービスの

質の向上を図るため、ＬＩＦＥへの提出情報及びフィードバック情報を活用し、利用者の状態に応じた個

別機能訓練計画の作成（Ｐｌａｎ）、当該計画に基づく個別機能訓練の実施（Ｄｏ）、当該実施内容の評価

（Ｃｈｅｃｋ）、その評価結果を踏まえた当該計画の見直し・改善（Ａｃｔｉｏｎ）の一連のサイクル

（ＰＤＣＡサイクル）により、サービスの質の管理を行うこと。提出された情報については、国民の健康

の保持増進及びその有する能力の維持向上に資するため、適宜活用されるものである。 

③ 大臣基準告示第 16 号の２イ(３)及びロ(２)におけるＡＤＬ利得は、評価対象利用開始月の翌月から起

算して６月目の月に測定したＡＤＬ値から、評価対象利用開始月に測定したＡＤＬ値を控除して得た値

に、次の表の上欄の評価対象利用開始月に測定したＡＤＬ値に応じてそれぞれ同表の下欄に掲げる値を加

えた値を平均して得た値とする。 

  

ＡＤＬ値が０以上 25以下 １ 

ＡＤＬ値が 30以上 50以下 １ 

ＡＤＬ値が 55以上 75以下 ２ 

ＡＤＬ値が 80以上 100以下 ３ 

 

④ ハ（③）においてＡＤＬ利得の平均を計算するに当たって対象とする者は、ＡＤＬ利得の多

い順に、上位 100 分の 10 に相当する利用者（その数に１未満の端数が生じたときは、これを切

り捨てるものとする。）及び下位 100分の 10に相当する利用者（その数に１未満の端数が生じた

ときは、これを切り捨てるものとする。）を除く利用者（以下この(12)において「評価対象利用

者」という。）とする。 

⑤ 加算を取得する月の前年の同月に、基準に適合しているものとして市町村長に届け出ている

場合は、届出の日から 12月後までの期間を評価対象期間とする。 

⑥ 令和６年度については、令和６年３月以前よりＡＤＬ維持等加算（Ⅱ）を算定している場

合、ＡＤＬ利得に関わらず、評価対象期間の満了日の属する月の翌月から 12 月に限り算定を継

続することができる。 

 

 

 

厚生労働省Ｑ＆Ａ ＡＤＬ維持等加算 

令和３年度介護報酬改定に関するＱ＆Ａ（Vol.３）（令和３年３月 26日） 

（問） ＬＩＦＥを用いた Barthel Indexの提出は、合計値でよいのか。 

（答） 

令和３年度にＡＤＬ維持等加算を算定する場合に、ＬＩＦＥを用いて提出する Barthel Index は合

計値でよいが、令和４年度以降にＡＤＬ維持等加算を算定することを目的として、Barthel Index

を提出する場合は、項目ごとの値を提出する必要がある。 
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厚生労働省Ｑ＆Ａ ＡＤＬ維持等加算 

令和３年度介護報酬改定に関するＱ＆Ａ（Vol.３）（令和３年３月 26日） 

（問） 事業所又は施設において、評価対象利用期間が６月を超えるとは、どのような意味か。 

（答） 

サービスの利用に当たり、６月以上のサービス提供に係る計画を策定し、支援を行っていた場合

において、計画期間の途中で当該サービスを利用していない月があったとしても、当該月を除い

て６月以上利用していれば評価対象者に含まれる。 

 

 

厚生労働省Ｑ＆Ａ ＡＤＬ維持等加算 

令和３年度介護報酬改定に関するＱ＆Ａ（Vol.３）（令和３年３月 26日） 

（問） 
同一施設内で予防サービスも行っている。要支援から要介護になった方の評価期間はどうなるの

か。 

（答） 要支援から要介護になった方については、要介護になった初月が評価対象利用開始月となる。 

 

 

厚生労働省Ｑ＆Ａ ＡＤＬ維持等加算 

令和３年度介護報酬改定に関するＱ＆Ａ（Vol.５）（令和３年４月９日） 

（問） 
ＡＤＬの評価は、一定の研修を受けた者により、Barthel Index（以下「ＢＩ」という。）を用い

て行うとあるが、「一定の研修」とはなにか。 

（答） 

・一定の研修とは、様々な主体によって実施されるＢＩの測定方法に係る研修を受講すること

や 、 厚 生 労 働 省 に お い て 作 成 予 定 の Ｂ Ｉ に 関 す る マ ニ ュ ア ル

（https://www.mhlw.go.jp/stf/shingi2/0000198094_00037.html）及びＢＩの測定についての動

画等を用いて、ＢＩの測定方法を学習することなどが考えられる。 

 

・また、事業所は、ＢＩによる評価を行う職員を、外部・内部の理学療法士、作業療法士、言語

聴覚士から指導を受ける研修に定期的に参加させ、その参加履歴を管理することなどによりＢＩ

の測定について、適切な質の管理を図る必要がある。加えて、これまでＢＩ による評価を実施し

たことがない職員が、はじめて評価を行う場合には、理学療法士等の同席の下で実施する等の対

応を行わねばならない。 

 

 

厚生労働省Ｑ＆Ａ ＡＤＬ維持等加算 

令和６年度介護報酬改定に関するＱ＆Ａ（Vol.１）（令和６年３月 15日） 

（問） 

ADL 維持等加算（Ⅱ）について、ADL 利得が「２以上」から「３以上」へ見直されることとなった

が、令和６年３月以前に評価対象期間の届出を行っている場合であっても、ADL維持等加算（Ⅱ）

の算定には ADL利得３以上である必要があるか。 

（答） 
令和５年４月以降が評価対象期間の始期となっている場合は、ADL 利得が３以上の場合に、ADL 維

持等加算（Ⅱ）を算定することができる。 
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生活機能向上連携加算   

 

１ 単位数 

（１）生活機能向上連携加算Ⅰ （２）生活機能向上連携加算Ⅱ 

１００単位／月 ２００単位／月 

※別に厚生労働大臣が定める基準に適合しているものとして、電子情報処理組織を使用する方法により、市町村長

に対し、老健局長が定める様式による届出を行った単独型・併設型指定認知症対応型通所介護事業所又は共用

型指定認知症対応型通所介護事業所において、外部との連携により、利用者の身体の状況等の評価を行い、かつ、

個別機能訓練計画を作成した場合には、当該基準に掲げる区分に従い、（１）については、利用者の急性増悪等

により当該個別機能訓練計画を見直した場合を除き３月に１回を限度として、１月につき、（２）については１月に

つき、上記に掲げる単位数を所定単位数に加算する。ただし、上記に掲げるいずれかの加算を算定している場合におい

ては、上記に掲げるその他の加算は算定しない。また、個別機能訓練加算を算定している場合、（１）は算定せず、

（２）は１月につき１００単位を所定単位数に加算する。                              

２ 加算要件 

厚生労働大臣が定める基準 
加算区分 

Ⅰ Ⅱ 

（１） 指定訪問リハビリテーション事業所、指定通所リハビリテーション事業所又はリハビリテ

ーションを実施している医療提供施設の理学療法士、作業療法士、言語聴覚士又

は医師の助言に基づき、当該指定通所介護事業所、指定地域密着型通所介護

事業所、指定認知症対応型通所介護事業所又は指定相当通所型サービス事業

所の機能訓練指導員等が共同して利用者の身体状況等の評価及び個別機能訓

練計画の作成を行っていること。 

○  

（２） 指定訪問リハビリテーション事業所、指定通所リハビリテーション事業所又はリハビリテ

ーションを実施している医療提供施設の理学療法士等が、当該指定通所介護事業

所、指定地域密着型通所介護事業所、指定認知症対応型通所介護事業所又

は指定相当通所型サービス事業所を訪問し、当該事業所の機能訓練指導員等が

共同して利用者の身体状況等の評価及び個別機能訓練計画の作成を行っている

こと。 

 ○ 

（３） 個別機能訓練計画に基づき、利用者の身体機能又は生活機能の向上を目的とす

る機能訓練の項目を準備し、機能訓練指導員等が利用者の心身の状況に応じた

機能訓練を適切に提供していること。 

○ ○ 

（４） （１）の評価に基づき、個別機能訓練計画の進捗状況等を３月ごとに１回以上

評価し、利用者又はその家族に対し、機能訓練の内容と個別機能訓練計画の進

捗状況等を説明し、必要に応じて訓練内容の見直し等を行っていること。 

○ ○ 
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➢ 留意事項（地域密着型通所介護は認知症対応型通所介護に読み替え） 
 
① 生活機能向上連携加算（Ⅰ） 

イ 生活機能向上連携加算（Ⅰ）は、指定訪問リハビリテーション事業所、指定通所リハビリテ

ーション事業所又はリハビリテーションを実施している医療提供施設（病院にあっては、許可

病床数が 200床未満のもの又は当該病院を中心とした半径４キロメートル以内に診療所が存在

しないものに限る。以下この(12)において同じ。）の理学療法士、作業療法士、言語聴覚士又は

医師（以下この(12)において「理学療法士等」という。）の助言に基づき、当該指定地域密着型

通所介護事業所の機能訓練指導員、看護職員、介護職員、生活相談員その他の職種の者（以下

「機能訓練指導員等」という。）が共同してアセスメント、利用者の身体の状況等の評価及び個

別機能訓練計画の作成を行っていること。その際、理学療法士等は、機能訓練指導員等に対

し、日常生活上の留意点、介護の工夫等に関する助言を行うこと。この場合の「リハビリテー

ションを実施している医療提供施設」とは、診療報酬における疾患別リハビリテーション料の

届出を行っている病院若しくは診療所又は介護老人保健施設、介護療養型医療施設若しくは介

護医療院であること。 
 
ロ 個別機能訓練計画の作成に当たっては、指定訪問リハビリテーション事業所、指定通所リハ

ビリテーション事業所又はリハビリテーションを実施している医療提供施設の理学療法士等

は、当該利用者のＡＤＬ（寝返り、起き上がり、移乗、歩行、着衣、入浴、排せつ等）及びＩ

ＡＤＬ（調理、掃除、買物、金銭管理、服薬状況等）に関する状況について、指定訪問リハビ

リテーション事業所、指定通所リハビリテーション事業所又はリハビリテーションを実施して

いる医療提供施設の場において把握し、又は、指定地域密着型通所介護事業所の機能訓練指導

員等と連携してＩＣＴを活用した動画やテレビ電話を用いて把握した上で、当該指定地域密着

型通所介護事業所の機能訓練指導員等に助言を行うこと。なお、ＩＣＴを活用した動画やテレ

ビ電話を用いる場合においては、理学療法士等がＡＤＬ及びＩＡＤＬに関する利用者の状況に

ついて適切に把握することができるよう、理学療法士等と機能訓練指導員等で事前に方法等を

調整するものとする。 
 
ハ 個別機能訓練計画には、利用者ごとにその目標、実施時間、実施方法等の内容を記載しなけ

ればならない。目標については、利用者又はその家族の意向及び当該利用者を担当する介護支

援専門員の意見も踏まえ策定することとし、当該利用者の意欲の向上につながるよう、段階的

な目標を設定するなど可能な限り具体的かつ分かりやすい目標とすること。なお、個別機能訓

練計画に相当する内容を地域密着型通所介護計画の中に記載する場合は、その記載をもって個

別機能訓練計画の作成に代えることができるものとすること。 
 
ニ 個別機能訓練計画に基づき、利用者の身体機能又は生活機能の向上を目的とする機能訓練の

項目を準備し、機能訓練指導員等が、利用者の心身の状況に応じて計画的に機能訓練を適切に

提供していること。 
 
ホ 個別機能訓練計画の進捗状況等の評価について 

 機能訓練指導員等は、各月における評価内容や目標の達成度合いについて、利用者又はその

家族及び理学療法士等に報告・相談し、理学療法士等から必要な助言を得た上で、必要に応じ

て当該利用者又はその家族（以下このホにおいて「利用者等」という。）の意向を確認の上、当

該利用者のＡＤＬやＩＡＤＬの改善状況を踏まえた目標の見直しや訓練内容の変更など適切な

対応を行うこと。理学療法士等は、機能訓練指導員等と共同で、３月ごとに１回以上、個別機

能訓練の進捗状況等について評価した上で、機能訓練指導員等が利用者又はその家族に対して

個別機能訓練計画の内容（評価を含む。）や進捗状況等を説明していること。また、利用者等に

対する説明は、テレビ電話装置等を活用して行うことができるものとすること。ただし、テレ

ビ電話装置等の活用について当該利用者等の同意を得なければならないこと。なお、テレビ電

話装置等の活用に当たっては、個人情報保護委員会・厚生労働省「医療・介護関係事業者にお

ける個人情報の適切な取扱いのためのガイダンス」、厚生労働省「医療情報システムの安全管理

に関するガイドライン」等を遵守すること。 
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ヘ 機能訓練に関する記録（実施時間、訓練内容、担当者等）は、利用者ごとに保管され、常

に当該事業所の機能訓練指導員等により閲覧が可能であるようにすること。 

 

ト 生活機能向上連携加算（Ⅰ）は個別機能訓練計画に基づき個別機能訓練を提供した初回の

月に限り、算定されるものである。なお、イの助言に基づき個別機能訓練計画を見直した場

合には、本加算を再度算定することは可能であるが、利用者の急性増悪等により個別機能訓

練計画を見直した場合を除き、個別機能訓練計画に基づき個別機能訓練を提供した初回の月

の翌月及び翌々月は本加算を算定しない。 

 

② 生活機能向上連携加算（Ⅱ） 

イ 生活機能向上連携加算（Ⅱ）は、指定訪問リハビリテーション事業所、指定通所リハビリ

テーション事業所又はリハビリテーションを実施している医療提供施設の理学療法士等が、

当該指定地域密着型通所介護事業所を訪問し、当該事業所の機能訓練指導員等と共同して、

利用者の身体の状況等の評価及び個別機能訓練計画の作成を行っていること。その際、理学

療法士等は、機能訓練指導員等に対し、日常生活上の留意点、介護の工夫等に関する助言を

行うこと。この場合の「リハビリテーションを実施している医療提供施設」とは、診療報酬

における疾患別リハビリテーション料の届出を行っている病院若しくは診療所又は介護老人

保健施設、介護療養型医療施設若しくは介護医療院であること。 

 

ロ 個別機能訓練計画の進捗状況等の評価について 

 機能訓練指導員等は、各月における評価内容や目標の達成度合いについて、利用者又はそ

の家族及び理学療法士等に報告・相談し、理学療法士等から必要な助言を得た上で、必要に

応じて当該利用者又はその家族の意向を確認の上、当該利用者のＡＤＬやＩＡＤＬの改善状

況を踏まえた目標の見直しや訓練内容の変更など適切な対応を行うこと。 

 

理学療法士等は、３月ごとに１回以上指定地域密着型通所介護事業所を訪問し、機能訓練

指導員等と共同で個別機能訓練の進捗状況等について評価した上で、機能訓練指導員等が、

利用者又はその家族に対して個別機能訓練計画の内容（評価を含む。）や進捗状況等を説明し

記録するとともに、必要に応じて訓練内容の見直し等を行うこと。 

 

ハ ①ハ、ニ及びヘによること。なお、個別機能訓練加算を算定している場合は、別に個別機

能訓練計画を作成する必要はないこと。 
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厚生労働省Ｑ＆Ａ 生活機能向上連携加算 

平成 30年度介護報酬改定に関する Q＆A（Vol.1）（平成 30年 3月 23日） 

（問） 

生活機能向上連携加算（Ⅱ）について、告示上、「訪問リハビリテーション、通所リハビリテーシ

ョン等の一環として当該利用者の居宅を訪問する際にサービス提供責任者が同行する等により」

とされているが、「一環」とは具体的にはどのようなものか。 

（答） 

具体的には、訪問リハビリテーションであれば、訪問リハビリテーションで訪問する際に訪問介

護事業所のサービス提供責任者が同行することであるが、リハビリテーションを実施している医

療提供施設の医師については、訪問診療を行う際等に訪問介護事業所のサービス提供責任者が同

行することが考えられる。 

 

 

厚生労働省Ｑ＆Ａ 生活機能向上連携加算 

平成 30年度介護報酬改定に関する Q＆A（Vol.4）（平成 30年 5月 29日）」 

（問） 

「ＩＣＴを活用した動画やテレビ電話を用いる場合においては、理学療法士等がＡＤＬ及びＩＡ

ＤＬに関する利用者の状況について適切に把握することができるよう、理学療法士等とサービス

提供責任者で事前に方法等を調整するものとする」とあるが、具体的にはどのような方法がある

のか。 

（答） 

利用者のＡＤＬ（寝返り、 起き上がり、移乗、歩行、着衣、入浴、排せつ等）及びＩＡＤＬ（調

理、掃除、買物、金銭管理、服薬状況等）に関する利用者の状況及びその改善可能性の評価（以

下「生活機能アセスメント」という。）を行った上で、訪問介護計画には、生活機能アセスメント

の結果のほか、次に掲げるその他の日々の暮らしの中で必要な機能の向上に資する内容を記載し

なければならないことから、外部の理学療法士等は、生活機能アセスメントに留意した助言を行

うことが求められる。 

① 利用者が日々の暮らしの中で可能な限り自立して行おうとする行為の内容 

② 生活機能アセスメントの結果に基づき、①の内容について定めた３月を目途とする達成目標 

③ ②の目標を達成するために経過的に達成すべき各月の目標 

④ ②及び③の目標を達成するために訪問介護員等が行う介助等の内容 

 

 ＩＣＴを活用した動画やテレビ電話を用いる場合については、具体的には次のような方法が考え

られる。 

① 訪問介護事業所のサービス提供責任者と外部の理学療法士等が、リアルタイムでのコミュニケ

ーション（ビデオ通話）が可能な情報通信機器を用いて、外部の理学療法士等が利用者のＡＤＬ

及びＩＡＤＬの状況を把握すること。なお、通信時間等の調整を行い、当該利用者の自宅（生活

の場・介護現場）にてビデオ通話を行うこと。 

② 訪問介護事業所のサービス提供責任者と外部の理学療法士等が、あらかじめ、動画によって利

用者のＡＤＬ及びＩＡＤＬの状況について適切に把握することができるよう、動画の撮影方法及

び撮影内容を調整した上で、訪問介護事業所のサービス提供責任者が利用者宅で動画撮影を行

い、当該動画データを外部の理学療法士等に提供することにより、外部の理学療法士等が利用者

のＡＤＬ及びＩＡＤＬの状況を把握すること。なお、当該利用者のＡＤＬ及びＩＡＤＬの動画内

容は、当該利用者の自宅（生活の場・介護現場）の環境状況、動作の一連の動き等がわかるよう

に撮影すること。また、実施に当たっては、利用者の同意を取るとともに、個人情報の適切な取

扱いに留意することが必要である。SNS（Social Networking Service）の利用については、セキュ

リティが十分に確保されていないサービスもあることから、一般社団法人保健医療福祉情報安全

管理適合性評価協会（HISPRO）が公表している「医療情報連携において、SNS を利用する際に気

を付けるべき事項」を参考に、適切な対策を講じることが適当である。なお、外部の理学療法士

等が、保険医療機関の電子カルテなどを含む医療情報システムと共通のネットワーク上の端末を

利用して行う場合には、厚生労働省「医療情報システムの安全管理に関するガイドライン（第５

版）」（平成 29年５月）に 

対応していることが必要である。 
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口腔・栄養スクリーニング加算   

 

１ 単位数 

  （１）口腔・栄養スクリーニング加算Ⅰ （２）口腔・栄養スクリーニング加算Ⅱ 

２０単位／回 ５単位／回 

 

※別に厚生労働大臣が定める基準に適合する単独型・併設型指定認知症対応型通所介護事業所又は共用型指

定認知症対応型通所介護事業所の従業者が、利用開始時及び利用中６月ごとに利用者の口腔の健康状態の

スクリーニング又は栄養状態のスクリーニングを行った場合に、口腔・栄養スクリーニング加算として、次に掲げる区分に

応じ、１回につき次に掲げる単位数を所定単位数に加算する。ただし、上記に掲げるいずれかの加算を算定している

場合においては、上記に掲げるその他の加算は算定せず、当該利用者について、当該事業所以外で既に口腔・栄

養スクリーニング加算を算定している場合は算定しない。 

 

２ 加算要件【口腔・栄養スクリーニング加算Ⅰ】 
 

厚生労働大臣が定める基準 

利用開始時及び利用中６月ごとに利用者の口腔の健康状態について確認を行い、当該利用者の口腔の健

康状態に関する情報（当該利用者の口腔の健康状態が低下しているおそれのある場合にあっては、その改善

に必要な情報を含む。）を当該利用者を担当する介護支援専門員に提供していること。 

利用開始時及び利用中６月ごとに利用者の栄養状態について確認を行い、当該利用者の栄養状態に関する

情報（当該利用者が低栄養状態の場合にあっては、低栄養状態の改善に必要な情報を含む。）を当該利

用者を担当する介護支援専門員に提供していること。 

算定日が属する月が、次に掲げる基準のいずれにも該当しないこと。 

（一）栄養アセスメント加算を算定している間である又は当該利用者が栄養改善加算の算定に係る栄養改

善サービスを受けている間である若しくは当該栄養改善サービスが終了した日の属する月（栄養状態のス

クリーニングを行った結果、栄養改善サービスが必要であると判断され、栄養改善サービスが開始された日の

属する月を除く。）であること。 

（二）当該利用者が口腔機能向上加算の算定に係る口腔機能向上サービスを受けている間である又は当該

口腔機能向上サービスが終了した日の属する月（口腔の健康状態のスクリーニングを行った結果、口腔機

能向上サービスが必要であると判断され、口腔機能向上サービスが開始された日の属する月を除く。）であ

ること。 

他の介護サービスの事業所において、当該利用者について、口腔連携強化加算を算定していないこと。 

定員超過利用・人員基準欠如に該当していないこと。 
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２ 加算要件【口腔・栄養スクリーニング加算Ⅱ】 
 

厚生労働大臣が定める基準 

A・B いずれかに適合す

ること 

A B 

利用開始時及び利用中６月ごとに利用者の口腔の健康状態について確認を行い、

当該利用者の口腔の健康状態に関する情報（当該利用者の口腔の健康状態が低

下しているおそれのある場合にあっては、その改善に必要な情報を含む。）を当該利用

者を担当する介護支援専門員に提供していること。 

○  

算定日が属する月が、栄養アセスメント加算を算定している間である又は当該利用者

が栄養改善加算の算定に係る栄養改善サービスを受けている間である若しくは当該栄

養改善サービスが終了した日の属する月（栄養状態のスクリーニングを行った結果、栄

養改善サービスが必要であると判断され、栄養改善サービスが開始された日の属する

月を除く。）であること。 

○  

算定日が属する月が、当該利用者が口腔機能向上加算の算定に係る口腔機能向

上サービスを受けている間及び当該口腔機能向上サービスが終了した日の属する月で

はないこと。 
○  

利用開始時及び利用中六月ごとに利用者の栄養状態について確認を行い、当該利

用者の栄養状態に関する情報（当該利用者が低栄養状態の場合にあっては、低栄

養状態の改善に必要な情報を含む。）を当該利用者を担当する介護支援専門員に

提供していること。 

 ○ 

算定日が属する月が、栄養アセスメント加算を算定していない、かつ、当該利用者が

栄養改善加算の算定に係る栄養改善サービスを受けている間又は当該栄養改善サ

ービスが終了した日の属する月ではないこと。 
 ○ 

算定日が属する月が、当該利用者が口腔機能向上加算の算定に係る口腔機能向 

上サービスを受けている間及び当該口腔機能向上サービスが終了した日の属する月 

（口腔の健康状態のスクリーニングを行った結果、口腔機能向上サービスが必要であ 

ると判断され、口腔機能向上サービスが開始された日の属する月を除く。）であること。 

 ○ 

他の介護サービスの事業所において、当該利用者について、口腔連携強化加算を算 

定していないこと。  ○ 

定員超過利用・人員基準欠如に該当していないこと。 
○ ○ 
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➢ 留意事項 
 
① 口腔・栄養スクリーニング加算の算定に係る口腔の健康状態のスクリーニング（以下「口腔

スクリーニング」という。）及び栄養状態のスクリーニング（以下「栄養スクリーニング」と
いう。）は、利用者ごとに行われるケアマネジメントの一環として行われることに留意するこ
と。なお、介護職員等は、利用者全員の口腔の健康状態及び栄養状態を継続的に把握するこ
と。 

 
② 口腔スクリーニング及び栄養スクリーニングは、利用者に対して、原則として一体的に実施

すべきものであること。ただし、大臣基準第 51号の６ロに規定する場合にあっては、口腔ス
クリーニング又は栄養スクリーニングの一方のみを行い、口腔・栄養スクリーニング加算
（Ⅱ）を算定することができる。 

 
③ 口腔スクリーニング及び栄養スクリーニングを行うに当たっては、利用者について、それぞ

れ次に掲げる確認を行い、確認した情報を介護支援専門員に対し、提供すること。なお、口腔
スクリーニング及び栄養スクリーニングの実施に当たっては、別途通知（「リハビリテーショ
ン・個別機能訓練、栄養、口腔の実施及び一体的取組について」）を参照されたい。 

 
イ 口腔スクリーニング 
ａ 硬いものを避け、柔らかいものを中心に食べる者 
ｂ 入れ歯を使っている者 
ｃ むせやすい者 

 
ロ 栄養スクリーニング 
ａ ＢＭＩが 18.5未満である者 
ｂ １～６月間で３％以上の体重の減少が認められる者又は「地域支援事業の実施について」

（平成 18年６月９日老発第 0609001号厚生労働省老健局長通知）に規定する基本チェッ
クリストのＮｏ．11の項目が「１」に該当する者 

ｃ 血清アルブミン値が 3.5ｇ／ｄｌ以下である者 
ｄ 食事摂取量が不良（75％以下）である者 

 
④ 口腔・栄養スクリーニング加算の算定を行う事業所については、サービス担当者会議で決定

することとし、原則として、当該事業所が当該加算に基づく口腔スクリーニング又は栄養スク
リーニングを継続的に実施すること。 

⑤ 口腔・栄養スクリーニング加算に基づく口腔スクリーニング又は栄養スクリーニングの結
果、栄養改善加算の算定に係る栄養改善サービス又は口腔機能向上加算の算定に係る口腔機能
向上サービスの提供が必要と判断された場合は、口腔・栄養スクリーニング加算の算定月でも
栄養改善加算又は口腔機能向上加算を算定できること。 
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口腔機能向上加算   

 

１ 単位数 

  （１）口腔機能向上加算Ⅰ （２）口腔機能向上加算Ⅱ 

１５０単位／回 １６０単位／回 

※別に厚生労働大臣が定める基準に適合しているものとして、電子情報処理組織を使用する方法により、市町村長

に対し、老健局長が定める様式による届出を行い、かつ、口腔機能が低下している利用者又はそのおそれのある利

用者に対して、当該利用者の口腔機能の向上を目的として、個別的に実施される口腔清掃の指導若しくは実施又

は摂食・嚥下機能に関する訓練の指導若しくは実施であって、利用者の心身の状態の維持又は向上に資すると認

められるもの（以下この注において「口腔機能向上サービス」という。）を行った場合は、口腔機能向上加算として、

当該基準に掲げる区分に従い、３月以内の期間に限り１月に２回を限度として１回につき次に掲げる単位数を所

定単位数に加算する。ただし、上記に掲げるいずれかの加算を算定している場合においては、上記に掲げるその他の

加算は算定しない。また、口腔機能向上サービスの開始から３月ごとの利用者の口腔機能の評価の結果、口腔機

能が向上せず、口腔機能向上サービスを引き続き行うことが必要と認められる利用者については、引き続き算定する

ことができる。 

 

２ 加算要件 

厚生労働大臣が定める基準 加算Ⅰ 加算Ⅱ 

言語聴覚士、歯科衛生士又は看護職員を１名以上配置していること。 ○ ○ 

利用者の口腔機能を利用開始時に把握し、言語聴覚士、歯科衛生士、看護職員、

介護職員、生活相談員その他の職種の者が共同して、利用者ごとの口腔機能改善

管理指導計画を作成していること。 

○ ○ 

利用者ごとの口腔機能改善管理指導計画に従い言語聴覚士、歯科衛生士又は看

護職員が口腔機能向上サービスを行っているとともに、利用者の口腔機能を定期的に

記録していること。 

○ ○ 

利用者ごとの口腔機能改善管理指導計画の進捗状況を定期的に評価していること。 ○ ○ 

利用者ごとの口腔機能改善管理指導計画等の内容等の情報を厚生労働省に提出

し、口腔機能向上サービスの実施に当たって、当該情報その他口腔衛生の管理の適

切かつ有効な実施のために必要な情報を活用していること。 

 ○ 

定員超過利用・人員基準欠如に該当していないこと。 
○ ○ 
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➢ 留意事項 
 
① 口腔機能向上加算の算定に係る口腔機能向上サービスの提供には、利用者ごとに行われるケ

アマネジメントの一環として行われることに留意すること。 
② 言語聴覚士、歯科衛生士又は看護職員を１名以上配置して行うものであること。 
③ 口腔機能向上加算を算定できる利用者は、次のイからハまでのいずれかに該当する者であっ

て、口腔機能向上サービスの提供が必要と認められる者とすること。 
 
イ 認定調査票における嚥下、食事摂取、口腔清潔の３項目のいずれかの項目において「１」

以外に該当する者 
ロ 基本チェックリストの口腔機能に関連する(13)、(14)、(15)の３項目のうち、２項目以上

が「１」に該当する者 
ハ その他口腔機能の低下している者又はそのおそれのある者 

④ 利用者の口腔の状態によっては、医療における対応を要する場合も想定されることから、必
要に応じて、介護支援専門員を通して主治医又は主治の歯科医師への情報提供、受診勧奨など
の適切な措置を講じることとする。なお、介護保険の口腔機能向上サービスとして「摂食・嚥
下機能に関する訓練の指導若しくは実施」を行っていない場合にあっては、加算は算定できな
い。 

⑤ 口腔機能向上サービスの提供は、以下のイからホまでに掲げる手順を経てなされる。 
 
イ 利用者ごとの口腔機能等の口腔の健康状態を、利用開始時に把握すること。 
ロ 利用開始時に、言語聴覚士、歯科衛生士又は看護職員が中心となって、利用者ごとの口腔

衛生、摂食・嚥下機能に関する解決すべき課題の把握を行い、言語聴覚士、歯科衛生士、看
護職員、介護職員、生活相談員その他の職種の者が共同して取り組むべき事項等を記載した
口腔機能改善管理指導計画を作成すること。作成した口腔機能改善管理指導計画について
は、口腔機能向上サービスの対象となる利用者又はその家族に説明し、その同意を得るこ
と。なお、地域密着型通所介護においては、口腔機能改善管理指導計画に相当する内容を地
域密着型通所介護計画の中に記載する場合は、その記載をもって口腔機能改善管理指導計画
の作成に代えることができるものとすること。 

ハ 口腔機能改善管理指導計画に基づき、言語聴覚士、歯科衛生士又は看護職員等が利用者ご
とに口腔機能向上サービスを提供すること。その際、口腔機能改善管理指導計画に実施上の
問題点があれば直ちに当該計画を修正すること。 

ニ 利用者の口腔機能の状態に応じて、定期的に、利用者の生活機能の状況を検討し、おおむ
ね３月ごとに口腔機能の状態の評価を行い、その結果について、当該利用者を担当する介護
支援専門員や主治の医師、主治の歯科医師に対して情報提供すること。 

ホ 指定地域密着型サービス基準第 37条において準用する第３条の 18に規定するサービスの
提供の記録において利用者ごとの口腔機能改善管理指導計画に従い言語聴覚士、歯科衛生士
又は看護職員が利用者の口腔機能を定期的に記録する場合は、当該記録とは別に口腔機能向
上加算の算定のために利用者の口腔機能を定期的に記録する必要はないものとすること。 

 
⑥ おおむね３月ごとの評価の結果、次のイ又はロのいずれかに該当する者であって、継続的に

言語聴覚士、歯科衛生士又は看護職員等がサービス提供を行うことにより、口腔機能の向上又
は維持の効果が期待できると認められるものについては、継続的に口腔機能向上サービスを提
供する。 

 
イ 口腔清潔・唾液分泌・咀嚼・嚥下・食事摂取等の口腔機能の低下が認められる状態の者 
ロ 当該サービスを継続しないことにより、口腔機能が低下するおそれのある者 

 
⑦ 口腔機能向上サービスの提供に当たっては、別途通知（「リハビリテーション・個別機能訓

練、栄養、口腔の実施及び一体的取組について」）を参照されたい。 
 
⑧ 厚生労働省への情報の提出については、ＬＩＦＥを用いて行うこととする。ＬＩＦＥへの提

出情報、提出頻度等については、「科学的介護情報システム（ＬＩＦＥ）関連加算に関する基
本的考え方並びに事務処理手順及び様式例の提示について」を参照されたい。サービスの質の
向上を図るため、ＬＩＦＥへの提出情報及びフィードバック情報を活用し、利用者の状態に応
じた口腔機能改善管理指導計画の作成（Ｐｌａｎ）、当該計画に基づく支援の提供（Ｄｏ）、当
該支援内容の評価（Ｃｈｅｃｋ）、その評価結果を踏まえた当該計画の見直し・改善（Ａｃｔ
ｉｏｎ）の一連のサイクル（ＰＤＣＡサイクル）により、サービスの質の管理を行うこと。 
提出された情報については、国民の健康の保持増進及びその有する能力の維持向上に資するた
め、適宜活用されるものである。 
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厚生労働省Ｑ＆Ａ 口腔機能向上加算 

介護保険最新情報 vol.69 平成 21年 4月改定関係 Q＆A(vol.1)  

（問） 
口腔機能向上加算を算定できる利用者として、「ハ その他口腔機能の低下している者又はそのおそ

れのある者」が挙げられているが、具体例としてはどのような者が対象となるか。 

（答） 

例えば、認定調査票のいずれの口腔関連項目も「１」に該当する者、基本チェックリストの口腔関

連項目の１項目のみが「１」に該当する又はいずれの口腔関連項目も「０」に該当する者であって

も、介護予防ケアマネジメント又はケアマネジメントにおける課題分析に当たって、認定調査票の

特記事項における記載内容（不足の判断根拠、介助方法の選択理由等）から、口腔機能の低下して

いる又はそのおそれがあると判断される者については算定できる利用者として差し支えない。同様

に、主治医意見書の摂食・嚥下機能に関する記載内容や特記すべき事項における記載内容（不足の

判断根拠、介助方法の選択理由等）から、口腔機能の低下している又はそのおそれがあると判断さ

れる者については算定できる利用者として差し支えない。同様に、主治医意見書の摂食・嚥下機能

に関する記載内容や特記すべき事項の記載内容等から口腔機能の低下している又はそのおそれがあ

ると判断される者、視認により口腔内の衛生状態に問題があると判断される者、医師、歯科医師、

介護支援専門員、サービス提供事業所等からの情報提供により口腔機能の低下している又はそのお

それがあると判断される者等についても算定して差し支えない。なお、口腔機能の課題分析に有用

な参考資料（口腔機能チェックシート等）は、「口腔機能向上マニュアル」確定版（平成２１年３

月）に収載されているので対象者を把握する際の判断の参考にされたい。 

 
 

厚生労働省Ｑ＆Ａ 口腔機能向上加算 

介護保険最新情報 vol.69 平成 21年 4月改定関係 Q＆A(vol.1)  

（問） 
口腔機能向上サービスの開始又は継続にあたって必要な同意には、利用者又はその家族の自署又は

押印は必ずしも必要ではないと考えるが如何。 

（答） 

口腔機能向上サービスの開始又は継続の際に利用者又はその家族の同意を口頭で確認し、口腔機能

改善管理指導計画又は再把握に係る記録等に利用者又はその家族が同意した旨を記載すればよく、

利用者又はその家族の自署又は押印は必須ではない。 

 
 

厚生労働省Ｑ＆Ａ 口腔機能向上加算 

介護保険最新情報 vol.79 平成 21年 4月改定関係 Q＆A(vol.2) 

（問） 
口腔機能向上加算について、歯科医療との重複の有無については、歯科医療機関又は事業所のいず

れにおいて判断するのか。 

（答） 

歯科医療を受診している場合の口腔機能向上加算の取扱いについて、患者又はその家族に説明した

上、歯科医療機関が患者又は家族等に提供する管理計画書(歯科疾患管理料を算定した場合）等に

基づき、歯科医療を受診した月に係る介護報酬の請求時に、事業所において判断する。 
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科学的介護推進体制加算   
 

１ 単位数 

    ４０単位／月 

２ 加算要件 

   次に掲げるいずれの基準にも適合しているものとして、電子情報処理組織を使用する方法により、市町村長に対

し、老健局長が定める様式による届出を行った単独型・併設型指定認知症対応型通所介護事業所又は共用

型指定認知症対応型通所介護事業所が、利用者に対し指定認知症対応型通所介護を行った場合は、科学

的介護推進体制加算として、１月につき４０単位を所定単位数に加算する。 

（１） 利用者ごとのＡＤＬ値、栄養状態、口腔機能、認知症の状況その他の利用者の心身の状況等に係る基本

的な情報を、厚生労働省に提出していること。 

（２） 必要に応じて認知症対応型通所介護計画を見直すなど、指定認知症対応型通所介護の提供に当たって、

（１）に規定する情報その他指定認知症対応型通所介護を適切かつ有効に提供するために必要な情報を

活用していること。 

 

 
➢ 留意事項 

 
① 科学的介護推進体制加算は、原則として利用者全員を対象として、利用者ごとに注 24に掲げる要件
を満たした場合に、当該事業所の利用者全員に対して算定できるものであること。 

 
② 情報の提出については、ＬＩＦＥを用いて行うこととする。ＬＩＦＥへの提出情報、提出頻度等に
ついては、「科学的介護情報システム（ＬＩＦＥ）関連加算に関する基本的考え方並びに事務処理手
順及び様式例の提示について」を参照されたい。 

 
③ 事業所は、利用者に提供するサービスの質を常に向上させていくため、計画（Ｐｌａｎ）、実行（Ｄ
ｏ）、評価（Ｃｈｅｃｋ）、改善（Ａｃｔｉｏｎ）のサイクル（ＰＤＣＡサイクル）により、質の高い
サービスを実施する体制を構築するとともに、その更なる向上に努めることが重要であり、具体的に
は、次のような一連の取組が求められる。したがって、情報を厚生労働省に提出するだけでは、本加
算の算定対象とはならない。 

 
イ 利用者の心身の状況等に係る基本的な情報に基づき、適切なサービスを提供するためのサービ
ス計画を作成する（Ｐｌａｎ）。 

 
ロ サービスの提供に当たっては、サービス計画に基づいて、利用者の自立支援や重度化防止に資
する介護を実施する（Ｄｏ）。 

 
ハ ＬＩＦＥへの提出情報及びフィードバック情報等も活用し、多職種が共同して、事業所の特性
やサービス提供の在り方について検証を行う（Ｃｈｅｃｋ）。 

 
ニ 検証結果に基づき、利用者のサービス計画を適切に見直し、事業所全体として、サービスの質
の更なる向上に努める（Ａｃｔｉｏｎ）。 

 
④ 提出された情報については、国民の健康の保持増進及びその有する能力の維持向上に資するため、
適宜活用されるものである。 
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厚生労働省Ｑ＆Ａ 科学的介護推進体制加算 

令和３年度介護報酬改定に関するＱ＆Ａ（Vol.３）（令和３年３月 26日） 

（問） 
要件として定められた情報を「やむを得ない場合を除き、すべて提出すること」とされていれる

が、「やむを得ない場合」とはどのような場合か。 

（答） 

・やむを得ない場合とは、例えば、通所サービスの利用者について、情報を提出すべき月におい

て、当該月の中旬に評価を行う予定であったが、緊急で月初に入院することとなり、当該利用者

について情報の提出ができなかった場合や、データを入力したにも関わらず、システムトラブル

等により提出ができなかった場合等、利用者単位で情報の提出ができなかった場合がある。 

・また、提出する情報についても、例えば、全身状態が急速に悪化した入所者について、必須項

目である体重等が測定できず、一部の情報しか提出できなかった場合等であっても、事業所・施

設の利用者又は入所者全員に当該加算を算定することは可能である。 

・ただし、情報の提出が困難であった理由について、介護記録等に明記しておく必要がある。 

 

 

厚生労働省Ｑ＆Ａ 科学的介護推進体制加算 

令和３年度介護報酬改定に関するＱ＆Ａ（Vol.３）（令和３年３月 26日） 

（問） 
ＬＩＦＥに提出する情報に、利用者の氏名や介護保険被保険者番号等の個人情報が含まれるが、

情報の提出に当たって、利用者の同意は必要か。 

（答） 

ＬＩＦＥの利用者登録の際に、氏名や介護保険被保険者番号等の個人情報を入力いただくが、Ｌ

ＩＦＥのシステムにはその一部を匿名化した情報が送られるため、個人情報を収集するものでは

ない。そのため、加算の算定に係る同意は必要ではあるものの、情報の提出自体については、利

用者の同意は必要ない。 

 

 

厚生労働省Ｑ＆Ａ 科学的介護推進体制加算 

令和３年度介護報酬改定に関するＱ＆Ａ（Vol.３）（令和３年３月 26日） 

（問） 
加算を算定しようと考えているが、例えば入所者のうち１人だけでも加算の算定に係る同意が取

れない場合には算定できないのか。 

（答） 

加算の算定に係る同意が得られない利用者又は入所者がいる場合であっても、当該者を含む原則

全ての利用者又は入所者に係る情報を提出すれば、加算の算定に係る同意が得られた利用者又は

入所者について算定が可能である。 
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厚生労働省Ｑ＆Ａ 科学的介護推進体制加算 

令和３年度介護報酬改定に関するＱ＆Ａ（Vol.５）（令和３年４月９日） 

（問） 

ＬＩＦＥに提出すべき情報は「科学的介護情報システム（ＬＩＦＥ）関連加算に関する基本的考

え方並びに事務処理手順及び様式例の提示について」（令和３年３月 16 日老老発 0316 第４号）の

各加算の様式例において示されているが、利用者又は入所者の評価等に当たっては、当該様式例

を必ず用いる必要があるのか。 

（答） 

・「科学的介護情報システム（ＬＩＦＥ）関連加算に関する基本的考え方並びに事務処理手順及び

様式例の提示について」（令和３年３月 16 日老老発 0316 第４号）においてお示しをしているとお

り、評価等が算定要件において求められるものについては、それぞれの加算で求められる項目

（様式で定められた項目）についての評価等が必要である。 

・ただし、同通知はあくまでもＬＩＦＥへの提出項目をお示ししたものであり、利用者又は入所

者の評価等において各加算における様式と同一のものを用いることを求めるものではない。 

 

 

厚生労働省Ｑ＆Ａ 科学的介護推進体制加算 

令和３年度介護報酬改定に関するＱ＆Ａ（Vol.10）（令和３年６月９日） 

（問） 
サービス利用中に入院等の事由により、一定期間サービス利用がなかった場合について、加

算の要件である情報提出の取扱い如何。 

（答） 

これらの加算については、算定要件として、サービスの利用を開始した日の属する月や、サービ

スの提供を終了する日の属する月の翌月 10 日までに、ＬＩＦＥへの情報提出を行っていただく

こととしている。 

・当該サービスの再開や当該施設への再入所を前提とした、短期間の入院等による 30 日未満の

サービス利用の中断については、当該中断の後、当該サービスの利用を再開した場合は、加算の

算定要件であるサービス利用終了時やサービス利用開始時の情報提出は必要ないものとして差し

支えない。 

・一方、長期間の入院等により、30 日以上、当該サービスの利用がない場合は、加算の算定要件

であるサービス利用終了時の情報提出が必要であるとともに、その後、当該サービスの利用を再

開した場合は、加算の算定要件であるサービス利用開始時の情報提出が必要となる。 

 

 

厚生労働省Ｑ＆Ａ 科学的介護推進体制加算 

令和３年度介護報酬改定に関するＱ＆Ａ（Vol.10）（令和３年６月９日） 

（問） 
サービス利用中に利用者の死亡により、当該サービスの利用が終了した場合について、加算の要

件である情報提出の取扱い如何。 

（答） 

当該利用者の死亡した月における情報を、サービス利用終了時の情報として提出する必要はある

が、死亡により、把握できない項目があった場合は、把握できた項目のみの提出でも差し支えな

い。 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

98 

厚生労働省Ｑ＆Ａ 科学的介護推進体制加算 

令和６年度介護報酬改定に関するＱ＆Ａ（Vol.１）（令和６年３月 15日） 

（問） 

月末よりサービスを利用開始した利用者に係る情報について、収集する時間が十分確保出来

ない等のやむを得ない場合については、当該サービスを利用開始した日の属する月（以下、

「利用開始月」という。）の翌々月の 10 日までに提出することとしても差し支えないとある

が、利用開始月の翌月の 10日までにデータ提出した場合は利用開始月より算定可能か。 

（答） 

・事業所が該当の加算の算定を開始しようとする月の翌月以降の月の最終週よりサービスの利用

を開始したなど、サービスの利用開始後に、利用者に係る情報を収集し、サービスの利用を開始

した翌月の 10 日までにデータ提出することが困難な場合は、当該利用者に限っては利用開始月の

翌々月の 10日までに提出することとしても差し支えないとしている。 

・ただし、加算の算定については LIFE へのデータ提出が要件となっているため、利用開始月の翌

月の 10 日までにデータを提出していない場合は、当該利用者に限り当該月の加算の算定はできな

い。当該月の翌々月の 10日までにデータ提出を行った場合は、当該月の翌月より算定が可能。 

・また、本取扱いについては、月末よりサービスを利用開始した場合に、利用開始月の翌月まで

にデータ提出し、当該月より加算を算定することを妨げるものではない。 

・なお、利用開始月の翌月の 10 日までにデータ提出が困難であった理由について、介護記録等に

明記しておく必要がある。 

 

 

厚生労働省Ｑ＆Ａ 科学的介護推進体制加算 

令和６年度介護報酬改定に関するＱ＆Ａ（Vol.１）（令和６年３月 15日） 

（問） 

事業所又は施設が加算の算定を開始しようとする月以降の月末にサービス利用開始した利用

者がおり、やむを得ず、当該利用者の当該月のデータ提出が困難な場合、当該利用者以外に

ついては算定可能か。 

（答） 

・原則として、事業所の利用者全員のデータ提出が求められている上記の加算について、月末に

サービス利用開始した利用者がおり、やむを得ず、当該月の当該利用者に係る情報を LIFE に提出

できない場合、その他のサービス利用者についてデータを提出していれば算定できる。 

・なお、情報の提出が困難であった理由について、介護記録等に明記しておく必要がある。 

・ただし、上記の場合や、その他やむを得ない場合（※）を除いて、事業所の利用者全員に係る

情報を提出していない場合は、加算を算定することができない。 

 

 

厚生労働省Ｑ＆Ａ LIFEへの提出情報について 

令和６年度介護報酬改定に関するＱ＆Ａ（Vol.１）（令和６年３月 15日） 

（問） 令和６年４月以降サービス提供分に係る LIFEへの提出情報如何。 

（答） 

・令和６年４月以降サービス提供分に係る LIFE への提出情報に関して、令和６年４月施行のサー

ビスについては、令和６年度改定に対応した様式情報を提出すること。 

・令和６年６月施行のサービス（訪問リハビリテーション、通所リハビリテーション、予防訪問

リハビリテーション、予防通所リハビリテーション）については、令和６年４～５月サービス提

供分の提出情報に限り、令和３年度改定に対応した様式情報と令和６年度改定に対応した様式の

提出情報の共通する部分を把握できる範囲で提出するか、令和６年度改定に対応した様式情報を

提出すること。 

・各加算で提出が必要な情報については、「科学的介護情報システム（LIFE）関連加算に関する基

本的な考え方並びに事務処理手順及び様式例の提示について」（令和６年３月 15 日）を参照され

たい。 
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厚生労働省Ｑ＆Ａ 介護記録ソフトの対応について 

令和６年度介護報酬改定に関するＱ＆Ａ（Vol.１）（令和６年３月 15日） 

（問） 

LIFE への入力について、事業所又は施設で使用している介護記録ソフトから CSV 連携により

入力を行っているが、LIFE へのデータ提出について、当該ソフトが令和６年度改定に対応し

た後に行うこととして差し支えないか。 

（答） 

・差し支えない。 

・事業所又は施設にて使用している介護記録ソフトを用いて令和６年度改定に対応した様式情報

の登録ができるようになってから、令和６年４月以降サービス提供分で提出が必要な情報につい

て、遡って、やむを得ない事情を除き令和６年 10 月 10 日までに LIFE へ提出することが必要であ

る。 

 

 

厚生労働省Ｑ＆Ａ 科学的介護推進体制加算 

令和６年度介護報酬改定に関するＱ＆Ａ（Vol.１）（令和６年３月 15日） 

（問） 

科学的介護推進体制加算のデータ提出頻度について、少なくとも６か月に１回から３か月に

１回に見直されたが、令和６年４月又は６月以降のいつから少なくとも３か月に１回提出す

ればよいか。 

（答） 

・科学的介護推進体制加算を算定する際に提出が必須とされている情報について、令和６年４月

又は６月以降は、少なくとも３か月に１回提出することが必要である。 

・例えば、令和５年２月に提出した場合は、６か月後の令和６年８月までに少なくとも１回デー

タ提出し、それ以降は３か月後の令和６年 11 月までに少なくとも１回のデータ提出が必要であ

る。 
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サービス提供体制強化加算 

 

１ 単位数 

加算区分 単位数 

サービス提供体制強化加算（Ⅰ）  ２２単位／回 

サービス提供体制強化加算（Ⅱ）  １８単位／回 

サービス提供体制強化加算（Ⅲ）  ６単位／回 

※別に厚生労働大臣が定める基準に適合しているものとして、電子情報処理組織を使用する方法により、市町村長

に対し、老健局長が定める様式による届出を行った単独型・併設型指定認知症対応型通所介護事業所又は共

用型指定認知症対応型通所介護事業所が、利用者に対し、指定認知症対応型通所介護を行った場合は、当該

基準に掲げる区分に従い、１回につき上記に掲げる所定単位数を加算する。ただし、上記に掲げるいずれかの加算

を算定している場合においては、上記に掲げるその他の加算は算定しない。 

 

２ 加算要件 

厚生労働大臣が定める基準 
加算区分 

Ⅰ Ⅱ Ⅲ 

(1) 事業所の介護職員の総数（共用型指定認知症対応型通所介護事業所に

あっては、設備を共用する指定認知症対応型共同生活介護事業所、指定

介護予防認知症対応型共同生活介護事業所、指定地域密着型特定施

設又は指定地域密着型介護老人福祉施設の介護職員の総数を含む。以

下同じ。）のうち、介護福祉士の占める割合が１００分の７０以上であるこ

と。 

(1) 

又

は 

(2) 

に

適

合 

  

(2) 事業所の介護職員の総数のうち、勤続年数１０年以上の介護福祉士の占

める割合が１００分の２５以上であること。 
  

(3) 事業所の介護職員の総数のうち、介護福祉士の占める割合が１００分の５

０以上であること。  ○  

(4) 単事業所の介護職員の総数のうち、介護福祉士の占める割合が１００分の

４０以上であること。 
  

(4) 

又

は 

(5) 

に

適

合 

(5) 事業所の指定認知症対応型通所介護を利用者に直接提供する職員の総

数（共用型指定認知症対応型通所介護事業所にあっては、設備を共用す

る指定認知症対応型共同生活介護事業所、指定介護予防認知症対応型

共同生活介護事業所、指定地域密着型特定施設又は指定地域密着型介

護老人福祉施設の指定認知症対応型共同生活介護、指定介護予防認知

症対応型共同生活介護、指定地域密着型特定施設入居者生活介護又は

指定地域密着型介護老人福祉施設入所者生活介護を直接提供する職員

の総数を含む。）のうち、勤続年数７年以上の者の占める割合が１００分

の３０以上であること。 

  

(6) 定員超過利用・人員基準欠如に該当していないこと。 
○ ○ ○ 
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➢ 留意事項 

① 職員の割合の算出に当たっては、常勤換算方法により算出した前年度（３月を除く。）の平均を用
いることとする。ただし、前年度の実績が６月に満たない事業所（新たに事業を開始し、又は再開
した事業所を含む。）については、届出日の属する月の前３月について、常勤換算方法により算出し
た平均を用いることとする。したがって、新たに事業を開始し、又は再開した事業者については、
４月目以降届出が可能となるものであること。なお、介護福祉士又は実務者研修修了者若しくは介
護職員基礎研修課程修了者については、各月の前月の末日時点で資格を取得又は研修の課程を修了
している者とすること。 

 
② 前号ただし書の場合にあっては、届出を行った月以降においても、直近３月間の職員の割合につ
き、毎月継続的に所定の割合を維持しなければならない。なお、その割合については、毎月記録す
るものとし、所定の割合を下回った場合については、直ちに第１の５の届出を提出しなければなら
ない。 

 
③ 勤続年数とは、各月の前月の末日時点における勤続年数をいうものとする。 
 
④ 勤続年数の算定に当たっては、当該事業所における勤務年数に加え、同一法人等の経営する他の
介護サービス事業所、病院、社会福祉施設等においてサービスを利用者に直接提供する職員として
勤務した年数を含めることができるものとする。 

 
⑤ 指定地域密着型通所介護（認知症対応型通所介護）を利用者に直接提供する職員又は指定療
養通所介護を利用者に直接提供する職員とは、生活相談員、看護職員、介護職員又は機能訓練
指導員として勤務を行う職員を指すものとする。 

 
⑥ 同一の事業所において介護予防認知症対応型通所介護を一体的に行っている場合において
は、本加算の計算も一体的に行うこととする。 
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厚生労働省Ｑ＆Ａ サービス提供体制強化加算 

介護保険最新情報 vol.69 平成 21年 4月改定関係 Q＆A(vol.1) 

（問） 

特定事業所加算及びサービス提供体制強化加算における介護福祉士又は介護職員基礎研修課程修

了者若しくは一級課程修了者とは、各月の前月の末日時点で資格を取得している者とされている

が、その具体的取扱いについて示されたい。 

（答） 

要件における介護福祉士等の取扱いについては、登録又は修了証明書の交付まで求めるものでは

なく、例えば介護福祉士については、平成２１年３月３１日に介護福祉士国家試験の合格又は養

成校の卒業を確認し、翌月以降に登録をした者については、平成２１年４月において介護福祉士

として含めることができる。また、研修については、全カリキュラムを修了していれば、修了証

明書の交付を待たずに研修修了者として含めることが可能である。 

なお、この場合において、事業者は当該資格取得等見込み者の、試験合格等の事実を試験センタ

ーのホームページ等で受験票と突合する等して確認し、当該職員に対し速やかな登録等を促すと

ともに、登録又は修了の事実を確認するべきものであること。 

 

 

厚生労働省Ｑ＆Ａ サービス提供体制強化加算 

介護保険最新情報 vol.69 平成 21年 4月改定関係 Q＆A(vol.1) 

（問） 
特定事業所加算及びサービス提供体制強化加算の要件のうち、計画的な研修の実施に係る要件の

留意事項を示されたい。 

（答） 

訪問介護員等（訪問入浴介護従業者等を含む。以下問３及び問４において同じ。）ごとに研修計画

を策定されることとしているが、当該計画の期間については定めていないため、当該訪問介護員

等の技能や経験に応じた適切な期間を設定する等、柔軟な計画策定をされたい。 

また、計画の策定については、全体像に加えて、訪問介護員等ごとに策定することとされている

が、この訪問介護員等ごとの計画については、職責、経験年数、勤続年数、所有資格及び本人の

意向等に応じ、職員をグループ分けして作成することも差し支えない。 

なお、計画については、すべての訪問介護員等が概ね１年の間に１回以上、なんらかの研修を実

施できるよう策定すること。 
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厚生労働省Ｑ＆Ａ サービス提供体制強化加算 

介護保険最新情報 vol.69 平成 21年 4月改定関係 Q＆A(vol.1) 

（問） 
特定事業所加算及びサービス提供体制強化加算の要件のうち、定期的な健康診断の実施に係る要

件の留意事項を示されたい。 

（答） 

本要件においては、労働安全衛生法により定期的に健康診断を実施することが義務づけられた

「常時使用する労働者」に該当しない訪問介護員等を含めた、すべての訪問介護員等に対して、

１年以内ごとに１回、定期的に医師による健康診断（常時使用する者に労働者に該当しない者に

対する健康診断の項目についても労働安全衛生法と同様とする）を、事業所の負担により実施す

ることとしている。 

また、「常時使用する労働者」に該当しない訪問介護員等に対する健康診断については、労働安全

衛生法における取扱いと同様、訪問介護員等が事業者の実施する健康診断を本人の都合で受診し

ない場合については、他の医師による健康診断（他の事業所が実施した健康診断を含む。）を受診

し、その者が当該健康診断の結果を証明する書面を提出したときは、健康診断の項目を省略でき

るほか、費用については本人負担としても差し支えない（この取扱いについては、高齢者の医療

の確保に関する法律により保険者が行う特定健康診査については、同法第２１条により労働安全

衛生法における健康診断が優先されることが定められているが、「常時使用する労働者」に該当し

ない訪問介護員等については、同条の適用はないことから、同様の取扱いとして差し支えな

い。）。 

 

 

厚生労働省Ｑ＆Ａ サービス提供体制強化加算 

介護保険最新情報 vol.69 平成 21年 4月改定関係 Q＆A(vol.1) 

（問） 産休や病欠している期間は含めないと考えるのか。 

（答） 
産休や介護休業、育児休業期間中は雇用関係が継続していることから、勤続年数に含めることが

できる。 

 

 

厚生労働省Ｑ＆Ａ サービス提供体制強化加算 

介護保険最新情報 vol.69 平成 21年 4月改定関係 Q＆A(vol.1) 

（問） 

「届出日の属する月の前三月について、常勤換算方法により算出した平均を用いる」こととされ

ている平成２１年度の１年間及び平成２２年度以降の前年度の実績が６月に満たない事業所につ

いて、体制届出後に、算定要件を下回った場合はどう取扱うか。 

（答） 

サービス提供体制強化加算に係る体制の届出に当たっては、老企第３６号等において以下のよう

に規定されているところであり、これに従った取扱いとされたい。 

 「事業所の体制について加算等が算定されなくなる状況が生じた場合又は加算等が算定されなく

なることが明らかな場合は、速やかにその旨を届出させることとする。なお、この場合は、加算

等が算定されなくなった事実が発生した日から加算等の算定を行わないものとする。」 

 具体的には、平成２１年４月に算定するためには、平成２０年１２月から平成２１年２月までの

実績に基づいて３月に届出を行うが、その後平成２１年１月から３月までの実績が基準を下回っ

ていた場合は、その事実が発生した日から加算の算定は行わないこととなるため、平成２１年４

月分の算定はできない取扱いとなる。 
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厚生労働省Ｑ＆Ａ サービス提供体制強化加算 

平成 27年度介護報酬改定に関する Q&A（vol.2）（平成 27年 4月 30日） 

（問） 

サービス提供体制強化加算の新区分の取得に当たって、職員の割合については、これまでと同様

に、１年以上の運営実績がある場合、常勤換算方法により算出した前年度の平均（３月分を除

く。）をもって、運営実績が６月に満たない事業所（新たに事業を開始した事業所又は事業を再開

した事業所）の場合は、４月目以降に、前３月分の実績をもって取得可能となるということでい

いのか。 

（答） 

貴見のとおり。 

なお、これまでと同様に、運営実績が６月に満たない場合の届出にあっては、届出を行った月以

降においても、毎月所定の割合を維持しなければならず、その割合については毎月記録する必要

がある。 

 

 

厚生労働省Ｑ＆Ａ サービス提供体制強化加算 

平成 27年度介護報酬改定に関する Q&A（vol.2）（平成 27年 4月 30日） 

（問） 

サービス提供体制強化加算（Ⅰ）イとサービス提供体制強化加算（Ⅰ）ロは同時に取得すること

は可能か。不可である場合は、サービス提供体制強化加算（Ⅰ）イを取得していた事業所が、実

地指導等によって、介護福祉士の割合が 60％を下回っていたことが判明した場合は、全額返還と

なるのか。 

（答） 

サービス提供体制強化加算（Ⅰ）イとサービス提供体制強化加算（Ⅰ）ロを同時に取得すること

はできない。また、実地指導等によって、サービス提供体制強化加算（Ⅰ）イの算定要件を満た

さないことが判明した場合、都道府県知事等は、支給された加算の一部又は全部を返還させるこ

とが可能となっている。 

なお、サービス提供体制強化加算（Ⅰ）イの算定要件を満たしていないが、サービス提供体制強

化加算（Ⅰ）ロの算定要件を満たしている場合には、後者の加算を取得するための届出が可能で

あり、サービス提供体制強化加算（Ⅰ）イの返還等と併せて、後者の加算を取得するための届出

を行うことが可能である。 
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厚生労働省Ｑ＆Ａ サービス提供体制強化加算 

「令和３年度介護報酬改定に関するＱ＆Ａ（Vol.３）（令和３年３月 26日） 

（問） 
「10 年以上介護福祉士が 30％」という最上位区分の要件について、勤続年数はどのように計算す

るのか。 

（答） 

サービス提供体制強化加算における、勤続 10年以上の介護福祉士の割合に係る要件については、 

介護福祉士の資格を有する者であって、同一法人等での勤続年数が 10 年以上の者の割合を要件と

したものであり、介護福祉士の資格を取得してから 10 年以上経過していることを求めるものでは

ないこと。 

 

「同一法人等での勤続年数」の考え方について、同一法人等（※）における異なるサービスの事

業所での勤続年数や異なる雇用形態、職種（直接処遇を行う職種に限る。）における勤続年数、 

、事業所の合併又は別法人による事業の承継の場合であって、当該施設・事業所の職員に変更が

ないなど、事業所が実質的に継続して運営していると認められる場合の勤続年数は通算すること

ができる。 

 

※同一法人のほか、法人の代表者等が同一で、採用や人事異動、研修が一体として行われる等、

職員の労務管理を複数法人で一体的に行っている場合も含まれる。 

 

なお、介護職員等特定処遇改善加算において、当該事業所における経験・技能のある介護職員の

「勤続年数 10年の考え方」とは異なることに留意すること。 
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介護職員等処遇改善加算  
  

１ 単位数 

加算区分 登録者 

介護職員等処遇改善加算（Ⅰ）  介護報酬総単位数の１８．１％に相当する単位数 

介護職員等処遇改善加算（Ⅱ）  介護報酬総単位数の１７．４％に相当する単位数 

介護職員等処遇改善加算（Ⅲ）  介護報酬総単位数の１５．０％に相当する単位数 

介護職員等処遇改善加算（Ⅳ） 介護報酬総単位数の１２．２％に相当する単位数 

 

※別に厚生労働大臣が定める基準に適合する介護職員等の賃金の改善等を実施しているものとして、電子情報処

理組織を使用する方法により、市町村長に対し、老健局長が定める様式による届出を行った単独型・併設型指定

認知症対応型通所介護事業所又は共用型指定認知症対応型通所介護事業所が、利用者に対し、指定認知

症対応型通所介護を行った場合は、当該基準に掲げる区分に従い、次に掲げる単位数を所定単位数に加算す

る。ただし、上記に掲げるいずれかの加算を算定している場合においては、上記に掲げるその他の加算は算定しない。 

２ 加算要件 

 国・市のホームページに掲載している参考資料・QA を参照してください 

 

■伊勢原市ホームページ 

介護保険制度に関する手続きについて 

介護サービス事業者の皆さまへ 

介護職員等処遇改善加算について 

      https://www.city.isehara.kanagawa.jp/docs/2025022000010/ 

 

  ■厚生労働省ホームページ 

      https://www.mhlw.go.jp/shogu-kaizen/index.html 
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Ⅷ 減算  

 

定員超過  
 

 指定認知症対応型通所介護の月平均の利用者の数（指定認知症対応型通所介護事業者が指定介護予防認

知症対応型通所介護事業者の指定を併せて受け、かつ、指定認知症対応型通所介護の事業と指定介護予防認

知症対応型通所介護の事業とが同一の事業所において一体的に運営されている場合にあっては、指定認知症対応

型通所介護の利用者の数及び指定介護予防認知症対応型通所介護の利用者の数の合計数）が定員を上回る場

合には その翌月から定員超過利用が解消されるに至った月まで、利用者の全員について所定単位数の７０％に減算

となる。 

 
➢ 定員超過利用に該当する場合の所定単位数の算定について 
 
① 小規模多機能型居宅介護及び看護小規模多機能型居宅介護について当該事業所の登録定員を上回
る高齢者を登録させている場合、並びに地域密着型通所介護、認知症対応型通所介護、認知症対応
型共同生活介護及び地域密着型介護老人福祉施設入所者生活介護について当該事業所又は施設の利
用者等の定員を上回る利用者等を入所等させている場合（いわゆる定員超過利用の場合）において
は、介護給付費の減額を行うこととし、通所介護費等の算定方法において、定員超過利用の基準及
び単位数の算定方法を明らかにしているところであるが、適正なサービスの提供を確保するための
規定であり、定員超過利用の未然防止を図るよう努めるものとする。 

 
② この場合の登録者、利用者又は入所者（以下「利用者等」という。）の数は、１月間（暦月）の
利用者等の数の平均を用いる。この場合、１月間の利用者等の数の平均は、当該月の全利用者等の
延数を当該月の日数で除して得た数とする。この平均利用者数等の算定に当たっては、小数点以下
を切り上げるものとする。 

 
③ 利用者等の数が、通所介護費等の算定方法に規定する定員超過利用の基準に該当することとなっ
た事業所又は施設については、その翌月から定員超過利用が解消されるに至った月まで、利用者等
の全員について、所定単位数が通所介護費等の算定方法に規定する算定方法に従って減算され、定
員超過利用が解消されるに至った月の翌月から通常の所定単位数が算定される。 

 
④ 市町村長は、定員超過利用が行われている事業所又は施設に対しては、その解消を行うよう指導
すること。当該指導に従わず、定員超過利用が２月以上継続する場合には、特別な事情がある場合
を除き、指定の取消しを検討するものとする。 

 
⑤ 災害（地域密着型介護老人福祉施設入所者生活介護については、虐待を含む。）の受入れ等やむ
を得ない理由による定員超過利用については、当該定員超過利用が開始した月（災害等が生じた時
期が月末であって、定員超過利用が翌月まで継続することがやむを得ないと認められる場合は翌月
も含む。）の翌月から所定単位数の減算を行うことはせず、やむを得ない理由がないにもかかわら
ずその翌月まで定員を超過した状態が継続している場合に、災害等が生じた月の翌々月から所定単
位数の減算を行うものとする。 

 
⑥ 小規模多機能型居宅介護及び看護小規模多機能型居宅介護において、過疎地域その他これに類す
る地域であって、地域の実情により当該地域における指定小規模多機能型居宅介護及び看護小規模
多機能型居宅介護の効率的運営に必要であると市町村が認めた場合に限り、人員及び設備に関する
基準を満たすことを要件に、登録定員を超えてサービス提供を行うことが例外的に認められるが、
当該定員超過利用については、当該定員超過利用が開始した月から所定単位数の減算を行うことは
せず、一定の期間（市町村が登録定員の超過を認めた日から市町村介護保険事業計画の終期までの
最大３年間を基本とする。ただし、次期の市町村介護保険事業計画を作成するに当たって、市町村
が新規に代替サービスを整備するよりも既存の事業所を活用した方が効率的であると認めた場合に
限り、次期の市町村介護保険事業計画の終期まで延長が可能とする。）に限り所定単位数の減算を
行わないこととする。 
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従業者の欠員 

  

単独型・併設型指定認知症対応型通所介護事業所の人員基準に定める看護職員又は介護職員の員数を置い

ていない状況で行われた場合、次の月の認知症対応型通所介護費は、利用者全員について所定単位数に 100 分

の 70 を乗じて得た単位数で算定する。 

 

 
➢ 留意事項 
 
(８) 人員基準欠如に該当する場合等の所定単位数の算定について 
 
① 地域密着型通所介護、認知症対応型通所介護、小規模多機能型居宅介護、認知症対応型共同生活
介護、地域密着型特定施設入居者生活介護及び地域密着型介護老人福祉施設入所者生活介護及び看
護小規模多機能型居宅介護については、当該事業所又は施設の職員の配置数が、人員基準上満たす
べき員数を下回っているいわゆる人員基準欠如に対し、介護給付費の減額を行うこととし、通所介
護費等の算定方法において、人員基準欠如の基準及び単位数の算定方法を明らかにしているところ
であるが、これは、適正なサービスの提供を確保するための規定であり、人員基準欠如の未然防止
を図るよう努めるものとする。 

 
② 人員基準上満たすべき職員の員数を算定する際の利用者数等は、当該年度の前年度（毎年４月１
日に始まり翌年３月 31 日をもって終わる年度とする。以下同じ。）の平均を用いる（ただし、新規
開設又は再開の場合は推定数による。）。この場合、利用者数等の平均は、前年度の全利用者等の延
数（小規模多機能型居宅介護及び看護小規模多機能型居宅介護については、１日ごとの同時に通い
サービスの提供を受けた者（短期利用居宅介護費を算定する者を含む。）の数の最大値を合計した
もの）を当該前年度の日数で除して得た数とする。この平均利用者数等の算定に当たっては、小数
点第２位以下を切り上げるものとする。 

 
③ 看護・介護職員の人員基準欠如については、 
 
イ 人員基準上必要とされる員数から１割を超えて減少した場合には、その翌月から人員基準欠如が
解消されるに至った月まで、利用者等の全員について所定単位数が通所介護費等の算定方法に規定
する算定方法に従って減算され、 

 
ロ １割の範囲内で減少した場合には、その翌々月から人員基準欠如が解消されるに至った月まで、
利用者等の全員について所定単位数が通所介護費等の算定方法に規定する算定方法に従って減算さ
れる（ただし、翌月の末日において人員基準を満たすに至っている場合を除く。）。 

 
ハ 小規模多機能型居宅介護事業所、認知症対応型共同生活介護事業所及び複合型サービス事業所に
ついては、指定地域密着型サービスの事業の人員、設備及び運営に関する基準（平成 18年厚生労働
省令第 34号。以下「指定地域密着型サービス基準」という。）第 63条第１項に規定する小規模多機
能型居宅介護従業者（通いサービス及び訪問サービスの提供に当たる者に限る。）、同令第 90 条第
１項に規定する介護従業者及び同令第 171 条第１項に規定する看護小規模多機能型居宅介護従業者
（通いサービス及び訪問サービスの提供に当たる者に限る。）は前記イ及びロにより取り扱うこと
とする。なお、小規模多機能型居宅介護従業者及び看護小規模多機能型居宅介護従業者について
は、指定地域密着型サービス基準第 63条第４項の看護師又は准看護師の人員基準欠如に係る減算の
取扱いは④、同条第１項の夜間及び深夜の勤務又は宿直勤務を行う職員並びに同条第７項に規定す
るサテライト型小規模多機能型居宅介護事業所（以下「サテライト型小規模多機能型居宅介護事業
所」という。）の訪問サービスの提供に当たる職員並びに指定地域密着型サービス基準第 171条第１
項の夜間及び深夜の勤務又は宿直勤務を行う職員並びに同条第８項に規定するサテライト型看護小
規模多機能型居宅介護事業所（以下「サテライト型看護小規模多機能型居宅介護事業所」とい
う。）の訪問サービスの提供に当たる職員の人員基準欠如に係る減算の取扱いは⑤を参照するこ
と。 

 
 

（次頁に続く） 
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④ 看護・介護職員以外の人員基準欠如については、その翌々月から人員基準欠如が解消されるに至
った月まで、利用者等の全員について所定単位数が通所介護費等の算定方法に規定する算定方法に
従って減算される（ただし、翌月の末日において人員基準を満たすに至っている場合を除く。）。小
規模多機能型居宅介護事業所並びに看護小規模多機能型居宅介護事業所における介護支援専門員及
びサテライト型小規模多機能型居宅介護事業所並びにサテライト型看護小規模多機能型居宅介護事
業所における指定地域密着型サービス基準第 63 条第 12 項に規定する研修修了者並びに認知症対応
型共同生活介護事業所における計画作成担当者が必要な研修を修了していない場合及び認知症対応
型共同生活介護事業所（サテライト型認知症対応型共同生活介護事業所を除く。）における計画作
成担当者のうち、介護支援専門員を配置していない場合についても、同様の取扱いとする。ただ
し、都道府県（指定都市を含む。以下同じ。）における研修の開催状況を踏まえ、研修を修了した
職員の離職等により人員基準欠如となった場合に、小規模多機能型居宅介護事業所及び看護小規模
多機能型居宅介護事業所にあっては介護支援専門員を、認知症対応型共同生活介護事業所にあって
は計画作成担当者を新たに配置し、かつ、市町村からの推薦を受けて都道府県に研修の申込を行
い、当該介護支援専門員又は当該計画作成担当者が研修を修了することが確実に見込まれるとき
は、当該研修を修了するまでの間は減算対象としない取扱いとする。なお、当該介護支援専門員又
は当該計画作成担当者が受講予定の研修を修了しなかった場合は、通常の減算の算定方法に従っ
て、人員基準欠如が発生した翌々月から減算を行うこととするが、当該介護支援専門員等が研修を
修了しなかった理由が、当該介護支援専門員等の急な離職等、事業所の責に帰すべき事由以外のや
むを得ないものである場合であって、当該離職等の翌々月までに、研修を修了することが確実に見
込まれる介護支援専門員等を新たに配置したときは、当該研修を修了するまでの間は減算対象とし
ない取扱いとすることも差し支えない。 

 
⑤ 地域密着型サービス基準第 63条第１項及び第 171条第１項の夜間及び深夜の勤務又は宿直勤務を
行う職員並びにサテライト型指定小規模多機能型居宅介護事業所の訪問サービスの提供に当たる小
規模多機能型居宅介護従業者又はサテライト型指定看護小規模多機能型居宅介護事業所の訪問サー
ビスの提供に当たる看護小規模多機能型居宅介護従業者の人員基準欠如については、ある月におい
て以下のいずれかの事態が発生した場合に、その翌月において利用者等の全員について、減算する
こととする。 

 
イ 当該従事者が勤務すべき時間帯において職員数が地域密着型サービス基準に定める員数に満たな
い事態が２日以上連続して発生した場合 

 
ロ 当該従事者が勤務すべき時間帯において職員数が地域密着型サービス基準に定める員数に満たな
い事態が４日以上発生した場合 

 
⑥ 市町村長は、著しい人員基準欠如が継続する場合には、職員の増員、利用定員等の見直し、事業
の休止等を指導すること。当該指導に従わない場合には、特別な事情がある場合を除き、指定の取
消しを検討するものとする。 
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2 時間以上 3 時間未満の認知症対応型通所介護を行う場合の取り扱い 

 

心身の状況その他利用者のやむを得ない事情により、長時間のサービス利用が困難である利用者に対して、所要時

間２時間以上３時間未満の指定認知症対応型通所介護を行う場合は、所定単位数の１００分の 

６３に相当する単位数を算定する。 

 

 
➢ 留意事項（地域密着型通所介護は認知症対応型通所介護に読み替え） 
 

２時間以上３時間未満の地域密着型通所介護の単位数を算定できる利用者は、心身の状況から、長時
間のサービス利用が困難である者、病後等で短時間の利用から始めて長時間利用に結びつけていく必要
がある者など、利用者側のやむを得ない事情により長時間のサービス利用が困難な者（利用者等告示第
35 号の３）であること。なお、２時間以上３時間未満の地域密着型通所介護であっても、地域密着型通
所介護の本来の目的に照らし、単に入浴サービスのみといった利用は適当ではなく、利用者の日常生活
動作能力などの向上のため、日常生活を通じた機能訓練等が実施されるべきものであること。 

 

 

事業所と同一建物内の利用者へのサービス提供  

 

単独型・併設型指定認知症対応型通所介護事業所若しくは共用型指定認知症対応型通所介護事業所と

同一建物に居住する者又は単独型・併設型指定認知症対応型通所介護事業所若しくは共用型指定認知症対

応型通所介護事業所と同一建物から当該単独型・併設型指定認知症対応型通所介護事業所若しくは共用型

指定認知症対応型通所介護事業所に通う者に対し、指定認知症対応型通所介護を行った場合は、１日につき

９４単位を所定単位数から減算する。ただし、傷病その他やむを得ない事情により送迎が必要であると認められる

利用者に対して送迎を行った場合は、この限りでない。 

 

 
➢ 留意事項（地域密着型通所介護は認知症対応型通所介護に読み替え） 

 
① 同一建物の定義 
「同一建物」とは、当該指定地域密着型通所介護事業所と構造上又は外形上、一体的な建築物を

指すものであり、具体的には、当該建物の１階部分に指定地域密着型通所介護事業所がある場合
や、当該建物と渡り廊下等で繋がっている場合が該当し、同一敷地内にある別棟の建築物や道路を
挟んで隣接する場合は該当しない。また、ここでいう同一建物については、当該建築物の管理、運
営法人が当該指定地域密着型通所介護事業所の指定地域密着型通所介護事業者と異なる場合であっ
ても該当するものであること。 
 
② なお、傷病により一時的に送迎が必要であると認められる利用者その他やむを得ない事情に

より送迎が必要と認められる利用者に対して送迎を行った場合は、例外的に減算対象とならない。
具体的には、傷病により一時的に歩行困難となった者又は歩行困難な要介護者であって、かつ建物
の構造上自力での通所が困難である者に対し、２人以上の従業者が、当該利用者の居住する場所と
当該指定地域密着型通所介護事業所の間の往復の移動を介助した場合に限られること。ただし、こ
の場合、２人以上の従業者による移動介助を必要とする理由や移動介助の方法及び期間について、
介護支援専門員とサービス担当者会議等で慎重に検討し、その内容及び結果について地域密着型通
所介護計画に記載すること。また、移動介助者及び移動介助時の利用者の様子等について、記録し
なければならない。 
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送迎を行わない場合の減算について  

 

 利用者に対して、その居宅と指定認知症対応型通所介護事業所との間の送迎を行わない場合は、片道につき

４７単位を所定単位数から減算する。 

 

 
➢ 留意事項（地域密着型通所介護は認知症対応型通所介護に読み替え） 
 

利用者が自ら指定地域密着型通所介護事業所に通う場合、利用者の家族等が指定地域密着型通所
介護事業所への送迎を行う場合など、当該指定地域密着型通所介護事業所の従業者が利用者の居宅
と指定地域密着型通所介護事業所との間の送迎を実施していない場合は、片道につき減算の対象と
なる。ただし、注 28（同一建物減算）の減算の対象となっている場合には、当該減算の対象とはな
らない。 

 

厚生労働省Ｑ＆Ａ 送迎未実施減算 

介護保険最新情報 vol.454 「平成 27年度介護報酬改定に関する Q&A（平成 27年 4月 1日）」の送付につい

て 

（問） 指定通所介護事業所等の設備を利用した宿泊サービスを利用する場合の送迎減算の考え方如何。 

（答） 宿泊サービスを利用するしないにかかわらず、送迎をしていなければ減算となる。 

 

 

厚生労働省Ｑ＆Ａ 送迎未実施減算 

介護保険最新情報 vol.454 「平成 27年度介護報酬改定に関する Q&A（平成 27年 4月 1日）」の送付につい

て 

（問） 

送迎減算は、個別サービス計画上、送迎が往復か片道かを位置付けさせた上で行うことになるた

め、利用者宅に迎えに行ったが、利用者や家族等の都合で結果的に利用者の家族等が、事業所ま

で利用者を送った場合には、減算の対象とならないのか。 

（答） 
送迎減算の有無に関しては、個別サービス計画上、送迎が往復か片道かを位置付けさせた上で、

実際の送迎の有無を確認の上、送迎を行っていなければ減算となる。 

 

 

厚生労働省Ｑ＆Ａ 送迎未実施減算 

介護保険最新情報 vol.454 「平成 27年度介護報酬改定に関する Q&A（平成 27年 4月 1日）」の送付につい

て 

（問） 
通所介護等について、事業所の職員が徒歩で利用者の送迎を実施した場合には、車両による送迎

ではないが、送迎を行わない場合の減算対象にはならないと考えて良いか。 

（答） 徒歩での送迎は、減算の対象にはならない。 
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高齢者虐待防止措置未実施減算 

以下の基準を満たしていない場合（高齢者虐待防止のための措置が講じられていない場合）、速やかに改善計画

を市町村長に提出した後、事実が生じた月から３月後に改善計画に基づく改善状況を市町村長に報告することとし、

事実が生じた月の翌月から改善が認められた月までの間について、利用者全員について所定単位数から１％減算する

こととする。 

 

【満たすべき基準】  

１ 虐待の発生又はその再発を防止するための委員会（テレビ電話装置等の活用可能）を定期的に開催 

するとともに、その結果について、従業者に周知徹底を図ること  

２ 虐待の防止のための指針を整備すること  

３ 従業者に対し、虐待の防止のための研修を定期的に実施すること  

４ １～３に掲げる措置を適切に実施するための担当者を定めること  

 

厚生労働省Ｑ＆Ａ 高齢者虐待防止措置未実施減算について 

令和６年度介護報酬改定に関するＱ＆Ａ（Vol.１）（令和６年３月 15日） 

（問） 

高齢者虐待が発生していない場合においても、虐待の発生又はその再発を防止するための全ての

措置（委員会の開催、指針の整備、研修の定期的な実施、担当者を置くこと）がなされていなけ

れば減算の適用となるのか。 

（答） 
・減算の適用となる。 

・なお、全ての措置の一つでも講じられていなければ減算となることに留意すること。 

 

厚生労働省Ｑ＆Ａ 高齢者虐待防止措置未実施減算について 

「令和６年度介護報酬改定に関するＱ＆Ａ（Vol.１）（令和６年３月 15日） 

（問） 
運営指導等で行政機関が把握した高齢者虐待防止措置が講じられていない事実が、発見した日の

属する月より過去の場合、遡及して当該減算を適用するのか。 

（答） 
過去に遡及して当該減算を適用することはできず、発見した日の属する月が「事実が生じた月」

となる。 

 

厚生労働省Ｑ＆Ａ 高齢者虐待防止措置未実施減算について 

「令和６年度介護報酬改定に関するＱ＆Ａ（Vol.１）（令和６年３月 15日） 

（問） 

高齢者虐待防止措置未実施減算については、虐待の発生又はその再発を防止するための全ての措

置（委員会の開催、指針の整備、研修の定期的な実施、担当者を置くこと）がなされていない事

実が生じた場合、「速やかに改善計画を都道府県知事に提出した後、事実が生じた月から三月後

に改善計画に基づく改善状況を都道府県知事に報告することとし、事実が生じた月の翌月から改

善が認められた月までの間について、入居者全員について所定単位数から減算することとす

る。」こととされているが、施設・事業所から改善計画が提出されない限り、減算の措置を行う

ことはできないのか。 

（答） 

改善計画の提出の有無に関わらず、事実が生じた月の翌月から減算の措置を行って差し支えな

い。当該減算は、施設・事業所から改善計画が提出され、事実が生じた月から３か月以降に当該

計画に基づく改善が認められた月まで継続する。 
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業務継続計画未策定減算  
    

感染症や災害が発生した場合であっても、必要な介護サービスを継続的に提供できる体制を構築するため、業務継

続に向けた計画の策定の徹底を求める観点から、以下の基準を満たさない事実が生じた場合に、その翌月（基準を満

たさない事実が生じた日が月の初日である場合は当該月）から基準に満たない状況が解消されるに至った月まで、当

該事業所の利用者全員について、所定単位数から１％減算することとする。なお、経過措置として、令和７年３月

31 日までの間、感染症の予防及びまん延の防止のための指針及び非常災害に関する具体的計画を策定している場

合には、当該減算は適用しないが、義務となっていることを踏まえ、速やかに作成すること。 

【満たすべき基準】  

１ 感染症や非常災害の発生時において、利用者に対するサービスの提供を継続的に実施するための、及び非常時

の体制で早期の業務再開を図るための計画（業務継続計画）を策定すること 

２ 当該業務継続計画に従い必要な措置を講ずること 

 

厚生労働省Ｑ＆Ａ 業務継続計画未策定減算について 

「令和６年度介護報酬改定に関するＱ＆Ａ（Vol.１）（令和６年３月 15日） 

（問） 業務継続計画未策定減算はどのような場合に適用となるのか。 

（答） 

・感染症若しくは災害のいずれか又は両方の業務継続計画が未策定の場合や、当該業務継続計画 

に従い必要な措置が講じられていない場合に減算の対象となる。 

・なお、令和３年度介護報酬改定において業務継続計画の策定と同様に義務付けられた、業務継 

続計画の周知、研修、訓練及び定期的な業務継続計画の見直しの実施の有無は、業務継続計画

未策定減算の算定要件ではない。 

 

 

厚生労働省Ｑ＆Ａ 業務継続計画未策定減算について 

「令和６年度介護報酬改定に関するＱ＆Ａ（Vol.１）（令和６年３月 15日） 

（問） 
行政機関による運営指導等で業務継続計画の未策定など不適切な運営が確認された場合、「事実

が生じた時点」まで遡及して当該減算を適用するのか。 

（答） 

業務継続計画未策定減算については、行政機関が運営指導等で不適切な取り扱いを発見した時点

ではなく、「基準を満たさない事実が生じた時点」まで遡及して減算を適用することとなる。 

 

・例えば、通所介護事業所が、令和７年 10 月の運営指導等において、業務継続計画の未策定が

判明した場合（かつ、感染症の予防及びまん延の防止のための指針及び非常災害に関する具体的

計画の策定を行っていない場合）、令和７年 10 月からではなく、令和６年４月から減算の対象と

なる。 

・また、訪問介護事業所が、令和７年 10 月の運営指導等において、業務継続計画の未策定が判

明した場合、令和７年４月から減算の対象となる。 
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厚生労働省Ｑ＆Ａ 業務継続計画未策定減算について 

「令和６年度介護報酬改定に関するＱ＆Ａ（Vol.１）（令和６年３月 15日） 

（問） 業務継続計画未策定減算の施行時期はどのようになるのか。 

（答） 

業務継続計画未策定減算の施行時期は下記表のとおり。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※居宅療養管理指導、介護予防居宅療養管理指導、特定福祉用具販売及び特定介護予防福祉用具

販売には、業務継続計画未策定減算は適用されない。  

 

 

 

 

  


